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第 1 章 研究の概要 
 
1.1. 研究背景、研究目的 
 情報通信技術の発展は私たちの生活をより豊かに、快適なものへと変貌させている。現
在は、スマートフォンが一台あれば地図の参照ができるだけでなく、近くの飲食店やアミ
ューズメント施設の検索も簡単にできるし、目的地までの行き方を条件別に調べることも
可能である。グルメ情報サイトや旅行サイトのクチコミは、初めての場所や店舗であって
も信頼感を与えてくれている。SNS の発展は、卒業等で別れてからなかなか会うことので
きなかった友人との結びつきを信じられないくらい容易に維持してくれるだけでなく、仕
事探しなどの面でも有益な情報を提供してくれる。Skype 等の優れた情報通信ツールの登場
は、ほぼ無料でテレビ電話ができる環境を実現した。ブログの執筆や動画の投稿による個
人のメディア化の進展は、Usteream やニコニコ生放送の登場により、生放送の映像コンテ
ンツにまで達している。こうした直接的な受益だけでなく、クチコミやオンラインショッ
ピングサイトの発展が「訳あり商品」の取引を可能にしたこと1や、インターネットラジオ
や SNS の活用が新たな地域活性化の取り組みを生み出したこと2など、その直接・間接の効
果は枚挙に暇がない。 
一方で、女性の就業継続や障害者の就業機会拡大といった労働分野においての課題に対
しては、情報通信技術の発展の効果は極めて限定的であり、障害者雇用率や出生率の低迷
は依然として続いている。また、「ワーク・ライフ・バランス」の向上や充実といった議論
がなされて久しいが、未だに仕事を中心とした生活の弊害が指摘されている。こうした労
働分野における諸課題については、情報通信技術を活用した柔軟な働き方である「テレワ
ーク」に解決への期待が寄せられている。 
 「テレワーク人口倍増アクションプラン」では、テレワークに期待される 8 つの意義・
効果として、「少子化・高齢化問題等への対応」、「家族のふれあい、ワーク・ライフ・バラ
ンスの充実」、「地域活性化の促進」、「環境負荷軽減」、「有能・多様な人材の確保、生産性
の向上」、「営業効率の向上・顧客満足度の向上」、「コスト削減」、「災害等に対する危機管
理」を挙げている3。これらの効果は、ミクロの視点とマクロの視点によって、表 1-1 のよ
うに分類される。ミクロの視点は主に導入・実施している企業に関するものであり、企業
やその従業員に対して得られる効果である。マクロの視点は社会全体に関するものであり、
社会の構成員（企業含む）の多くが導入・実施することによって得られる効果である。こ
のようにテレワークにはミクロ、マクロの両面での効果が期待されており、「e-Japan 戦略Ⅱ」
や前述の「テレワーク人口倍増アクションプラン」において「2010 年までに日本の就業者
人口の 2 割（約 1400 万人）をテレワーカーとする」という目標が掲げられた。しかし、2010
                                                  
1 吉見（2012） 
2 吉見（2011） 
3 IT 戦略本部「テレワーク人口倍増アクションプラン」p.2 
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年時点におけるテレワーク人口はこの目標値を下回っており、マクロの面で期待された「少
子化・高齢化問題等への対応」、「地域活性化の促進」といった効果についても、明確な影
響は見受けられない。 
 本研究では、期待される効果と実態が大きく乖離している「テレワーク」の現状につい
て、ミクロとマクロの両面から課題を検討する。なお、ミクロの視点が主に企業に関する
論点であることや、マクロの視点の代表として障害者の就労拡大4について取り上げること
から、企業におけるテレワークを対象として調査及び分析を行う。 
 
表 1-1 ミクロとマクロの視点に分けたテレワークの効果 
ミクロの視点 マクロの視点 
家族のふれあい、 
ワーク・ライフ・バランスの充実 
少子化・高齢化問題等への対応 
（障害者の就労拡大） 
有能・多様な人材の確保、生産性の向上 地域活性化の促進 
営業効率の向上・顧客満足度の向上 環境負荷軽減 
コスト削減  
災害等に対する危機管理 
出典：IT 戦略本部「テレワーク人口倍増アクションプラン」 
 
1.2. 本研究における新規性・独自性 
 本研究では、「テレワーク人口倍増アクションプラン」以降のテレワークについて着目し
ている。ここ数年の情報通信技術の発展は目覚ましく、従来の先行研究において挙げられ
たテレワーク導入・実施の課題に対して、有力な解決策を与えている。このような技術の
発展はテレワークの普及・拡大に資するものであるが、どの程度影響を与えているかにつ
いては不明瞭である。また、テレワークによって期待される効果から、新たに創設された
制度も存在する。しかし、このような制度に対する検討は不十分であり、先行研究による
蓄積もなされていない。本研究では、これらの技術の発展や新たな制度を考慮している点
で新規性を有していると言える。 
 加えて、本研究においては、中小企業 5 社と在宅ワーカー10 名、企業の社員 15 名、在宅
就業支援団体 6 団体と広範な対象にインタビュー調査及びアンケート調査を実施している。
従来のテレワーク研究では、先進的な事例を紹介するに留まっているものが多いため、中
小企業や在宅就業支援団体といったテレワークの導入・実施に多くの課題を有している対
象に多面的にアプローチしている研究は稀有である。これらの対象から得られた知見をミ
クロ・マクロの両面から取り上げ、検討している点が本研究における独自性である。 
 第 2 章で詳しく述べるが、テレワークという用語は広い意味を含んでおり、一概に論じ
                                                  
4 障害者の就労拡大に関して、企業は「雇用」と「業務の発注」によって貢献することができ、
テレワークはこの両面において効果を発揮するものと考えられる。 
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ることは困難である。本研究で取り上げる事例も限定的なものであるが、先行研究や既存
の調査では見過ごされがちな論点に着目しており、各対象の普及の段階や抱えている問題
点に関して丁寧に現状観察を行い、ゲーム理論を用いた理論分析につなげている。ミクロ
の視点では「コーディネーション・ゲーム」と「グローバル・ゲーム」という 2 つのゲー
ムから、マクロの視点では「社会的ジレンマ（N 人囚人のジレンマ）」と「信頼ゲーム」及
び更にメタな視点を導入した「ルール・ゲーム」の 3 つのゲームから、含意を得ているこ
とも本研究の特徴である。 
 
1.3. 本論文の構成 
本論文の構成は以下の通りである。 
 第 1 章では、本研究の研究背景及び本研究の意義について取り上げる。第 2 章では、本
研究の対象であるテレワークの定義、分類、効果について説明し、数々のテレワーク促進
策が実施されている中でテレワーク人口（特に在宅勤務型）や「在宅就業障害者支援制度」
の利用が伸び悩んでいる現状から、ミクロ・マクロ両面のテレワークの課題について触れ
る。第 3 章では、テレワークに関する先行研究を紹介し、本研究で採用する分析手法につ
いて言及する。第 4 章では、著者らが実施した大企業のテレワークに関する情報通信ツー
ルの活用状況を元に、中小企業のテレワーク及び在宅ワーカーを対象とした情報通信ツー
ルの活用状況について扱う。第 5 章では、企業側の視点ではなく、利用者側の視点からテ
レワークの利点と課題について取り上げる。第 6 章では、第 4 章と第 5 章で取り上げた企
業テレワークにおける阻害要因についてゲーム理論の「コーディネーション・ゲーム」と
「グローバル・ゲーム」のフレームワークを用いて分析する。第 7 章では、障害者雇用分
野におけるテレワークの活用について、在宅就業障害者支援制度を題材として考察する。
加えて、障害者雇用分野におけるテレワークの活用が持つ意味について「ルール・ゲーム」
を通して分析する。第 8 章では、各章の概要について触れ、本論文の結論を与える。 
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第 2 章 テレワーク概論 
 
2.1. テレワークの定義及び分類 
 テレワークの定義は、関連する組織や団体によってさまざまな表現が用いられている。
代表的なものとして、国土交通省による「情報通信手段を活用して、時間や場所に制約さ
れない柔軟な働き方5」という定義や、社団法人日本テレワーク協会による「情報通信技術
(ICT = Information and Communidcation Technology)を活用した、場所や時間にとらわれない柔
軟な働き方」6といった定義が挙げられる。佐藤彰男（2008）は、「柔軟な」という言葉の使
用に疑問を呈し、「情報通信機器の活用を前提に、従来の職場空間とは異なった空間を労働
の場に含みながら、業務としての情報の製造および加工・販売の全部あるいは一部を行う
労働の形態」7をテレワークの定義として示している。これらの定義は、細かい違いこそあ
れ、テレワークにおいて情報通信技術（ICT）が大きな役割を果たす点についてはほぼ合致
している。 
 「テレワーク」という用語の定義の難しさについては佐藤彰男（2006）等で触れられて
いるが8、近年では多くの研究や調査において上記の国土交通省と社団法人日本テレワーク
協会の定義が用いられている。ただし、政府（国土交通省）による「テレワーク人口実態
調査」では、テレワーカー（狭義テレワーカー）を「ふだん収入を伴う仕事を行っている
人の中で、仕事で IT を利用している人かつ、自分の所属する部署のある場所以外で、IT を
利用できる環境において仕事を行う時間が 1 週間あたり 8 時間以上である人」と定義して
いる9。本研究においても、「テレワーク」という用語については、「テレワーク人口実態調
査」で用いられている定義に準じて使用する。 
 
表 2-1 テレワークの定義 
提唱者（団体） 内容 
国土交通省 情報通信手段を活用して、時間や場所に制約されない柔軟な働き方
社団法人 
日本テレワーク協会 
情報通信技術(ICT = Information and Communidcation Technology)を活
用した、場所や時間にとらわれない柔軟な働き方 
佐藤彰男（2008） 情報通信機器の活用を前提に、従来の職場空間とは異なった空間を
                                                  
5 国土交通省ホームページ 
 <http://www.mlit.go.jp/crd/daisei/telework/index.html> (2011/12/28 最終アクセス) 
6 社団法人日本テレワーク協会ホームページ 
<http://www.japan-telework.or.jp/intro/tw_about.html> (2011/12/28 最終アクセス) 
7 佐藤彰男（2008）p.4 
8 佐藤彰男（2008）pp.4-13 
9 なお、広くとらえたテレワーカー（広義テレワーカー）は「雇用者は、ふだん収入を伴う仕事
を行っている人の中で、仕事で IT を利用している人かつ、自分の所属する部署のある場所以外
で、IT を利用できる環境において仕事を行っている人。自営業者は、ふだん収入を伴う仕事を
行っている人の中で、仕事で IT を利用している人。」と定義されている。 
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労働の場に含みながら、業務としての情報の製造および加工・販売
の全部あるいは一部を行う労働の形態 
出典：著者作成  
 
 これらの定義は多くの労働形態を包含するものである。しかし、現実には在宅勤務と電
車内やカフェ等で仕事を行うモバイルワークを同列に扱うことには困難が生じる。また、
企業雇用者が行うテレワークと個人事業主が行うテレワークには異なった意味合いがある
ものと考えられる。そのため、テレワークの定義と併せて、テレワークの分類がなされて
いる。 
スピンクス（1998）はテレワークの分類について「雇用関係」、「立地条件」、「利用頻度」、
「利用技術」の 4 軸を組み合わせることを提唱している10。小豆川・スピンクス（1999）で
は、「主体による分類」、「場所による分類」によって類型化がなされている11。社団法人日
本テレワーク協会（2003）は、テレワークを実施する「対象者」、「場所」、「頻度」により
テレワークの分類を行っている12。「テレワーク人口倍増アクションプラン」では、「雇用型」
と「自営型」という大分類と「在宅型」、「モバイル型」、「施設利用型」という中分類によ
って 4つの形態が示され、それぞれの効果と課題について言及されている13。佐藤彰男（2008）
は、社団法人日本テレワーク協会による分類を「雇用形態」と「労働空間」によって、4 つ
の類型に整理している14。  
上記以外にも、総務省による分類15等があるが、いずれも「雇用形態」と「実施場所（労
働空間）」が主要な分類軸となっている16。本研究では、「テレワーク人口倍増アクションプ
ラン」及び佐藤彰男（2008）の分類を元に、表 2-2 のような分類を採用する。 
 
表 2-2 本研究におけるテレワークの分類 
分類 雇用形態 労働空間 特徴 
雇用型 
テレワーク 
在宅勤務型 
テレワーク 
雇用 在宅 
企業や役所などに雇われている従業
員が、職場のオフィスだけでなく、
自宅でも働くタイプのテレワーク。
モバイル 雇用 指定なし 営業系の社員などが、職場や自宅だ
                                                  
10 スピンクス（1998）pp.70-72 
11 小豆川・スピンクス（1999）pp.16-17 
12 社団法人日本テレワーク協会（2003）pp.2-5 
13 IT 戦略本部「テレワーク人口倍増アクションプラン」p.4 
14 佐藤彰男（2008）pp.5-6 
15 総務省ホームページ 
<http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/joho_tsusin/telework/18028_01.html> (2011/12/28 最終アクセ
ス) 
16 このようにテレワークという用語自体に多くの類型の労働形態が含まれるため、テレワーク
の定義が抽象的なものになっていることが佐藤（2006）等で指摘されている。 
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ワーク型 
テレワーク 
けでなく、移動中の乗物内や喫茶店
などで事務処理をこなすタイプのテ
レワーク。 
施設利用型 
テレワーク 
雇用 施設 
テレワークセンターや立寄りオフィ
スなど、自宅を除いた勤務先以外の
施設を就業場所とするタイプのテレ
ワーク。 
非雇用型 
テレワーク 
在宅 
ワーク型 
テレワーク 
請負 在宅 
請負契約によって自宅で仕事をする
タイプのテレワーク。 
SOHO 型 
テレワーク 
自営 指定なし 
小規模オフィスや自宅などで事業を
行うタイプのテレワーク。 
出典：「テレワーク人口倍増アクションプラン」及び佐藤彰男（2008）を元に著者作成 
 
2.2. テレワークの効果 
 テレワークの効果として代表的なものに「テレワーク人口倍増アクションプラン」によ
る 8 つの意義・効果が挙げられる1718。なお、これらの効果は表 1-2 で示しているように、
ミクロとマクロの視点にそれぞれ分類することができる。総務省「テレワークの動向と生
産性に関する調査研究」では、企業におけるテレワーク導入の目的として「多様な働き方」
「ワーク・ライフ・バランス」「経営目的」「事業継続」の 4 つがあり、相互に深い関係が
あることを指摘している19。 
 
表 2-3 テレワークの効果 
意義・効果 概要 
少子化・高齢化問題等への対応 
・育児・介護と就労との両立が容易に 
・女性・高齢者・障害者等の就業機会の拡大 
家族のふれあい、ワーク・ライフ・
バランスの充実 
・家族と過ごす時間、自己啓発などの時間の増加 
・家族が安心して子どもを育てられる環境の実現 
地域活性化の促進 
・ＵＪＩターン・二地域居住や地域での起業等を通
じた地域活性化 
環境負荷軽減 ・交通代替によるＣＯ２の削減等、地球温暖化防止
                                                  
17 IT 戦略本部「テレワーク人口倍増アクションプラン」p.2 
18 他にも、日本テレワーク協会による「テレワークの効果」や「THE Telework GUIDEBOOK 企
業のためのテレワーク導入・運用ガイドブック（改訂版）」のテレワークの効果・効用（pp.15-27）
等があるが、ほとんどの論点はこの 8 つの意義・効果に集約される。 
19 総務省「テレワークの動向と生産性に関する調査研究」p.24 
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への寄与 
有能・多様な人材の確保、 
生産性の向上 
・柔軟な働き方の実現により、有能・多様な人材の
確保と流出防止、能力の活用が可能に 
営業効率の向上・顧客満足度の向上
・顧客訪問回数や顧客滞在時間の増加 
・迅速、機敏な顧客対応の実現 
コスト削減 
・スペースや紙などオフィスコストの削減と通勤・
移動時間や交通費の削減等 
災害等に対する危機管理 ・オフィスの分散化による、災害時等の迅速な対応
出典：IT 戦略本部「テレワーク人口倍増アクションプラン」 
 
 
図 2-1 企業におけるテレワーク導入の目的 
出典：総務省「テレワークの動向と生産性に関する調査研究」 
 
 このように、テレワークの効果は多岐に亘るとされており、テレワーク推進の大きな理
由となっている。しかし、佐藤彰男（2008）は「モバイルワーク型を想定した『営業効率
の向上・顧客満足度の向上』をのぞけば、他は在宅勤務型の普及によってしか実現しない」
とし、表 2-4 のようにテレワークの類型によって、得られる効果が全く異なることを指摘し
ている20。このようなテレワークの形態と期待される効果との関係は、テレワークブームと
いう現象に顕著に見てとれる。 
 
表 2-4 テレワーク形態別にみた期待できる意義・効果 
 テレワークの形態（雇用型） 
在宅型 モバイル型 施設利用型
                                                  
20 佐藤彰男（2008）pp.26-28 
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テレワーク
推進に 
期待される 
意義・効果 
1) 少子化・高齢化問題等への対応 ○  ○ 
2) 家族のふれあい、ワーク・ライフ・バランスの
充実 
○   
3) 地域活性化の促進 ○  ○ 
4) 環境負荷軽減 ○   
5) （企業の）有能・多様な人材の確保 ○  ○ 
6) （企業の）営業効率の向上・顧客満足度の向上 ○   
7) （企業の）コスト削減  ○ ○ 
8) 災害等に対する危機管理 ○   
出典：筬島ほか（2009）（引用元：佐藤彰男（2008）） 
 
2.3. テレワークブーム 
 テレワークは社会的背景と期待される効果によって、幾度かのブームを経てきた。下﨑・
小島（2007）はテレワークブームを 3 つのフェーズに21、総務省の「テレワークの動向と生
産性に関する調査研究報告書」では 5つのフェーズにそれぞれ分類している22。本研究では、
両者を踏まえたかたちで 4 つのフェーズにテレワークブームを整理した。 
第一次テレワークブームの遠因となったのは、バブル景気による地価の上昇やオフィス
コストの高騰である。オフィスコスト自体の削減や郊外から通勤することによる通勤負荷
の緩和がテレワークの主たる目的とされ、郊外に開設されたサテライトオフィスを利用す
る施設利用型テレワークが主流であった。また、好景気を反映した労働市場の「売り手市
場」化による有為な人材の獲得競争が行われ、「働きやすい企業」のアピールとしてテレワ
ークが喧伝されていた。しかし、実際には情報インフラの未成熟から、本社と同等の業務
を行うためには大規模な設備投資が避けられず、また、バブルの崩壊によりテレワークの
目的（オフィスコストの削減、通勤混雑の緩和等）自体が消失したことから、サテライト
オフィスの多くは撤退し、テレワークも下火となった23。 
第二次テレワークブームでは、SOHO(Small Office Home Office)や地方立地のテレワークセ
ンターの利用といった新しい労働形態が注目された。これはバブル崩壊後の不景気による
リストラや脱サラの増大が背景にあり、地域での事業創出や雇用創出の目的からテレワー
クセンターの開設や SOHO エージェントの登場を導くこととなった。このような動きは一
部では大きな成功を収めたものの、その多くは淘汰され、一般化するまでには至らなかっ
た。 
                                                  
21 下﨑・小島（2007）pp.12-19 
22 総務省「テレワークの動向と生産性に関する調査研究報告書」pp.3-12 
23 このような時代背景については、当時『ビッグコミックスピリッツ』（小学館）にて連載さ
れていた『りびんぐゲーム』（星里もちる作）において、バブル景気の住宅事情をストーリーに
織り込んでいたものの、バブル崩壊によってストーリー自体を大幅に変更せざるを得なかったこ
となどからも読み取れる。 
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第三次テレワークブームは、情報通信技術の発展によりインターネットを利用した業務
の一般化が進んだことから、テレワークへの再評価というかたちで生じた。同時に、長期
の景気低迷に伴う国際競争力低下の懸念から、ICT を活用した生産性の向上という効果が期
待された。モバイルワーク型の活用によるオフィスコストの削減等が成功例として挙げら
れる。一方で、在宅勤務型のテレワークの導入は一部に留まり、ワーク・ライフ・バラン
スの向上という効果は限定的であった。 
 第四次テレワークブームは、こうした第三次テレワークブームの反省から、ワーク・ラ
イフ・バランスの向上に着目した取り組みが主流となった。この点は「e-Japan 戦略Ⅱ（2003
年）」においてワーク・ライフ・バランスの向上に該当する箇所が「ひいては、就業と家事・
育児・介護の両立が可能となるなど、男女が共同して参画する社会の実現に資する」24とい
う一文だけであったものが、「テレワーク人口倍増アクションプラン（2007 年）」では冒頭
に「テレワークは、情報通信技術を活用した場所と時間にとらわれない柔軟な働き方であ
り、仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）を可能とし、多様な就労機会や起業・
再チャレンジ機会を創出するものである」25と強調していることからも読み取れる。本研究
で検討する企業テレワークの課題は、この第四次テレワークブームの課題に該当する。 
 
表 2-5 テレワークブームの変遷 
第一次テレワークブーム 
時期 1980 年代～1992 年頃 
社会的背景 
・バブル景気による地価及びオフィスコストの高騰 
・労働市場の「売り手市場」化 
期待された効果 
・通勤混雑の緩和 
・有為な人材の確保 
テレワークのタイプ ・施設利用型テレワーク（企業のサテライトオフィス） 
課題 
・バブル崩壊による関心の低下 
・情報インフラの未成熟 
主な出来事 
・NEC 吉祥寺サテライトオフィスの開設（1984 年） 
・志木サテライトオフィスの開設（1988 年） 
第二次テレワークブーム 
時期 1993 年頃～1997 年頃 
社会的背景 ・不景気に伴うリストラや脱サラの増大 
期待される効果 ・地域での事業創出・雇用創出 
テレワークのタイプ 
・SOHO 型テレワーク 
・施設利用型テレワーク（地方立地のテレワークセンター） 
                                                  
24 IT 戦略本部「e-Japan 戦略Ⅱ」P.20 
25 IT 戦略本部「テレワーク人口倍増アクションプラン」p.1 
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課題 ・成功例の一般化 
主な出来事 
・地域生活情報基盤高度化事業（1994 年～） 
・いわきテレワークセンターの開設（1994 年） 
・白鷹町テレワークセンターの開設（1996 年） 
第三次テレワークブーム 
時期 1998 年頃～2005 年頃 
社会的背景 
・インターネットを利用した業務の一般化 
・企業の国際競争力の低下 
期待される効果 
・生産性向上 
・ワーク・ライフ・バランスの向上 
テレワークのタイプ 
・モバイルワーク型 
（・在宅勤務型） 
課題 
・情報セキュリティの問題 
・労務管理の問題 
主な出来事 
・e-Japan 戦略Ⅱの発表（2003 年） 
・個人情報保護法の施行（2005 年） 
第四次テレワークブーム 
時期 2006 年頃～2010 年頃 
社会的背景 
・少子高齢化の進展 
・非正規雇用の増大 
期待される効果 
・ワーク・ライフ・バランスの向上 
・BCP（事業継続計画） 
テレワークのタイプ 
・モバイルワーク型 
・在宅勤務型 
課題 ※本研究による対象分野 
主な出来事 ・テレワーク人口倍増アクションプランの発表（2007 年） 
出典 下﨑・小島（2007）及び 
総務省「テレワークの動向と生産性に関する調査研究報告書」より著者作成 
 
2.4. テレワークの促進策とテレワーク人口 
 テレワークの普及、促進には、内閣官房（IT 戦略本部）、総務省、厚生労働省、経済産業
省、国土交通省、社団法人日本テレワーク協会、テレワーク推進フォーラム、日本テレワ
ーク学会等の政府機関・団体が関係しており、多くの施策が実施されている。表 2-6 は政府
の主な取り組みについてまとめたものである。 
 
表 2-6 政府によるテレワーク促進策 
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年度 事項 
おもな関連省庁 
（名称は当該年度のもの）
1990 分散型オフィス推進委員会の設置 通産省 
1991 日本サテライトオフィス協会（現日本テレワーク協
会）の設立 
郵政省・通産省・国土省・
建設省 
1994 テレワークセンター施設整備事情を開始 郵政省 
1996 テレワーク推進会議の設置 郵政省・労働省 
1997 テレワーク DAY の開始 郵政省・労働省 
初の国家公務員テレワーク勤務実験を実施 郵政省 
1998 災害復興型サテライトオフィス実験を実施 通産省 
 情報バリアフリー・テレワークセンター施設整備事業
（現 IT 生きがい・ふれあい支援センター施設整備事
業）を開始 
郵政省 
『テレワーク導入ガイドブック』の刊行 労働省 
テレワーク促進税制の創設 郵政省 
1999 テレワーク相談・体験センターの開設 労働省 
2000 テレワーク・SOHO 支援特別融資の創設 郵政省 
2003 e-Japan 戦略Ⅱの策定 内閣官房（IT 戦略本部） 
2004 情報通信機器を活用した在宅勤務の適切な導入及び
実施のためのガイドラインの策定 
厚労省 
テレワークセキュリティガイドラインの策定 総務省 
2005 テレワーク推進フォーラムの設立 総務省・厚労省・経産省・
国交省 
『企業のためのテレワーク導入・運用ガイドブック』
の刊行 
総務省・厚労省・経産省・
国交省 
在宅勤務の推進のための実証実験モデル事業の実施 厚労省 
2007 「テレワーク人口倍増アクションプラン」の策定 テレワーク推進に関する関
係省庁連絡会議 
テレワーク環境整備税制の創設 総務省 
テレワーク普及促進のための実証実験の開始 総務省 
テレワーク施行・体験プロジェクトの開始 総務省・厚労省 
2008 『企業のためのテレワーク導入・運用ガイドブック
（改訂版）』の刊行 
総務省・厚労省・経産省・
国交省 
情報通信機器を活用した在宅勤務の適切な導入及び
実施のためのガイドラインの改定 
厚労省 
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2009 i-Japan 戦略 2015 内閣官房（IT 戦略本部） 
2010 「在宅ワーカーのためのハンドブック」の刊行 厚労省 
2011 BCP 対応・節電に対応するためのテレワーク導入のガ
イドラインの策定 
総務省 
テレワークセンター社会実験 国交省 
出典：筬島ほか（2009）より加筆修正（引用元：佐藤彰男（2008）） 
 
 その中でも具体的な数値目標を掲げた代表的なものとして、「e-Japan 戦略Ⅱ」と「テレワ
ーク人口倍増アクションプラン」が挙げられる（表 2-7）。これらの施策の目標は 2010 年段
階でのテレワーク人口を日本の就業人口の 2 割とすることであった。また、「テレワーク人
口倍増アクションプラン」以降の数値目標を掲げた施策として、「i-Japan 戦略 2015」がある。
「i-Japan 戦略 2015」では、2015 年までに在宅型テレワーカーを倍増し、700 万人とするこ
とが目標とされている26。 
 
表 2-7 数値目標を伴った促進策 
施策（策定日） 内容 
「e-Japan 戦略Ⅱ」 
（2003 年 7 月） 
2010 年までにテレワーク人口を倍増させ、日本の就業者人口の 2
割（約 1400 万人）をテレワーカーとする 
「テレワーク人口倍増
アクションプラン」 
（2007 年 5 月） 
仕事の仕方に関する意識改革、必要な職場環境の醸成等の促進を
含む、より円滑なテレワーク導入に資するための必要な条件・基
盤整備や企業雇用者、育児後の再就職希望者、障害者、高年齢者、
UJI ターン・二地域居住希望者等の各々ごとのきめ細かい推進策
等を総合的に展開 
「i-Japan 戦略 2015」 
（2009 年 6 月） 
人々を仕事の場所や時間の制約から解放し、仕事と生活の調和
（ワーク・ライフ・バランス）のとれた環境下で、子育てや介護
等と仕事の両立や障害者等の就労促進、個人の創造力の発揮、危
機時の事業継続等を実現する。具体的には、2015 年までに、少
子高齢化のセーフティーネット等に資する在宅型テレワーカー
を倍増し、700 万人とする 
出典：IT 戦略本部資料を参考に著者作成  
 
 これらの施策において目標としているテレワーク人口は国土交通省における「テレワー
                                                  
26 特に、在宅勤務型テレワーカーの倍増を目的としている点は、前述の佐藤彰男（2008）の指
摘とも整合的である。 
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ク人口実態調査」によって推計されている。同調査では、狭義テレワーカー27と広義テレワ
ーカー28がそれぞれ定義されており、上記の施策の対象となる狭義テレワーカー率は 2002
年の 6.1%から、2010 年には 16.5%まで拡大している（表 2-8）。「e-Japan 戦略Ⅱ」が目指し
た 20%という数字には届かなかったが、10 年経たないうちに 10%以上の急激な伸びを示し
た。一方で、広義テレワーカーは 45.5%に達している（表 2-9）。広義テレワーカーを狭義テ
レワーカーの予備軍と見做すならば、「1 週間あたり 8 時間以上」という時間の定義が越え
るべき壁として存在していることがわかる。通常の勤務日を 1 日代替するだけで狭義テレ
ワーカーの条件を満たす在宅型テレワーカー率が表 2-10 のように微減傾向を示しているこ
ともこの見方を支持する。 
ただし、このような調査結果が実態に即していないのではないかといった疑義の声も少
なくない29。また、「1 週間あたり 8 時間以上」という狭義テレワーカーの定義は、1 週間に
1，2 日程度の在宅勤務型や常時モバイルワーク型のテレワーカーを想定しているが、事業
継続計画（BCP）のような緊急時に備えたテレワークについては反映できているか疑問が残
る。 
 
表 2-8 狭義テレワーカー率30 
 2002 年 2005 年 2008 年 2009 年 2010 年 
雇用型 5.7% 9.2% 14.3% 14.5% 15.9% 
自営型 8.2% 16.5% 21.0% 20.8% 20.2% 
全体 6.1% 10.4% 15.2% 15.3% 16.5% 
出典：平成 22 年度テレワーク人口実態調査（国土交通省） 
 
表 2-9 広義テレワーカー率31 
 2002 年 2005 年 2008 年 2009 年 2010 年 
雇用型 13.7% 36.0% 43.0% 42.3% 42.2% 
自営型 24.2% 54.0% 66.4% 64.6% 67.1% 
                                                  
27 ふだん収入を伴う仕事を行っている人の中で、仕事で IT を利用している人かつ、自分の所属
する部署のある場所以外で、IT を利用できる環境において仕事を行う時間が 1 週間あたり 8 時
間以上である人。 
28 雇用者は、ふだん収入を伴う仕事を行っている人の中で、仕事で IT を利用している人かつ、
自分の所属する部署のある場所以外で、IT を利用できる環境において仕事を行っている人。自
営業者は、ふだん収入を伴う仕事を行っている人の中で、仕事で IT を利用している人。 
29 例えば、佐藤彰男（2008）ではテレワークの形態による普及の違いを指摘している。 
30 国土交通省のテレワーク人口実態調査は、全国の 15 歳以上の就業者を対象とした Web 調査
によって実施されている。狭義テレワーカー率とは、15 歳以上の就業者に占める狭義テレワー
カーの割合である。テレワーカー率は、実態調査に基づくサンプルベースのテレワーカー比率を、
通信利用動向調査によるインターネット利用率や就業構造基本調査による雇用者と自営業者の
比率で補正して算出している。 
31 広義テレワーカー率とは、15 歳以上の就業者に占める広義テレワーカーの割合である。 
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全体 15.6% 38.9% 46.0% 45.2% 45.5% 
出典：平成 22 年度テレワーク人口実態調査（国土交通省） 
 
表 2-10 在宅型テレワーカー率とテレワーカー数32 
 2008 年 2009 年 2010 年 
在宅型テレワーカー率 5.1% 5.2% 4.9% 
在宅型テレワーカー数 約 330 万人 約 340 万人 約 320 万人 
出典：平成 22 年度テレワーク人口実態調査（国土交通省） 
 
2.5. 障害者雇用分野におけるテレワークの実態 
 障害者雇用分野におけるテレワークとして、2006 年の障害者雇用促進法33の改正の際に、
非雇用型のテレワーク活用を企図した「在宅就業障害者支援制度」が創設された。在宅就
業の障害者に業務を発注した企業に対し、条件を満たせば特例調整金、特例報奨金等の支
援金が支払われるという仕組みであるが、当該制度の利用は制度開始から 3 年間で 13 件と
伸び悩んでいる状況にある34（表 2-11）。 
 
表 2-11 制度開始から 3 年度間における特例調整金等の支給実績 
 06 年度 07 年度 08 年度 
特例調整金 
件数 なし 5 件 5 件 
支給総額 ‐ 567 千円 756 千円 
特例報奨金 
件数 なし 1 件 2 件 
支給総額 ‐ 51 千円 102 千円 
出典 『重度障害者の在宅就業において、福祉施策利用も視野に入れた 
就労支援のあり方に関する調査研究』の報告書より 
 
表 2-3 でも示されているように、テレワークの効果として障害者等の就業機会の拡大
は広く挙げられている。しかし、現実には障害者の法定雇用率は依然として達成されてお
らず、半数以上の企業が法定雇用率未達成の状態にあるなど、必ずしもテレワークの促進
による貢献はマクロな指標では見られない35。また、前述のように、在宅就業の障害者の就
                                                  
32 在宅型テレワーカー率は、平成 22 年度テレワーク人口実態調査結果による就業者に占める自
宅（自宅兼事務所を除く）で テレワークを少しでも行っている（週 1 分以上）狭義テレワーカ
ーの割合。在宅型テレワーカー数は、平成 19 年就業構造基本調査の就業者数と在宅型テレワー
カー率の積。 
33 「障害者の雇用の促進等に関する法律」 
< http://law.e-gov.go.jp/htmldata/S35/S35HO123.html > (2011/10/20 最終アクセス) 
34 制度の具体的な内容については、第 7 章で説明する。 
35 この点については、第 7 章で詳細に取り上げる。 
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業機会拡大を目指した「在宅就業障害者支援制度」の利用も大いに低迷している。 
 
2.6. テレワークの阻害要因 
 これまで見てきたように、テレワークの実施には大きな効果が期待されている。しか
し、多くの政府機関や団体を挙げて推進している一方で、「e-Japan 戦略Ⅱ」及び「テレ
ワーク人口倍増アクションプラン」が目標としていた日本の就業人口の 2 割には達しなか
った。特に、多くの効果が期待される在宅型テレワーカー率が減少していることは、導入
にあたっての阻害要因が強固に存在することを示唆している。加えて、障害者の就業機会
の拡大等マクロの視点から掲げられている効果も、テレワーク推進の影響が明示的に表れ
ているとは言い難い。 
総務省「テレワークの動向と生産性に関する調査研究報告書」では、テレワークに関す
る調査より、課題として指摘されることが多いネガティブ要因及び導入企業における対応
策等を表 2-12 のように整理している36。同報告書では、テレワークの普及・促進に関する
課題等を整理してみると、フェータルな課題は少ないとし、最も大きな残された課題は、
生産性に代表される「テレワークの効用」の明確化であると指摘している。 
 
表 2-12 テレワークの阻害要因 
主な阻害要因 主な指摘 対応策等 
情報セキュリ
ティの問題 
・テレワークでは情報漏洩が起き
やすい 
・情報セキュリティポリシーや情報セ
キュリティマネジメントシステム
が確立・運用されることで、オフィ
スと同等の情報セキュリティ水準
を担保する 
社員の労務管
理の問題 
・テレワーカーの労務管理が難し
い 
・テレワーカーが働きすぎてしま
う 
・始業時・終業時に(場合によっては業
務中断時に)、電子メールまたは電話
により上司と連絡をとり、勤務の開
始・終了の時点を明確にする 
社員の業績管
理の問題 
・テレワーカーの仕事の生産性が
低下する 
・テレワーカーの業績の評価が難
しい 
・テレワーカーがサボってしまう
・短期・中期の業績の評価を組み合わ
せることで対処する 
・テレワークの導入を検討する多くの
企業にとって、重要なテーマとなっ
ているだけに、残された最大の課題
コミュニケー
ションの問題 
・テレワークはチームワークに支
障がある 
・多くの企業では、「部分テレワーク(週
に 1 日程度のテレワーク)」、「独立
                                                  
36 総務省「テレワークの動向と生産性に関する調査研究報告書」pp.17-22 
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・テレワークはコミュニケーショ
ンに支障がある 
・テレワークは上司・部下間の指
示・命令に支障が生じる 
・テレワーカーが孤独感・孤立感
に苛まれる 
・テレワークは情報共有が難しい
して進められる業務を実施」という
現実解による対処がなされている 
・日常的なコミュニケーションのあり
方や業務プロセス・マネジメントプ
ロセスの組み立て方の工夫が必要
とされている 
その他の問題 
・テレワークに適した業務は少な
い 
・会社にとってテレワークはコス
ト負担が大きい 
・テレワーク導入を契機に業務プロセ
スやマネジメントプロセスの見直
しが必要 
・導入企業の多くは、それほど大きな
投資を伴った在宅勤務制度導入を
行ってはいない 
出典 総務省「テレワークの動向と生産性に関する調査研究報告書」より著者作成 
 
2.7. 問題意識及び調査対象 
 ここで挙げられている主な阻害要因の多くは企業テレワークを想定したものである。ま
た、自営型のテレワークは就業人口の 2 割の狭義テレワーカー率を達成しているが、雇用
型のテレワークでは 15.9%に留まっていることから、特に企業の雇用者において在宅勤務型
への要望が高いと考えられる。しかし、同報告書では、阻害要因を整理しているものの、
阻害要因相互の影響やボトルネックとなる要素については考察していない。また、障害者
雇用分野のように、テレワークの効果を期待して創設された制度の利用低迷について十分
な説明を与えられていない。 
 そのため、本研究では主として企業テレワークを調査対象とし、期待されている効果と
実態との乖離についてミクロ・マクロの両方の視点から取り上げる。具体的には、ミクロ
の視点では「導入・実施のボトルネックとなっている阻害要因」、マクロの視点では「テレ
ワークの効果を期待して創設された制度の利用低迷の原因」について、定性調査及びゲー
ム理論を用いた分析を行う。 
各章におけるミクロとマクロの対応は表 2-13 の通りとなる。ミクロの課題については第
4 章、第 5 章、第 6 章で、マクロの課題については第 7 章でそれぞれ検討したい。なお、第
2章ではテレワークの概要について扱ってきたが、第 3章ではここで挙げられた個々の効果、
阻害要因等がどの程度の理論的妥当性を有しているかについて、先行研究を参照しつつ、
取り上げる。 
 
表 2-13 各章におけるミクロとマクロの視点の対応及び概要 
 第 4 章 第 5 章 第 6 章 第 7 章 
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視点 ミクロ ミクロ ミクロ マクロ 
目的 ボトルネックとなる阻害要因の検討 制度の利用低迷の原因の検討 
内容 
阻害要因と情報通
信ツールによる対
応 
利用者視点にお
ける利点と課題
ゲーム理論
による分析
在宅支援団体へのインタビュ
ー調査 
ゲーム理論による分析 
調査
対象 
中小企業 5 社と在
宅ワーカー10 名 
企業の社員 15
名 
 在宅就業支援団体 6 団体 
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第 3 章 テレワークに関する先行研究 
 
3.1. テレワークの効果に関する先行研究 
第 2 章では、テレワークの効果として「テレワーク人口倍増アクションプラン」におけ
る 8 つの意義・効果を紹介した。以下、それぞれの効果について言及した先行研究につい
て取り上げる。加えて、総務省「テレワークの動向と生産性に関する調査研究報告書」に
よって挙げられた阻害要因に関連して、企業テレワークの導入・実施における課題に関す
る先行研究、及び、障害者雇用分野の課題を取り上げた先行研究についても触れる。 
 
3.1.１. 少子化・高齢化問題等への対応 
堀（2003）は。栃木県内の企業を対象に女性労働と IT 化の実態に関するアンケート調査
を実施し、「女性にとってはテレワークの普及が、仕事と家庭の両立という労働環境の実現
に大きなインパクトを与える」としている37。ただし、同調査から「栃木県においては意識
的には女性労働の重要性・必要性は認識しているものの、現実には従来の女性観が根強く
残っている」ことも同時に指摘しており、「企業のこのような組織風土が、IT およびそれを
応用したテレワークへの関心度、認識度を弱めているのではなかろうか」と結論付けてい
る。筬島ほか（2009）では、東京都地域婦人団体連盟の会員を対象にアンケート調査を実
施し、結果から「女性については、テレワークに対する認知度は比較的高く、特に労働時
間に対しては敏感に反応する傾向があるため、テレワークに関する環境が充実すれば、テ
レワーカーとしての就業意欲は促進される可能性がある」こと、「テレワーク推進に当たっ
ての障壁となっている主要項目が、『仕事と私生活の切り分け』であること」が示唆されて
いる。 
谷川（2011）は、企業の定年制度により退職した高齢者人材をテレワークによって積極的
に活用する高齢者企業の活動を紹介している。スピンクス（1998）は社会福祉法人東京コ
ロニートーコロ情報処理センター及び日本アビリティーズ社の事例を挙げ、障害者の就労
においてテレワークが活用されていることについて触れている38。土屋（2010）及び高嶋
（2010）は、重度障害者の在宅就労に特化した OKI ワークウェル（沖ワークウェル）39の事
例を取り上げている40。OKI ワークウェルでは、ワークウェルコミュニケータという「音声
に特化した多地点・双方向のコミュニケーションシステム」を利用しており、コミュニケ
ーションや労務管理、遠隔教育といった在宅就労における課題に対応している。ワークウ
ェルコミュニケータは自社利用に留まらず、外部への販売も行われており、その完成度の
高さには定評がある。木全・大西（2007）は 12 社、1 団体へのインタビュー調査から、在
                                                  
37 堀（2003）pp.98-114 
38 スピンクス（1998）pp.242-245, pp.250-252 
39 OKI ワークウェルは OKI（沖電気工業）の特例子会社であり、全従業員 55 人のうち 44 人が
障害者で、全体の約 65%に当たる 36 人が在宅勤務者である（2010 年 5 月現在）。 
40 高嶋（2010）pp.116-137 
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宅型テレワークに雇用促進効果と継続的な能力発揮を促進する効果があることを指摘し、
「とりわけ障害者の在宅テレワークには非正規従業員の雇用を創出する効果がみられ、育
児等従事者の在宅テレワークには正規従業員の雇用継続効果を保持する傾向が端的ながら
認められた」としている。 
 
3.１.2. 家族のふれあい、ワーク・ライフ・バランスの充実 
下﨑・小島（2007）は男性管理職がワーク・ライフ・バランスのために完全在宅勤務に
移行した事例を紹介している41。この事例では、家族とのふれあう時間の確保、ワーク・ラ
イフ・バランスの充実といった効果が確認されている。ただし、その前提として「本人の
資質と希望およびトップとの信頼関係」が挙げられており、対象の社員が管理職で裁量労
働制が適用されていたことも考慮されるべきだろう。渡辺（2009）は、ワーク・ライフ・
バランスの充実を「職業生活・家庭生活・社会生活・自分生活」という「4 つの生活の並立・
充実（4L の充実）」と定義し、これらを動機づける「社会化した人材マネジメント」の重要
性を提起している。「組織全体が情報ネットワークで統制されているから、主要事項を除け
ば、むしろ具体的な日常的業務の進め方は個人の側の自己管理に委譲する方がはるかに効
率的である」とし、そこに在宅勤務・テレワークが普及する物的な根拠を見出している。
同時に、在宅勤務・テレワークが広く社会的に普及すれば「4 つの生活」の時間的・空間的・
物理的な境界線があいまいになるため、「4 つの生活」のバランス管理・自己統制が求めら
れることを指摘している4243。 
 
3.１3. 地域活性化の促進 
 豊川ほか（2009, 2010）において、高知県黒潮町の雇用促進協議会、いわきテレワークセ
ンター（福島県いわき市）、志木サテライトオフィス（埼玉県志木市）、キャリアデザイン・
インターナショナル（大阪府大阪市）、ワイズスタッフ（北海道北見市）の事例が取り上げ
られている。これらの地域に根差したテレワークの取り組みに対して、「イ・ト・コ」と「仕
掛け」44といったフレームワークを用いて検討を行い、テレワークを活用した地域活性化戦
略を提案している。下﨑・小島（2007）においても、地域に設立されたテレワークセンタ
ーとして、白鷹町テレワークセンター（山形県白鷹町）、阿蘇テレワークセンター（熊本県
旧阿蘇町）、いわきテレワークセンター（福島県いわき市）、テレコテージしたら（愛知県
設楽町）、（株）幡多情報エントランスセンター（高知県宿毛市）、テレコムわかやま（和歌
                                                  
41 下﨑・小島（2007）pp.91-104 
42 渡辺（2009）pp.132-142 
43 渡辺（2009）は自己管理に求められる能力として、「一般的な教養」、「コミュニケーショ
ン能力」、「テクニカルスキル」、「基本的マネジメント能力」、「コンセプチュアルスキル」、
「ソーシャルスキル」を挙げている。 
44 丸田・國領ほか（2006）が提唱する、活性化している地域に共通して存在するフレームワー
ク。「イ・ト・コ」とは、それぞれ「インセンティブ＝協働参加への誘因」、「トラスト＝信頼
関係」、「コネクタ＝関係性をつなぐ人」を意味している。 
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山県田辺市）といった事例を挙げ、業務の確保の困難さから当初の目的が達成されていな
いというテレワークセンターの課題に触れつつ、地域の情報化の推進に貢献しているとい
う非経済的な効果について言及している45。また、下﨑・小島（2007）や中西・比嘉（2009）
では、高知県庁における県庁業務のアウトソーシングにテレワークを取り入れた「地域版
アウトソーシング」についても紹介している46。これは行政業務のアウトソーシングを大都
市圏に立地する「県外」企業に委託する状況に対して、地域経済へのマイナスの影響を危
惧し、テレワークを活用することで「行政コストの削減」と「地域の活性化」という 2 つ
の目標を同時に達成しようという試みである。SOHO 型及び在宅ワーク型テレワークにおけ
る「安定的な仕事の確保」という課題を県庁業務のアウトソーシングで補いつつ、SOHO エ
ージェントを育成し、県外からも業務を受注できるようにするという高知県の取り組みは
一定の成果を挙げ、高い評価を受けている。 
 
3.１４. 環境負荷軽減 
総務省は「ユビキタスネット社会の進展と環境に関する調査研究会報告書」にてテレワ
ーク/TV 会議の活用で通勤や業務のための移動が減少することによる CO2 の削減量を 410
万トン（0.3%）と推計している47。また、総務省の「環境負荷低減に資する ICT システム及
びネットワークの調査研究会報告書」では、テレワークの利用条件等の違いによる CO2 削
減効果を試算し、利用規模や利用頻度に依存して環境負荷低減効果が大きく変化すること
に言及している48。テレワークをする人の割合と平均テレワーク率（テレワークをする人の
割合×テレワークの頻度）は CO2 排出削減量、削減率とほぼ比例の関係にあった。金子・伊
坪（2011）はテレワークの環境負荷軽減効果についてライフサイクルの観点からみた包括的
な検証をイベントリ分析49によって行い、テレワークセンター利用シナリオと在宅勤務シナ
リオの CO2 排出量は同程度であること、テレワークによって増えた余暇時間をどう過ごす
かによって環境負荷軽減効果が左右されることを指摘している。 
 
3.１5. 有能・多様な人材の確保、生産性の向上及び営業効率の向上・顧客満足度の向上 
総務省「平成 22 年通信利用動向調査」におけるテレワークの主な導入目的をみると、「定
型的業務の効率性（生産性）の向上」（46.3％）、「勤務者の移動時間の短縮」（41.1％）と生
                                                  
45 下﨑・小島（2007）pp.184-199 
46 下﨑・小島（2007）pp.201-215 
47 なお、このシナリオでは就業者数の 25%が週平均 2 日（勤務日数の 40%）テレワークを実施
することを想定している。 
48 ただし、上記結果は一定の前提条件の下での結果であり、フリーアドレスのデスク削減率等 
のパラメータに依存して、テレワークの環境負荷低減効果は変わってくることが付言されている。 
49 対象とする製品やサービスに対するライフサイクル全体を通しての入力及び出力のまとめ、
並びに定量化を行うこと。当該論文では、イベントリ分析によって CO2 排出量が導出されてい
る。 
21 
 
産性の向上や営業効率の向上に資する目的が多くを占めている50。また、テレワーク導入企
業におけるテレワークの評価も、「非常に効果はあった」、「ある程度効果はあった」が合わ
せて 9 割強（95.4％）に達しており、業務の効率性や移動時間の短縮による営業効率の向上
が評価されているものと考えられる。木下・比嘉（2008）は、文献調査及びグローバル展
開する代表的な企業 4 社にアンケート調査を行い、テレワークが「ホワイトカラーの生産
性の向上」、「柔軟な組織への対応」、「全体的な効率化の推進」、「IT の有効活用」といった
経営課題の解決につながる可能性を指摘している。また、後述するが、佐藤彰男（2006, 2008）
でも、先進的にテレワークを導入している企業において、人材の確保や顧客満足度の向上
といった効果が見られたことを報告している。 
 
3.１6. コスト削減 
佐藤彰男（2008）では、MR（医薬情報担当者）のモバイルワーカーへのインタビュー調
査から、フリーアドレス制にすることでオフィスコストを削減している事例や営業所を全
廃した事例を紹介している。三友（1997）及び Mitomo and Jitsuzumi（1999）では、鉄道混
雑不効用関数を用いてテレワークによる通勤ストレスの軽減効果を－25 分～－36 分と推計
し、2010 年段階でのテレワークの普及予測では、出社時間を 1 時間遅らせるオフピーク通
勤とほぼ同様の効果を持つとしている。加えて、テレワークによる通勤ストレス緩和効果
を社会全体の観点から金銭的に評価し、1 日当たりの効果を 1 億円～3 億 3000 万円、1 年当
たりの効果を 225 億 4000 万円～752 億 3000 万円と見積もっている5152。 
 
3.１7. 災害等に対する危機管理 
 スピンクス（1995）は、94 年のロサンゼルス郊外で起きたノースリッジ地震の際、約 70
万人がテレワークを活用し、通勤困難な状況下で業務の継続を行った事例を紹介している。
テレワーク学会では、2009年の新型インフルエンザの流行と 2011年の東日本大震災の折に、
事業継続計画（BCP）に関する特集を組んでおり、災害時等における危機管理対策としての
テレワークの効果や課題について検討している。丸谷（2010）は、従来のテレワークの課
題を示しつつ、非常時にテレワークを活用するためには、平常時においても活用していく
ことが必要だとしている。眞崎（2010）は、2003 年の SARS 発生時のテレワークの事例に
ついて文献調査を行い、大規模・一斉という平時のテレワークとは違う特徴が存在するこ
とを明らかにしている。吉澤（2010）は、新型インフルエンザの流行時に BCP 目的でテレ
ワークを実施した企業 2 社に対してヒアリング調査を実施し、「感染拡大の防止」、「事業継
続」、「不安感の軽減」といった効果が期待できることを示している。矢野経済研究所（2011）
は売上高 1 億円以上のユーザ企業 600 件を対象とした Web アンケート調査から、東日本大
                                                  
50 総務省「平成 22 年通信利用動向調査」pp.13-14 
51 三友（1997）pp.43-48 
52 ここで示された金額は、テレワークの混雑緩和によるストレス軽減を金銭的に評価したもの
で、追加収入として社会にこれだけの金額がもたらされるわけではない。 
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震災を機に、BCP 型の在宅勤務導入が広がる可能性を指摘している。 
 
3.１8. 複合的な効果 
 もちろん、これらの効果は独立したものではなく、相互に影響を与えている。ワーク・
ライフ・バランスの向上は少子化・高齢化問題の対応にも間接的につながっているし、生
産性の向上や営業効率の向上のために導入した施策が災害等に対する危機管理に活用でき
るケースもある。実際に、佐藤彰男（2006）では先進的にテレワークを導入している外資
系企業の事例を取り上げ、モバイルワーク型と在宅勤務型のテレワークの実施により、「面
談時間の増大による『顧客満足度の向上』」、「情報処理の迅速化による『生産性の向上』」、
「通勤苦からの解放による『社員のゆとり創出』」、「オフィスコストの低減による『経費の
節減』、「仕事と生活の両立による『女性の人材活用』」といった効果が得られていることを
報告している53。また、佐藤彰男（2008）でも、全社的にテレワークを活用している 2 社の
事例を挙げ、「子育て支援策としての不定期型在宅勤務制が広がれば、幼い子どもをもつ女
性のワーク・ライフ・バランスは改善され、多少とも仕事と家事・育児の両立が容易にな
り、ひいては出生率の回復に貢献するかもしれない」とし、女性のワーク・ライフ・バラ
ンスの向上が少子化問題の対応となる可能性を示唆している5455。 
ここで強調しておきたいのは、「テレワーク人口倍増アクションプラン」において提起さ
れた 8 つの意義・効果について、きちんと先行研究において根拠が示されているというこ
とである。一方で、それだけの効果が確認されているにも関わらず、未だに導入・実施に
大きな壁が存在していることから、何らかの阻害要因が存在していることが想像できる。 
 
3.2. テレワーク全般に関する先行研究 
国内におけるテレワークの実証研究を俯瞰したものとして、佐藤彰男（2003）、木全・大
西（2002）等がある。佐藤彰男（2003）は、1985 年前後からはじまった国内の実証研究を
整理し、初期の実証研究が在宅勤務就業型（非雇用の自宅オフィス型テレワーカー）に関
するものに集中していること、テレワークの形態がちがえば労働条件や労働者の意識も大
きく異なることに言及している。また、これまでは研究・報告書の多くが中央省庁とその
外郭団体から公刊されていたが56、1999 年に日本テレワーク学会が発足して以降、国内にお
けるテレワーク研究が新しい段階に移行しつつあることを指摘している。 
木全・大西（2002）は、1996 年から 2000 年の 5 年間で発表されたテレワークに関する
                                                  
53 佐藤彰男（2006）pp.172-189 
54 佐藤彰男（2008）pp.41-49 
55 一方で、佐藤（2008）はこのような制度を導入してまで女性の子育てを支援する背景に、「育
児は女性の仕事」という固定観念や慣習が存在していることを指摘し、「家事育児は女性の仕事」
という差別意識を助長する可能性についての懸念を表明している。 
56 佐藤（2003）はその要因として、「他の情報化施策の多くと同様に、テレワークが旧通産・
郵政省等の中央省庁による旗振りのもとで振興を図られてきたという経緯」を挙げている。 
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130 の文献の体系付けを試み、5 つのコードに分類している（図表 3-1）。このようにテレワ
ークを対象とした研究の論点は多岐にわたる。 
 
表 3-1 テレワークに関する論文のコードとキーワード 
コード キーワード 
地域開発 産学官の連携、地域情報化、過疎対策、地域活性化、起業家育成、情報ハイ
ウェイ、アウトソーシング 
労働法令 労働法、女性請負型、米国法令、在宅就労、労働者性、法的保護 
労働問題 雇用慣行、労働のフレキシビリティ、在宅就労、労働構造の革新 
行動科学 就労者の心的充実感、モチベーション、コミュニケーションギャップ、情報
共有化、不利な持ち越し影響 
交通政策 鉄道混雑緩和、都市交通、大気汚染、通勤困難者、都市の危機管理 
都市計画 都市活性化、大都市一極集中、都市経済、企業集積、都市の危機管理 
経営管理 日本的経営、仕事観の革新 
情報科学 情報通信環境、情報ネットワーク化、情報化社会 
出典：木全・大西（2002）pp.111 より 
 
3.3. 企業テレワークの導入・実施における課題に関する先行研究 
佐堀（2002）は、インターネットアンケートの分析を通じて、すでに実施している会社
員、今後に実施を希望する会社員、今後も実施を希望しない会社員の三者のテレワークに
対するメリットやデメリットの意識に明確な差異が発生していることを明らかにし、この
ような意識の違いが生まれる背景として、テレワークに対する情報不足と、それに付随す
る間違った認識（テレワークを実施すると昇進できない等）の影響を挙げている。また、
テレワーク非実施者がテレワーク実施者よりも対人関係に不安を感じている傾向があるこ
とも指摘している。品田（2002）は、日本企業 5 社のテレワーク推進担当部署及びテレワ
ーク実践者個人にヒアリング調査を行い、テレワークの定着阻害要因として手段要因（IT
環境の未整備、オフィス環境の違い、電子化の遅れ）、組織要因（業務プロセス、コミュニ
ケーション、周囲への迷惑、人材評価方法）、主体要因（ワーカーの心的ストレス、情報リ
テラシー）の 3 つを挙げている。比嘉・李・白河（2002）は、日本企業 7 社におけるテレ
ワーク実施 10 事例について、推進担当者、マネージャー、テレワーカーと複数の主体に対
してヒアリング及びアンケート調査を実施し、導入プロセスや実態の比較検証を行った。
その結果、テレワークの本格導入を遅らせている最大の要因として「企業の意識改革の遅
れ」を指摘し、企業の組織的な取り組みの必要性について言及している。スピンクス（2003）
は企業における在宅勤務導入の阻害要因として、「管理問題」、「評価問題」、「コミュニケー
ション問題」、「職種問題」、「IT インフラ問題」、「IT セキュリティ問題」、「法整備問題」、「施
設問題」の 9 つを挙げている。佐堀・比嘉（2004）は、テレワーカーに対するアンケート
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調査から 11 企業 12 拠点の 23 件の回答をもとに重回帰分析を行い、テレワーカーの業績向
上に大きな影響を与える要因として、「自ら知識・経験を得る機会」、「上下間会話の頻度」、
「定型的作業データへのアクセス」、「評価制度によるテレワークインセンティブ」の 4 つ
を挙げている。祖父江（2005）は企業 2 社の広報部と 1 社の従業員に対する面接調査を実
施し、女性の就業継続及びワーク・ライフ・バランスの向上に必要な諸制度について検討
している。特に在宅勤務の導入率が低いことを問題視し、人事管理上の問題を解決する必
要性を指摘している。山田・小豆川（2009）は A 社のテレワーク施行実験におけるアンケ
ート調査から、企業テレワークの定着に必要な要素として自己の仕事のコントロールと職
場環境づくりの重要性を導いている。 
 上記のように、企業テレワークの課題に関する研究は多くの蓄積が認められるが、自己
でコントロールできる要因を除いた阻害要因については、概ね表 2-11 と一致する。本研究
では「情報セキュリティ」、「業績管理（労務管理）57」、「コミュニケーション」の 3 つの問
題に着目し、調査及び分析を行う。 
 
3.4. 障害者雇用分野の課題に関する先行研究 
 佐藤彰男（2006）は、障害者雇用分野におけるテレワークの調査研究を概観し、「テレワ
ークへの期待の大きさにもかかわらず、実際にテレワークに従事している障害者は、いま
だにごく少数と考えられる」ことを指摘している。その理由として、「障害者によるテレワ
ークが現実に広がりを見せようとするとき、そこに立ち現われてくるであろう様々な課題
の可能性」を挙げている。ただし、その課題がどのようなものであるかについては、具体
的には提示していない。独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構障害者職業総合セ
ンターの「障害者を多数雇用する企業等への発注が障害者の雇用・就業に及ぼす影響に関
する研究」では、「IT を活用した在宅就業は、障害者の能力に応じた就業機会を拡大し、障
害者の自立の促進を図る上での重要な方策の一つとなり得るものと考えられる」と評価し
ている。一方で、「障害者の在宅就業者が抱える大きな問題は、発注される仕事の量が少な
い、仕事の単価が低い、その結果として在宅就業での収入が少ないということである」と
し、「在宅就業者に対する発注を促進していくことが必要」であると結論付けている58。し
かし、実際に「在宅就業者に対する発注」の促進を意図して創設された制度の利用低迷に
ついては、十分な説明がなされていない。 
 
3.5. 先行研究の課題及び本論文で採用する研究手法 
先行研究では、テレワークの導入、定着においては企業や会社員の意識の面での問題が
大きいことが明らかにされている。一方で、情報通信技術の発展による情報通信ツールの
                                                  
57 業績管理と労務管理については密接な関係が認められるため、本研究では一括りにして扱う
こととする。 
58 独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構障害者職業総合センターは「障害者を多数雇
用する企業等への発注が障害者の雇用・就業に及ぼす影響に関する研究」P.74 
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活用がテレワークの導入、定着にどのような影響を与えているかについては多くは触れら
れていない。情報セキュリティと業績管理（労務管理）上の問題については、先に挙げた
多くの先行研究でも指摘されているが、特に利用者の視点から深く掘り下げたものはない。
例えば、佐藤彰男（2008）では経営管理側とテレワーク利用者のニーズが一致していない
可能性について言及しているが、実際に調査は行っていない59。本研究では上記の先行研究
における課題に対してアプローチする。 
障害者雇用の分野では、期待に比して実際にテレワークに従事している障害者数が少な
いことが先行研究によって指摘されている。これは本研究における問題意識と一致するも
のである。また、「IT を活用した在宅就業の可能性」と「業務の発注奨励の必要性」が提起
られていたが、実際にこの 2 点を踏まえて創設された制度の利用低迷に関する検討は不十
分である。本研究では、この点についても取り上げる。 
これまでに挙げた先行研究で見たように、テレワーク研究においては、特定企業や団
体のテレワーク推進担当者やテレワーク実施者に対するインタビュー調査及びヒアリ
ング調査が主流となっている。特定企業や団体に対しての研究が多い背景には、各社・
各団体の事業内容や人事制度、テレワークに関する取り組みや理解といった要因が、テ
レワークの効果や評価に大きく影響を与えているためであると考えられる60。本研究に
おいても、特定企業や団体へのインタビュー調査を通じて当該企業及び団体における取
組みについて仔細に観察し、評価するという定性的な手法を採用する。ただし、調査対
象については、従来の先行研究ではあまり触れられていないものとして、第 4 章では大
企業に比して規模が小さい企業を、第 5 章では職種別のテレワークの利用者を選定した。
第 7 章では、在宅就業の障害者に対する発注の奨励を意図して創設された「在宅就業障害
者支援制度」に着目し、当該制度の主たる担い手である「在宅就業支援団体」を調査対象
とした。 
なお、本研究では、定性的な手法を用いて上記の調査対象より得られた知見から、複数
のゲーム理論における確立されたモデルを用いた分析を行い、問題の所在について検討す
る。この点については、第 6 章及び第 7 章で取り上げる。 
 
 
  
                                                  
59 佐藤彰男（2008）pp.59-61 
60 山口（2009）においても、職種によって労働生産性を上げるか否かは一律に判断できないこ
とが指摘されている。 
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第 4 章 中小企業と在宅ワークにおける情報通信ツールの活用 
 
4.1. はじめに 
総務省による「平成 21 年通信利用動向調査」61では、テレワークの実施企業は 19.0％と、
2 年間でほぼ 2 倍となっており、企業においてテレワークの導入が進展している様子が見ら
れる。しかし、これは在宅勤務型とモバイルワーク型を混合したものであり、在宅勤務型
のみであればこの数値はより低くなるものと考えられる。また、資本金規模別のテレワー
クの導入率をみると、資本金規模が小さくなるほど導入率が低くなっている。とくに、資
本金 5000 万円未満の企業では導入予定を含めても 10%以下となり、企業におけるテレワー
クが大企業を中心に進んでいることが読み取れる。 
テレワークの導入目的（複数回答）については、「移動時間の短縮（51.5%）」「生産性の
向上（41.8%）」「事業継続（39.6%）」の 3 つが上位を占め、いずれも 3 割以上の回答を得て
いた。テレワークの効果については、「非常に効果があった（22.2%）」、「ある程度効果はあ
った（74.0%）」と 9 割強（96.2%）の企業において効果が実感されていた。このようにテレ
ワークのポジティブな効果は高く評価されている反面、テレワークの導入においては企業
規模が大きな要因となることが示唆されている。 
 筬島ほか（2009）では、テレワーク実施の現況について、大企業、官庁を対象にインタ
ビュー調査を行った。インタビューの対象は、情報通信系の業界（電気・精密機器、通信）
に属する企業が 5 社、その他一般業界（情報通信系以外の業界）から 5 社に、中央省庁の
事例として情報通信行政を所管する総務省を加えた。インタビュー調査では、大企業のテ
レワークにおける使用機器・インフラについて、表 4-1 のような調査結果が得られた。 
 
表 4-1 大企業のテレワークにおける使用機器・インフラ 
企業名 分類 
テレワーク
実施状況 
使用機器・インフラ 
シンクラ
イアント 
Web 
カメラ 
VPN その他 
日本 IBM（株） 情 実施中     
KDDI（株） 情 試行中 ○   GPS 機能
（株）NTT ドコモ 情 試行中    専用端末
パナソニック（株） 情 実施中 ○ ○  IP 電話 
通信事業者 A 情 試行中 ○ ○ ○ 指紋認証
食品製造事業者 B 般 検討中 △ △   
全日本空輸（株） 般 検討中 △    
住友生命保険 般 実施しない     
                                                  
61 総務省「平成 21 年通信利用動向調査」pp.15-16 
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相互会社 
総務省 省 実施中 ○    
伊藤忠商事（株） 般 試行中 △    
P&G（株） 般 実施中     
【分類】情：情報通信系企業 般：一般企業 省：中央省庁 
○：導入済み △：導入を検討 
 
インタビュー調査を通して、企業テレワークにおける課題として①管理職側の業務管理
上の問題点、②企業の有する秘密情報や個人情報の漏洩リスクに対する懸念、③テレワー
ク従事者とその他の社員とのコミュニケーションの円滑化に関する課題等が挙げられた。
これらの課題解決のアプローチとして情報通信ツールが活用されていた。例えば、①と②
については、シンクライアントにログイン時間を記録する機能を付与することにより、情
報セキュリティのレベルを高めつつ、業務管理に活用している事例があった。また、Web
カメラを活用することにより、①と③の課題が同時に解決できるのではないかという意見
もあった。 
表 4-1 で示されるように、使用機器・インフラの導入状況については、全体として情報・
通信分野の企業の方が他の企業よりも充実していた。環境整備の方向性は大きく 2 つの種
類があり、シンクライアント端末、認証システム、インターネット VPN（仮想プライベー
トネットワーク）等の情報セキュリティを担保するための措置と、TV 会議システム等の遠
隔でのコミュニケーションを円滑化するための措置が挙げられる。 
 本章では、大企業を対象としたインタビュー調査で得られたテレワークの導入、定着に
おける課題を情報通信ツールの活用によって解決しているという知見をもとに、中小企業
及び在宅ワークの事例と比較することを目的とする。情報通信ツールの活用については、
筬島ほか（2009）で示したように情報セキュリティの担保とコミュニケーションの円滑化
の 2 点に着目する。 
この 2 点に着目する理由として、企業規模によっては大規模システムの構築やシンクライ
アントの導入が困難であると予想されることが挙げられる。また、佐藤彰男（2003）が指
摘するように、テレワークの形態によって労働条件や労働者の意識も大きく異なるため、
在宅ワークでは情報通信ツールの活用方法も雇用型のテレワークと比べて大きく変わる可
能性がある。これらの実態を調査することで、テレワーク推進に係る課題をより多面的に
捉える事ができると考える。 
 なお、本章では在宅型のテレワーク（在宅勤務型、在宅ワーク型）について主に対象と
している。大企業、中小企業の事例においては在宅勤務型、在宅ワーカーの事例では在宅
ワーク型が該当する。在宅型のテレワークを取り上げる理由として、企業で導入されてい
るテレワークの多くがモバイルワーク型であり、「テレワーク人口倍増アクションプラン」
で挙げられたテレワークのメリット（少子化・高齢化問題への対応、家族のふれあいやワ
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ーク・ライフ・バランスの充実、地域活性化の推進、環境負荷の軽減、有能・多様な人材
の確保など）を実現するためには在宅型の普及が必要であるという佐藤彰男（2008）の指
摘がある62。 
 
4.2. 中小企業へのインタビュー調査 
まず中小企業におけるテレワークの実施事例から取り上げる。中小企業 5 社へのインタ
ビュー調査を通して、図表 4-1 の大企業の事例と比較する。 
 
4.2.1. インタビュー対象及び調査方法 
インタビュー対象は、会社四季報（2009 年 3 集夏号）に掲載されている情報・通信分野
の全企業（357 社）63へ依頼の文書を郵送し、テレワークの実施あるいは検討を行い、かつ、
訪問調査の許可を得た企業のうち、筬島ほか（2009）による調査対象の情報通信系の企業
よりも企業規模が小さく、業態や社員数の異なる 5 社を選定した。 
一般的には、中小企業基本法の第二条で定義された中小企業64に該当しない企業を大企業
とみなすが、この定義では大企業の範囲が広くなり、大手企業、準大手企業、中堅企業等
の分類も明確でない。本章では、いわゆる最大手の企業に比較して規模が小さく、東証一
部以外の上場企業、東証一部上場ではあるが他社の子会社関係にある企業、東証一部上場
から 10 年以内のいわゆる新興企業を中小企業と定義し、調査対象とした。これは統計的な
サンプリング手法による選定ではないため結果を一般化することは困難であるが、中小企
業のテレワーク自体の実施事例が大企業に比べて少ないことを踏まえると、先行的に取り
組んでいる企業ということができると考えられる。 
インタビュー対象の企業の概要は表 4-2 の通りである。社名は掲載の許可が取れている企
業のみ掲載している。 
 
表 4-2 中小企業のインタビュー対象 
訪問日時 インタビュー対象（業態） 本拠地 社員数 
2009 年 9 月 12 日 
A 社 グループ管理部 
（ブログ、SNS 開発、監視業務等）
東京都 180 名程度 
2009 年 9 月 24 日 
株式会社アルファシステムズ 
経営企画本部技術推進部 
（ソフト受託開発関連） 
東京都 2000 名超 
2009 年 9 月 29 日 B 社 人事部 東京都 2500 名程度 
                                                  
62 佐藤彰男（2008）pp.26-28 
63 宛先不明で返送された企業を含む。 
64 中小企業基本法の第二条の定義では、資本金の額が 3 億円以下、かつ、従業員数が 300 人以
下の会社（製造業等の場合）を中小企業としている。 
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（システム開発） 
2009 年 10 月 2 日 
ヴィンキュラム ジャパン株式会社
人事・サービスグループ 
（情報処理） 
大阪府 500 名程度 
2009 年 10 月 6 日 
C 社 人事企画部 
（マーケティングリサーチ） 
東京都 900 名程度 
 
 インタビュー調査は実際に対象の企業を訪問し、テレワークの就業環境に関連する業務
を担当する社員に深く掘り下げて質問する形式で実施した。このような調査手法はテレワ
ークの先行研究で広く採用されているものであり、限られた事例の調査ではあるが、帰納
的に課題を導くためには有効な手段である。 
主な質問項目としては、「テレワークの実施環境」に加え、先に挙げた「情報セキュリテ
ィ面での配慮」、「社内のコミュニケーションツール」の 2 点を設定した。テレワーク未実
施の企業に対しては、導入しない理由について重点的に扱った。なお、インタビューの要
約については、付録 A として掲載している。 
 
4.2.2 テレワークの実施環境 
 テレワークの実施状況と使用機器・インフラをまとめたものが図表 4-3 である。テレワー
クは 5 社中 2 社が実施しており、2 社が検討中、1 社が実施しないとの回答であった。ただ
し、検討中の 2 社についても、1 社はトライアルの経験があり、もう 1 社も環境面では実施
できるだけの設備は整っていた。テレワークを実施している 2 社については、職種・業務
における制限はなかった65。 
一方で、B 社は、受注型のシステム開発という業務形態からテレワークの導入は困難であ
るとの見解を示した。顧客情報の漏えいは企業の信用に関わる問題であり、テレワークと
いう労働形態そのものが顧客から好まれないという点については、テレワークに対する理
解を超えた問題を孕んでいると考えられる。ただし、事業所間でテレビ会議システムを活
用するなど、情報通信ツール自体は活用されており、業務によってはテレワークも可能で
あるという示唆がなされている。C 社は、全社的にテレワークを実施できるハード面での環
境は整っているが、マネジメント、就業管理などのソフト面の整備が追いついていないと
いう理由から本格的な在宅勤務の導入はなされていなかった。 
 
表 4-3 中小企業のテレワークにおける使用機器・インフラ 
企業名 
テレワーク 
実施状況 
使用機器・インフラ 
シンクラ Web VPN その他 
                                                  
65 ただし、株式会社アルファシステムズでは基本的に管理職のみがテレワークを実施している。
この点については第 5 章で詳しく扱う。 
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イアント カメラ 
A 社 
実施中 
（制限なし） 
  ○ 
社内 SNS 
株式会社 
アルファシス
テムズ 
実施中 
（制限なし） 
   
CD/USB を 
用いたLinuxベ
ースの OS 
ヴィンキュラ
ム ジャパン
株式会社 
検討中 ○   
 
B 社 実施しない     
C 社 検討中   △ 
リモートアク
セスシステム、
社内 Wiki 等 
○：導入済み △：導入を検討 
 
4.2.3. 情報セキュリティ面での配慮 
シンクライアントの利用について、企業の立場が明確に分かれていた。コスト面で困難
とする A 社に対して、C 社は、メタフレーム66によるリモートアクセスを社内の標準的な業
務環境とすることでテレワークにおいても情報セキュリティを確保できるとの立場であっ
た。また、株式会社アルファシステムズは、端末自体はシンクライアントではない汎用的
なパソコンを使用しながら、ソフトの装備で情報セキュリティを強化するとの立場であっ
た。ヴィンキュラム ジャパン株式会社は、定量的ではないが、情報漏洩のリスク低下や情
報管理のための手順の省力化をシンクライアントの効果として大きく評価していた。これ
は社員数が 1000 名以下で、大規模なシステムの導入には否定的であった A 社や株式会社ア
ルファシステムズとは対照的な判断であった。 
筬島ほか（2009）における大企業の調査では、シンクライアントの導入によって情報セ
キュリティ面の問題に配慮している企業が多かった。一方で、中小企業における調査では、
実施・検討している企業によって具体的な対策案が異なることが特徴的である。 
 ネットワークについては、データ通信カードの貸与等の違いはあるものの、ネットワー
クそのものに特別の仕様を必要とする意見は存在しなかった。企業規模に関わらず、ネッ
トワークについては、汎用的なものを用いることに肯定的な意見が多かった。 
 
4.2.4. 社内のコミュニケーションツール 
 SNS 等の利用については、業務効率の観点から否定的な意見があり、積極的な導入を行
                                                  
66 サーバ側のアプリケーションをクライアント側で動作させているように操作することができ
る技術のこと。 
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っている A 社や C 社においても、社員の親睦という側面について重点を置いていた。業務
上のコミュニケーション円滑化を目的としたコミュニケーションツールの導入を図ってい
る企業はなく、テレビ会議システムを保持している企業であっても、テレワークにおいて
適用することは積極的ではなかった。同様に、Web カメラを備えた端末を使用している企
業も無かった。 
 
4.2.5. 中小企業インタビュー調査からの考察 
 図表 4-1 と図表 4-3 を比較すると、中小企業ではシンクライアントの利用には積極的でな
い傾向が見られる。このことは、「高スペックで単価が高い大規模なシステムは一般的には
受け入れられにくい（A 社）」という意識が影響しているものと考えられる。しかし、決し
て情報セキュリティの意識が低いというわけではなく、既存の業務システムのセキュリテ
ィをシステムやソフトの整備によって強化することで、効率的にテレワークを実施してい
る企業が目立った。テレワーク導入を検討中のヴィンキュラムジャパン株式会社において
も、「既存のツールがそのままテレワークにも応用できる」ようにするという姿勢であった。
いずれの企業においても情報セキュリティが確保されていない段階でテレワークを実施す
ることは考えておらず、効率的なセキュリティ対策が中小企業のテレワークにおいて重要
視されているものと考えられる。 
 一方で、業務上のコミュニケーション円滑化を目的としたコミュニケーションツールの
導入にはあまり積極的な意見は聞かれなかった。既存のツールの応用が難しいことがひと
つの可能性として考えられる。 
 
4.3. 在宅ワーカーへのアンケート調査 
次いで、テレワークの形態による違いに着目し、在宅ワーカー10 名に実施した情報通信
ツールの活用に関する記述式アンケートの結果について取り上げる。 
 
4.3.1. アンケート対象及び調査方法 
佐藤彰男（2008）は在宅ワーカーを対象とした調査を行い、在宅ワーカーの 8 割から 9
割が女性で、年齢的には 30 代が半数以上であることを指摘している67。また、在宅ワーク
エージェント登録の在宅ワーカーへのアンケートを通じて、テープ起こしやデータ入力、
デザイン等が主な業務内容であることを明らかにしている68。 
在宅ワークは請負契約によって自宅で仕事をするタイプのテレワークであるため、在宅で
の就業環境は基本的には在宅ワーカー自身で構築することとなる。そのため、佐藤彰男
（2008）と同様に、在宅ワークエージェント登録の在宅ワーカー10 名を対象とした。対面
によるインタビュー調査が困難であったため、調査は記述式のアンケートに記入する形式
                                                  
67 佐藤彰男（2008）p.124 
68 同上 p.127 
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で実施した。こちらも統計的なサンプリング手法での選定ではないため一般化は困難であ
るが、帰納的に課題を導くためにこのような手法を採用した。アンケートの対象はいずれ
も女性であり、家族構成や職歴については表 4-4 の通りである。これは佐藤彰男（2008）の
明らかにした在宅テレワーカー像（女性、子供あり、テープ起こしやデータ入力、デザイ
ン等が主な業務内容）とも合致するものである。 
 
表 4-4 在宅ワーカーのアンケート対象 
 家族構成（子供） 職歴/テレワーク暦 主な業務内容 
A 氏 4 人（2 人） 9 年/4 年 記載なし 
B 氏 4 人（2 人） あり/約 3 年 翻訳、テープ起こし 
C 氏 4 人（2 人） あり/約 15 年 Web 制作、翻訳、テープ起こし 
D 氏 4 人（2 人） 1 年/4 年 テープ起こし 
E 氏 5 人（2 人） 7 年/4 年 記載なし 
F 氏 3 人（1 人） あり/6 年 ロゴやポスター等のデザイン 
G 氏 4 人（2 人） あり/1 年 記載なし 
H 氏 3 人（1 人） あり/半年 アンケート入力、テープ起こし 
I 氏 2 人（なし） なし/1 年 記載なし 
J 氏 4 人（2 人） あり/3 年 翻訳 
 
在宅ワーカーについては、テレワークを実施する目的が雇用型のテレワークと異なると
考えられるため、まず「テレワークを開始した理由」、「テレワークのメリット・デメリッ
ト」について取り上げる。つづいて、情報通信ツール活用の観点から、「テレワーク環境」、
「情報セキュリティ面での配慮」、「業務上のコミュニケーション」の 3 点についてまとめ
を与える。なお、アンケートの質問項目については付録 B として掲載している。 
 
4.3.2. テレワークを開始した理由 
テレワークを開始したきっかけとしては、10 名中 9 名が出産・育児を理由に挙げていた。
特に、幼稚園・保育園に入るタイミングや第 2 子の出産を機に開始したケースが多く、直
接的に仕事と育児の両立が難しいというよりは、子供が熱を出した場合等の緊急時の対応
への不安や子供と一緒に過ごす時間を確保したいという願望が主な理由となっていた。こ
のことから、既存の産児休暇・育児休暇の枠組みの下で仕事を継続していくことが難しい
女性が在宅ワーカーの多くを占めている現況につながると考えられる。 
 現在の仕事については、前職の関係者からの紹介が多くを占めており、そのようなケー
スではある程度のスキル（翻訳、Web 制作等）を保持していることが前提とされていた。
一方で、パートタイムの仕事を続けながらテレワーカーとして働いているケースもあり、
在宅ワーカーの能力や状況に応じて仕事を選ぶことができる柔軟性からテレワークという
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働き方が活用されているようであった。 
 
4.3.3. テレワークのメリット・デメリット 
 テレワークを開始した理由として出産・育児が挙げられていたことから、メリットにつ
いても出産・育児に関することが多く挙げられていた。加えて、家事を理由とした意見も
目立った。このようなメリットの捉え方から、テレワーク自体についても納期と報酬のみ
を決めた上でそれを厳守するという自由な勤務形態を望む意見がほとんどであった。デメ
リットについては、育児及び家事と仕事の両立が難しい局面があることが指摘された。 
 以上のことから、一般的な仕事よりも裁量が大きく、育児・家事との両立がしやすいと
いうメリットがある反面、裁量が大きいがゆえに過大に自己解決を求められ、場合によっ
ては育児・家事にマイナスの影響を及ぼしかねないデメリットが存在するという在宅ワー
カーの現実を見てとることができた。 
 
表 4-5 テレワークのメリット・デメリット 
育児に関するメリット 育児に関するデメリット 
・保育園から子どもが体調不良の電話が入っ
たときに、すぐに迎えに行ける（A 氏） 
・子供と一緒に過ごせる、幼稚園などの行事
に参加できる（B 氏） 
・子供が小さいうちは育児・家事に生活の中
心軸を置くことができる（J 氏） 
・子供が家にいるときは極力パソコンをあけ
ないようにしているため、納期が近づいて
いるときなどは、深夜～明け方に仕事をす
ることになる（B 氏） 
・子どもが帰宅すると（あと夏休みなども）
仕事に集中しづらい（D 氏） 
家事に関するメリット 家事に関するデメリット 
・家事のすきま時間に仕事が出来る（G 氏）
・毎日の家事を犠牲にすることなく、うまく
時間を作って自分のペースで仕事をする
ことができる（E 氏） 
・作業が遅れれば深夜に及んだり、家事が滞
ることがある（F 氏） 
労働形態に関するメリット 労働形態に関するデメリット 
・仕事をすること自体を楽しんでいる（A 氏） ・煮詰まったときの助言がないので、1 人で
解決しなければならない（E 氏） 
・一人で仕事をしている以上、すぐそばに相
談する相手がいない（I 氏） 
 
4.3.4. テレワーク環境 
 テレワークの実施環境については、自宅の環境をそのまま利用しているケースがほとん
どであった。通信費も会社側が負担しているケースは少なく、平均して 4000～6000 円程度
のブロードバンド料金が自己負担となっていた。このことは、特別な環境を用意しなくと
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もテレワークが実施できることを示していると考えられる。 
 「環境の改善のために必要だと思われるものは」という質問には、「ノートパソコン」、「専
用の部屋」、「専用のデスク」、「本棚」、「最新のソフトウェア」等が挙げられていた。いず
れも、現在の環境に否定的なわけではなく、あくまでプラスアルファとしての位置づけで
あった。Web カメラについては、「会議等に使うのであれば便利と思いますが、家の中が見
えてしまうのは、掃除とかしてないとリビングで仕事をするので、ちょっと抵抗がありま
す（F 氏）」、「仕事の作業途中の確認や報告等に利用できるかもしれません。ただ、ずっと
映し続けることは、特に在宅勤務には意味がないと思います（I 氏）」というように、必ず
しも重要なアイテムとしては捉えられていなかった。 
 
4.3.5. 情報セキュリティ 
 「個人情報を取り扱う比重が大きいなど、情報セキュリティに最大限配慮しなければな
らない場合、場所の指定（端末の指定、の方が正確か）はやむを得ないとは思う（D 氏）」、
「情報セキュリティ面から考えると、どこで仕事をするにしても、自分のパソコンを使用
する事が必須ではないだろうか。USB などで持ち歩いて、ネットカフェなどで仕事をする
のはウイルス感染の危険性や情報の流出の危険性が高くなるため、行わないほうがよいと
個人的には考えている（A 氏）」といった意見に代表されるように、どんな業務内容であれ、
最低限の情報セキュリティには責任をもつべきであるという考えが見られた。しかし、具
体的に情報通信ツールを活用するという話はなく、あくまで意識面で注意すべきという意
見が多かった。 
 
4.3.6. 業務上のコミュニケーション 
 会社側からメールや電話で仕事の依頼があり、報酬及びスケジュール面で都合が合えば、
応募し受注に至るというのが基本的な仕事の流れである。やり取りの 9 割近くはメールで
あり、突発的な相談等については電話が用いられている。なお、デザイン系の案件等では、
一度打ち合わせの機会を持つ場合があるとのことであった。このような仕事の流れに関し
ては、概ね「無駄がない」と好意的な評価がなされている。逆に、このような仕事の流れ
であるからこそ、「時間の管理」や「コミュニケーション」が必要との意見もあった。「コ
ミュニケーション」については、「相談する手段として、直接会って打ち合わせをする時間
を増やしたほうが良いのかもしれないと思っています（B 氏）」、「クライアントの指示から
外れた仕事をしていてはお互いに困るので、適宜相談する手段や相手は非常に重要である
（D 氏）」、「テレワークは孤独な作業になりがちですが、頻繁にメールをやりとりすること
で、コミュニケーションを取ることが大事だと思います。ずっと孤独な作業を続けるとひ
とりよがりな仕事の仕方をしてしまう気がします（E 氏）」と、その重要性が指摘されてい
る。 
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4.3.7. 在宅ワーカーのアンケート調査からの考察 
 本アンケート調査の対象は、出産・育児を機に退職した女性がほとんどであり、在宅ワ
ークという労働形態において、育児・家事との両立ができることが高く評価されていた。
しかし、在宅ワーク自体が育児・家事に悪影響を及ぼしかねない懸念も表明されており、
企業におけるテレワークとの問題意識の違いも見られた。 
 テレワーク環境は、中小企業の事例に比して、より自宅の環境をそのまま使用するとい
ったケースが多かった。これは、テープ起こしやデザイン、翻訳といった業務の内容に拠
るものであるが、テレワークの実施に特別な環境を必要としないことを示している。その
ため、情報セキュリティ面の確保についても、ウイルスに感染していない等の最低限の情
報セキュリティが維持できる環境を挙げる者が多く、情報通信ツールの活用の観点からの
意見は聞かれなかった。 
課題としては、「時間の管理」と「コミュニケーション」が挙げられていた。自己裁量の
大きい業務であるからこそ、コミュニケーションが重要視されているものと考えられる。
コミュニケーション手段はほとんどがメールか電話であり、Web カメラの利用には消極的
であった。しかし、対面での打ち合わせの必要性を挙げるなど情報通信ツール活用の余地
はあるものと考えられる。 
 
4.4. まとめ 
 本章では、大企業を対象として実施したインタビュー調査から得られた知見（テレワー
クの導入、定着における課題を情報通信ツールの活用によって解決している）を中小企業
のテレワークと在宅ワークの観点から調査し、それぞれの情報通信ツールの活用状況と課
題について考察した。情報通信ツールの活用については、主に「情報セキュリティ」と「コ
ミュニケーション」の 2 点に着目した。 
 先行研究として挙げた筬島（2009）の大企業への調査では、情報セキュリティを完璧に
近いレベルに求めることから、シンクライアント等の情報通信ツールの活用が試みられて
いる事例が多かった。もう１つの課題であるコミュニケーションについては、実際に用い
られている事例は多くなかったが Web カメラ等の利用が検討されていた。このように積極
的に情報通信ツールが利用・検討されているものの、実際の業務に適用させるためにどの
ような情報通信ツールを採用するかが課題として挙げられていた。 
 中小企業では大規模なシステムの導入には否定的な態度を示しており、費用対効果の高
い情報セキュリティのシステムが求められていた。そのため、社内のシステムをいかにテ
レワークに適用させるかという観点が中小企業のテレワーク推進において重要となると考
えられる。実際に、メタフレームを用いたリモートアクセスや CD/USB メモリを用い Linux
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ベースの OS69を利用することにより、シンクライアントを導入しなくとも、同様の効果を
発揮している事例を取り上げた。一方で、コミュニケーションの円滑化については、今回
のインタビューの対象企業の中で重視している企業はあまり見られなかった。課題につい
ては、大規模なシステムを構築しなくてもテレワークを実施できるような既存の業務ツー
ルの適用が挙げられる。情報セキュリティ面は本章の事例で取り上げた通りだが、それ以
外のテレワーク実施上の課題についても、既存の業務ツールの範囲内で解決できるように、
情報通信ツールをサポートとして活用するようなケースが想定される。 
 在宅ワーカーについては、業務内容として機密情報を扱うことがほとんどないことから、
最低限の情報セキュリティが維持できていれば自宅の環境で問題ないという意見が大勢を
占めていた。課題としては、情報セキュリティ面よりも、「時間の管理」と「コミュニケー
ション」が重視されていた。しかし、Web カメラ等の情報通信ツールの導入にはあまり積
極的な意見は聞かれず、具体的な情報通信ツール活用の展望は描けなかった。上記の結果
から、大企業、中小企業、在宅ワークの比較を行ったものが表 4-6 である。 
 
表 4-6 大企業、中小企業、在宅ワークにおける情報通信ツール活用の比較 
 大企業 中小企業 在宅ワーク 
テレワーク環境 
シンクライアント等
の情報通信ツールの
活用 
大規模なシステム構
築には否定的で、既
存のツールを応用 
業態にもよるが、基
本的には自宅環境を
そのまま利用 
情報セキュリティ 
完璧に近いレベルを
意識 
費用対効果の高い解
決策を目指す 
最低限の情報セキュ
リティ環境を維持 
コミュニケーション
Web カメラ等の利用
可能性を検討 
今回の調査では得ら
れず 
重要視しているが、
情報通信ツールの活
用には消極的 
課題 
具体的な情報通信ツ
ールの選定 
既存の業務ツールの
適用 
コミュニケーション
の促進、業務管理 
出典：大企業については、筬島ほか（2009）を参照 
 
 テレワーク環境については、大企業の事例では全社的なシンクライアントの導入等の大
規模な施策が志向されることが多かったが、中小企業や在宅ワークの事例ではいかに現在
の環境に大きく手を加えずにテレワークを実施するかが重要視されていた。情報セキュリ
ティの面では、各々の形態で求められる具体的なレベルは異なっていたものの、テレワー
ク実施において配慮されていた。また、本当に機密性の高い案件については、テレワーク
                                                  
69 CD や USB メモリから Linux ベースの OS を起動することで、Windows 搭載のクライアントで
も利用することができる。インタビュー先の企業では、Linux ベースの OS にセキュリティ機能
を加えることでテレワークに活用していた。 
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を実施しないという点も共通していた。コミュニケーションの面では、一部の大企業で Web
カメラの適用が検討されている程度で、具体的に情報通信ツールを活用している事例は見
られなかった。しかし、業務においてテレビ会議システムが利用されているケースは中小
企業の事例でも見られたため、今後テレワークがより一般的に実施されるようになれば情
報通信ツール活用の可能性は高まるものと考えられる。その際には、プライバシーの確保
や監視の懸念などについても配慮が必要となる。課題については、各々の形態で異なると
ころであったが、コミュニケーション促進や既存の業務ツールの適用のように、形態の違
いを越えて共有可能な点もあった。本章では課題の抽出までに留まるが、これらの課題の
具体的な解決方法や他の形態への適用などについても広げていくことができると考えられ
る。 
 本章から得られる示唆は、大規模な設備投資がテレワークの導入・実施における阻害要
因のボトルネックとなっているとは考え難いということである。加えて、在宅ワークと同
程度の業務であれば、大企業や中小企業の社員であっても、家庭の情報環境に大きく手を
加えずに、テレワークを実施できる可能性が高い。情報セキュリティとコミュニケーショ
ンは論点として挙げられたが、前者はハード面及びソフト面での機能や意識によって対応
がなされていた。後者は、そもそも深刻な阻害要因として捉えられていたとは言い難く、
情報通信ツールの活用によって解決できる可能性も示された。 
 第 5 章では、本章で得られた知見を踏まえて、インタビュー対象企業の一つであった、
株式会社アルファシステムズの社員を対象に、利用者視点での利点と課題について検討す
る。 
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第 5 章 利用者視点におけるテレワークの利点と課題 
 
5.1. はじめに 
2011 年 3 月 11 日（金）に発生した東日本大震災では、大きな揺れとそれに続く津波で甚
大な被害がもたらされた。また、その影響は震源から遠く離れた地域にも波及し、都内で
も交通機関が全面的にストップしたことで多くの帰宅困難者が発生することとなった。加
えて、計画停電を理由とした交通機関の混乱は続き、業務の停止を余儀なくされた企業や
大学も少なくない。このような震災における業務への深刻な影響から、「Business Continuity 
Plan（事業継続計画、以下 BCP とする）」の観点においてテレワーク（在宅勤務）の導入を
検討する企業が増えている。テレワーク（在宅勤務）は職場以外の環境でも情報通信技術
を活用して職場と同様に仕事をするという働き方であり、交通機関の混乱のような不測の
事態においても業務を継続できることから、リスクマネジメントの手段として改めて評価
されている。株式会社ワイズスタッフ代表取締役である田澤由利氏のブログ70では、震災や
計画停電を機に在宅勤務を導入した企業を紹介している71。これらの企業における在宅勤務
の導入は、震災後の一時的な対応を目的としたものであったが、夏の電力不足を背景に、
節電対策としての在宅勤務も広がりつつある72。こうした傾向は、新型インフルエンザの流
行時にも見られたものである。Google Insights for Search73で「BCP」という単語を調べてみ
ると、新型インフルエンザの流行時（2009 年 9 月）と東日本大震災後（2011 年 4 月）に検
索数が著しく増えていることが窺える。このような BCP への興味・関心から、震災に際し
て既存のテレワーク導入企業においてもテレワークが活用された事例が数多くあることが
示唆される。 
 
図 5-1 「BCP」の検索数の変遷  
                                                  
70 「田澤由利のテレワークブログ」<http://telework.blog123.jp/> (2011/10/20 最終アクセス) 
71 ブログでは、株式会社セプテーニ、株式会社モディファイ、株式会社フェイスフェイス、株
式会社エコトワザ、株式会社タッドファー、第一三共株式会社、日本マクドナルド株式会社、有
限会社 TYPEFACE、シナジーマーケティング株式会社といった企業が紹介されている。 
72 「マクドナルド 夏の電力不足に向け、節電計画を策定」
<http://www.mcd-holdings.co.jp/news/2011/company/20110516.html> (2011/10/20 最終アクセス) な
ど 
73 「Google Insights for Search」<http://www.google.com/insights/search/#> (2011/10/20 最終アクセ
ス) 
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企業テレワークは、1990 年代前半に主に通勤負荷の軽減を目的として研究が進められ、
2000 年代に入るとワーク・ライフ・バランスの向上といった観点からも注目されるように
なった74。企業テレワークによるワーク・ライフ・バランスの向上を明確に定義することは
難しいが、本研究では「通勤が減れば、精神的・身体的・時間的に余裕が生まれるので、
家庭生活が充実する」75という佐藤彰男（2008）の考え方を採用する。つまり、企業テレワ
ークの活用による通勤時間の削減がワーク・ライフ・バランスの向上に直結するという発
想である。 
そして、前述のように SARS や新型インフルエンザの流行、大地震とその後の計画停電
による交通網の混乱といった経験を踏まえて、BCP といった面についても企業テレワーク
の効果として考慮されるようになってきている。このように、企業テレワークに期待され
る要素は大きいが、実際に導入し活用している企業は限定的であるのが現状である。 
本章では、従来のテレワーク促進策や先行研究で挙げられていたテレワーク推進担当者
視点の問題意識が利用者視点でも成り立つかという点に着目し、利用者の視点から調査す
ることでより効果的なテレワーク活用の施策について検討することを目的とする。そのた
め、具体的な仮説として、以下の 3 点を設定し、検証する。 
 
仮説 1：現在の狭義テレワーカーの定義は必ずしも労働者の実態に即していない 
「1 週間当たり 8 時間以上」という現在の狭義テレワーカーの定義について、実際にテレワ
ークを利用している労働者の実態に即したものであるか検証する。 
 
仮説 2：情報セキュリティへの過剰な意識がテレワーク促進の阻害要因となっている 
テレワーク推進担当者視点でテレワーク推進の阻害要因となっていた情報セキュリティ意
識が、利用者視点でも成り立つかについて検証する。 
 
仮説 3：労務管理への過剰な意識がテレワーク促進の阻害要因となっている 
テレワーク推進担当者視点でテレワーク推進の阻害要因となっていた労務管理意識が、利
用者視点でも成り立つかについて検証する。 
 
5.2. 調査概要 
 第 4 章で選定した企業の中の 1 社である株式会社アルファシステムズ（以下、アルファ
システムズ社）を対象とした企業テレワークの調査概要ついて説明する。 
 
5.2.1. 調査対象の選定理由 
                                                  
74 下﨑・小島（2007）p.14 
75 佐藤彰男（2008）p.9 
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アルファシステムズ社はソフトウェアの受託開発を主な業務としている社員数 2000 名超
の企業であり、テレワーク専用ソフトウェア「alpha Teleworker」を自社で開発し、販売して
いる。アルファシステムズ社を調査対象として選定した理由は以下の 3点である。1点目は、
自社で販売しているテレワーク専用ソフトウェアを使用しているため、その利用方法が同
様のシステムを用いている企業であれば模倣しやすいことである。特に、テレワークに先
進的な企業ほど、大規模なシステムの導入や特殊な人事制度を用いているケースが多い76が、
同社には当てはまらない。2 点目は、営業系の社員と開発系の社員の両方がテレワークを使
用していることである。こうした職種による違いがテレワークの活用に違いを生むのかに
ついても本研究の関心事項である。3 点目は、テレワーク実施者へのインタビュー調査及び
アンケート調査が可能であったことである。先行研究では、Web アンケート調査もしくは
企業のテレワーク推進担当者へのインタビュー調査がほとんどであったが、本研究では特
に利用者視点でのテレワークの捉え方にフォーカスしている。そのため、複数名のテレワ
ーク実施者への調査が必要であった。 
もちろん、単一企業の事例では一般化が困難である。しかし、本研究では特定の事例を
一般化することでなく、殊にテレワーク推進の観点から行われがちであった諸施策や先行
研究の知見に対して、利用者視点での利点と課題について整理することを意図している。 
 
5.2.2. 調査概要 
 前述のような問題意識を元に、アルファシステムズ社の社員 15 名に半構造化インタビュ
ー及び記述式アンケートを実施した。半構造化インタビューは事前に大まかな質問項目を
設定し、更なる質問を通じて回答者の答えを掘り下げていく質的調査方法であり、特に対
象者の主観的側面に焦点を当てる場合に適している。記述式アンケートは業務の都合上、
直接インタビューができない社員を対象に実施した。調査対象者及びインタビュー日程は
表 5-1 の通りである。なお、対象者の職種は開発系が 7 名、営業系が 3 名、プロジェクト管
理系が 5 名であった。また、テレワーク実施者への調査と併せて、情報セキュリティ担当
者及びテレワーク推進担当者にもインタビューを実施した。なお、記述式アンケートの質
問項目については付録 C として掲載している。 
 
表 5-1 調査概要  
調査手法 実施日 対象者 
半構造化インタビュー 2010 年 10 月 29 日 A 氏、B 氏、C 氏 
半構造化インタビュー 2010 年 11 月 10 日 D 氏、E 氏、F 氏、G 氏 
半構造化インタビュー 2010 年 11 月 30 日 情報セキュリティ担当者 
テレワーク推進担当者 
                                                  
76 筬島ほか（2009）等で同様の指摘がなされている。 
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記述式アンケート 2010 年 12 月 23 日~ 
2011 年 1 月 13 日 
H 氏、I 氏、J 氏、K 氏 
L 氏、M 氏、N 氏、O 氏 
 
5.2.3. テレワークのシステム 
アルファシステムズ社におけるテレワークのシステムは以下の通りである。まず、手続
きについては、上長に申請をすることが必要である。申請期間は実施頻度や役職によって
変わっており、部長であれば大体１ヶ月や１年ごとの申請となるが、課長や係長が使用す
る場合には１週間や１日ごととより細かく出させているとのことであった。同社のテレワ
ークは基本的に管理職に限定されており、特別な事由がない限りは、管理職以外の社員は
使用できない。これは勤務時間外のテレワーク利用が残業と見做されることが最たる理由
である。 
申請が受理されると、テレワーク用の CD か USB メモリを配付され、これをブートする
ことにより社内の端末にリモートアクセスができるようになる77。なお、認証は別途携帯電
話からも必要であり、二重の認証をクリアしないと使用できないなど、情報セキュリティ
レベルは高い。仮に、使用中の PC を紛失したとしても、リモートアクセスであるためデー
タ流出の危険性はなく、記録媒体を紛失した場合でも、携帯電話からの認証をクリアしな
ければ社内の端末にはアクセスできない。また、テレワーク使用者に対してのマニュアル
も整備されており、使用前に読むことが義務付けられている。使用中のログは記録されて
おり、情報セキュリティ推進室にてチェックがなされている。ただし、自身の使用ログを
確認することは現状ではできない。 
 
5.3. 調査結果 
 以下では、調査結果について「テレワーク実施内容と実施頻度」、「テレワーク実施の効
果と課題」、「情報セキュリティ意識と情報セキュリティ確保の努力」、「対象範囲の拡大と
そのために必要な施策」の 4 つの観点からまとめた。前の 2 つの項目は仮説 1 に、3 番目の
項目は仮説 2 に、最後の項目は仮説 3 にそれぞれ対応している。15 名分の調査結果を並べ
ることはやや冗長ではあるが、利用者各人の捉え方の違いが本研究における分析対象であ
るため、敢えてこのような表記とした。なお、表記の際には職種ごとにまとめている。加
えて、情報セキュリティ担当者とテレワーク推進担当者のそれぞれの見解、及び、BCP の
観点から東日本大震災時の対応について追加でヒアリングを行った結果を取り上げる。 
 
5.3.1. テレワーク実施内容と実施頻度 
 テレワーク実施内容と実施頻度は表 5-2 の通りである。実施内容としては、社内メールや
                                                  
77 テレワーク用に利用する端末については、シンクライアントである必要はなく、端末に記憶
装置（HDD や SSD）が備え付けられている場合でも、データを残さずにセキュアな環境で社内
の端末にリモートアクセスができる。 
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社内システムの確認が多く、休日の資料作成や緊急時の対応での用途も目立った。社内メ
ールの転送が禁止されているため、特に客先や直帰時におけるメール確認の需要が高いこ
とが読み取れる。実施頻度は、週 1，2 回が多く、1 回当たりの利用時間は 30 分から 3 時間
程度と幅があった。職種別に見た場合には大きな違いは見られなかったが、客先常駐の社
員では、平日はほぼ毎日使用している者もいた。ただし、回答者の中で「１週間あたり 8
時間以上のテレワークを実施している就労者」という狭義テレワーカーの定義を満たす者
は多くなく、テレワーク人口倍増アクションプランが想定するテレワーカーとしてカウン
トされていないことがわかる。 
 また、個人で完了する作業を 1 日に集約して、自宅作業で行うといった使われ方がなさ
れていないことがここでも確認できた。これは会社の方針であると考えられるが、実際に
数時間にわたって使用している例もあるため、こうした使われ方自体は技術的な面におい
て不可能ではないようである。一方で、緊急時の対応を別として、恒常的に自宅での資料
作成を行っている場合には、休日に仕事を自宅に持ち帰っているという意味で、ワーク・
ライフ・バランスを損なっている可能性もある78。 
 
表 5-2 テレワーク実施内容と実施頻度 
 実施内容 実施頻度 
開発系 
A 氏 
（開発） 
・例外的な事態に際しての業務処理 ・夜間と休日における突発的事態の
発生時 
・通常業務ではあまり使わないため、
平均することは難しい 
C 氏 
（開発） 
・休日の問い合わせ対応 ・実施頻度はかなり低い 
E 氏 
（開発） 
・受託先でのメールチェックや資料作成
・自宅での事務処理 
・（受託先に行くことが多いため）ほ
とんど毎日使用している 
G 氏 
（開発） 
・直帰時のメール対応、事務処理 ・1 週間に 1,2 回、2～3 時間程度 
・土日のどちらか 1 回 
H 氏 
（開発） 
・顧客や部員からのメールチェック 
・年末年始やＧＷ等の長期の休暇におけ
る業務資料の作成や管理しているサ
ーバの状況確認 
・1 週間に 1～2 時間程度 
K 氏 ・客先での社内システムやメールの確認 ・平日はほぼ毎日、1 回当たり 30 分
                                                  
78 ワーク・ライフ・バランスの定義を「通勤時間の削減によって生じる時間の余裕」とした場
合に、削減された通勤時間以上に家庭での仕事の時間が増えることはワーク・ライフ・バランス
を悪化させるものと考えられる。 
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（開発） ・休日等の自宅での資料作成 程度 
M 氏 
（開発） 
・自宅から社内システムへのアクセスや
社内メールの確認を行うために使用 
・1 週間に 1,2 回、30 分程度 
営業系 
B 氏 
（営業） 
・直行直帰の際の自宅でのメール確認 
・通常の紙で打ち出さない作業 
・事務所に戻れないときに不定期で
・土日に使うこともある 
D 氏 
（営業） 
・移動時間やスケジュールの合間でのメ
ールチェックや事務処理 
・自宅での報告書や提案書の作成 
・土日は必ず 1 時間以上 
・スケジュールの合間に 2～3 時間 
・週平均では 4～5 時間 
I 氏 
（営業） 
・帰宅後および休日の自宅作業（資料作
成等） 
・平日は週 2 日、30 分程度 
・週末は 2 週に 1 日、2 時間程度 
プロジェクト管理系 
F 氏 
（PJ79） 
・休日の資料確認 ・休日に 1～2 時間 
J 氏 
（PJ） 
・自社以外の拠点での作業 
・休日でメールの確認が必要となる場合
に自宅で使用 
・週 1～2 日程度 
L 氏 
（PJ） 
・客先でのメール参照や資料作成 
・休日での自宅作業 
・週 2 日、2，3 時間程度 
・自宅作業は月 1~2 回、3 時間程度 
N 氏 
（PJ） 
・外出先での社内システム利用、及びプ
ロジェクト管理業務での資料作成等 
・休日の突発的な事象への対応 
・客先事務所では、ほぼ毎日数時間
・移動中の緊急対応時は、数十分 
O 氏 
（PJ） 
・休暇取得時や帰宅後のメール確認 
・緊急時の社内システム上での承認処理
・平日はほぼ毎日、15 分程度 
 
5.3.2. テレワーク実施の効果と課題 
テレワーク実施の効果と課題は表 5-3 の通りである。効果については、移動時間の削減と
緊急時の迅速な対応という 2 点が広く共有されていた。特に、後者については開発系の労
働者において強く意識されているようであった。移動時間の削減はテレワークの効果とし
て長らく主張されてきたことだが、直行直帰時の通勤時間の削減だけでなく、休日出勤そ
のものの必要性をなくしている点については、先行研究ではあまり指摘されていなかった。
加えて、テレワークが利用できない場合、緊急時の対応については深夜であっても出社す
ると回答した者が多かった。テレワークの実施時間が１時間程度であっても、休日や深夜
の不要な出勤を未然に防げていることは 1 時間以上の時間削減効果を生み出しており、ワ
                                                  
79 ここではプロジェクト管理の略称として「PJ」と表記している。 
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ーク・ライフ・バランスの向上に大きく資するものであると考えられる。 
緊急時の迅速な対応については、管理職という職務上、深夜や休日であっても対応しな
ければならない事項が多いということを示していた。逆に、管理職の決裁が下りないと進
められない案件が多く存在しており、管理職がテレワークを利用することによって意思決
定が迅速に行われることで、部下の社員の指示待ちの時間を減らしているという付随的な
効果も示唆されている。 
 課題に関しては、意識しているポイントに若干の差異があったものの、自宅環境面での
不満（画面が小さい、回線が速度が遅い等）、システム面での不満（起動に時間がかかる、
操作性が悪い等）の 2 点が概ね共通していた。また、印刷や押印が必要な作業、コミュニ
ケーションが重要となる作業についてはそもそもテレワークに対応しておらず、テレワー
ク利用上の制約となっている。なお、テレワークの利用が緊張感の欠如や生活リズムの乱
れにつながる懸念も示されており、そうした不安から緊急時以外は極力利用しないことを
選択している者もいた。 
 
表 5-3 効果と課題 
 効果 課題 
開発系 
A 氏 
（開発） 
・夜間休日における迅速な対応 ・ネットワーク環境が不安定だと使い
づらい 
C 氏 
（開発） 
・移動時間の削減 
・メールの確認が可能となった 
・直接会話ができない 
・作業の進捗を確認しづらい 
・生活リズムが崩れる恐れ 
E 氏 
（開発） 
・移動時間の削減 ・運用保守で使用することは難しい 
・回線速度がネックでアクセスまでの
時間がかかる 
・立ち上がりに時間がかかる 
G 氏 
（開発） 
・メール対応が早くなった 
・移動時間の節約 
・作業に集中できる 
・緊張感に欠ける面がある 
・使用履歴が閲覧できない 
H 氏 
（開発） 
・自宅でのメールチェックができる 
・休日出勤の必要性がなくなった 
・携帯電話による認証が煩わしい 
・携帯電話の電波が弱い部屋では認証
ができないことがある 
・起動に時間がかかる 
K 氏 
（開発） 
・早朝や休日出勤の必要がなくなった ・客先では回線が安定していない 
M 氏 ・緊急時の自宅での対応が可能 ・特にない 
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（開発） 
営業系 
B 氏 
（営業） 
・自社にいなくても作業が可能 
・上司とのコミュニケーション向上 
・印鑑が必要な作業に対応できない 
・際限なく作業ができてしまう 
D 氏 
（営業） 
・移動時間の削減、有効活用 
・土日の自宅での作業 
 
・自宅の画面サイズが小さい 
・起動時間が長い（3～4 分） 
・モバイルの通信がベースなので動作
が重い 
I 氏 
（営業） 
・翌朝早く出社して対応しなくて済む ・自宅 PC からの利用時、カーソル位
置が突然移動する 
プロジェクト管理系 
F 氏 
（PJ） 
・休日出勤の必要性がなくなった ・自宅の画面サイズが小さい 
 
J 氏 
（PJ） 
・翌朝早く出社して対応しなくて済む ・締切の意識が希薄になる 
・起動が遅い 
・操作性に違和感がある 
L 氏 
（PJ） 
・直帰及び休日出勤の必要性がなくな
った 
・システム起動と終了に時間がかかる
N 氏 
（PJ） 
・移動時間の大幅な削減 
・深夜作業や早朝対応の減少 
・Plug and Play が効かない。 
・画面下の制御バーが閉じない。 
・機能改修等のバージョンアップ状況
の周知が無い 
O 氏 
（PJ） 
・管理プロジェクトの確認が容易にな
った 
・印刷や押印が必要な業務に対応でき
ない 
 
5.3.3. 情報セキュリティ意識と情報セキュリティ確保の努力 
情報セキュリティ意識と情報セキュリティ確保の努力については表 5-4 の通りである。自
社の情報セキュリティレベルについては概ね高い評価がなされており、情報漏えいに対す
る懸念はあまり見られなかった。一方で、客先常駐の場合には、受託先から一律に禁止さ
れるようなケースが指摘された。情報セキュリティ面で受託先の企業が納得できるような
運用方法が確立できれば、テレワークの更なる活用が可能となることが示唆される。 
 情報セキュリティ確保の努力については、公共の場では使用せず自宅のみで使用すると
いう回答が目立った。こちらも高い情報セキュリティ意識の表れだと思われるが、モバイ
ルワーク型のテレワークの可能性を最初から捨ててしまっていることについては、賛否が
あるだろう。例えば、画面に覗き見防止シートを貼って目を離さないことでも同等の情報
セキュリティの確保を図ることは可能であり、テレワークの活用といった観点からは、使
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用場所の制限は歓迎されるものではない。ただし、先行研究で見たように企業テレワーク
の導入・実施において、情報セキュリティ上の不安が阻害要因として大きいことを踏まえ
ると、現在ではリスクをほぼゼロに近い水準に抑えなければテレワークの実施自体が難し
いことを示しているのかもしれない。 
 なお、上記については職種による大きな差は見られず、共通の見解であると考えられる。 
 
表 5-4 情報セキュリティ意識と情報セキュリティ確保の努力 
 情報セキュリティ意識 情報セキュリティ確保の努力 
開発系 
A 氏 
（開発） 
・受託業務の場合、受託先の情報セキ
ュリティ面でのルールが制約となる
・できるだけ目を離さない 
・家族以外がいる場合には使用しない
C 氏 
（開発） 
・情報セキュリティ的にはしっかりし
ていると思う 
・受託先でできないケースは多い 
・緊急時以外はなるべく使わないよう
にしている 
E 氏 
（開発） 
・情報セキュリティを理由に受託先で
使用できないケースが増えている 
・情報流出問題が世間で騒がれてから、
厳しくなった感覚がある 
・認証用の携帯電話を紛失しないよう
に気をつけている 
G 氏 
（開発） 
・厳しい受託先だと完全持込禁止のた
め、テレワークはできない 
・自宅と受託先以外では使用しない 
・極端に長い時間は使わない 
H 氏 
（開発） 
・安全性は高いと思う 
・クライアントの画面を見られてしま
うリスクは存在する 
・自宅でしか使用しない 
・起動媒体を自宅の決めた場所へ保管
K 氏 
（開発） 
・特になし ・客先と自宅でのみ使用 
M 氏 
（開発） 
・PC 画面に表示した情報が外部に漏れ
ることを防ぐため、1 人になれる空
間での実施が望ましい 
・自宅からのアクセスに限定している
・家族の目に PC の画面が入らないよ
う、部屋をロックする 
営業系 
B 氏 
（営業） 
・同業他社と比べても、圧倒的に厳し
いのではないか 
・シンクライアントでも客先への持ち
込みが難しいケースが増えている 
・自宅だけで使用しているためあまり
考慮していない 
D 氏 
（営業） 
・弊社テレワーカーの仕組み上、、漏え
いさせようと思っても漏えいできな
いはず 
・外で使うときは画面が見られないよ
うに壁際に座る、液晶画面を暗くす
るなどの工夫を行う 
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・ヒヤリ・ハットはあまりない 
I 氏 
（営業） 
・クライアント PC への画面データの
みの送信であれば、ログイン時に強
固な認証機能があれば問題ない 
・自宅以外では利用しないことにして
いる 
プロジェクト管理系 
F 氏 
（PJ） 
・受託先での利用については情報セキ
ュリティ上の問題を踏まえて検討 
・自宅以外では使用していない 
J 氏 
（PJ） 
・現在のシステムでは特に制限の必要
は感じない 
・突発で対応する必要があるものに絞
って実施している 
L 氏 
（PJ） 
・現行のシステム（アルファテレワー
カー）では情報セキュリティは確保
されている 
・公共の場では使用しない 
・顧客先であっても、周囲に情報が漏
れることのない場所にて使用する 
N 氏 
（PJ） 
・画面が読み取られるリスクはある 
・客先事務所の情報セキュリティルー
ルに引っ掛かる可能性がある 
・周りに注意し、部外者が画面を読み
取れるような場所で利用しない 
・客先事務所の情報セキュリティルー
ルに反しない場所で利用する 
O 氏 
（PJ） 
・情報セキュリティレベルとしては現
状以上の制限が必要だとは思わない
・制限が増えることでテレワークが本
来持つ利便性を失ってしまう 
・長時間席から離れる場合はログアウ
トする 
 
5.3.4. 対象範囲の拡大とそのために必要な施策 
 対象範囲の拡大とそのために必要な施策については表 5-5 の通りである。前述のように、
アルファシステムズ社のテレワークは対象が管理職に限定されている。これを管理職以外
にも対象範囲を拡大すべきだろうかという問いに対しては、一定数の要望と期待される効
果があることは認めた上で、労務管理や作業上のコミュニケーションの問題から、積極的
でない意見も聞かれた。特に、開発系の業務では、運用保守等の単独作業では構わないが、
チームでの作業となった場合には否定的な意見が多かった。 
 また、必要な施策については、やはり労務時間の管理に言及するものが多かった。単に
時間を記録すれば良いというわけでなく、きちんと作業しているかまで把握すべきという
意見が大勢であった。一方で、休日に出社した場合には同じ作業量であっても管理できて
いると回答する者が多く、テレワークで仕事をすること自体への不安や抵抗が窺えた。こ
うした態度の背景には、時間をベースとした管理においてはテレワークの利用が向かない
といった心理があるものと考えられる。また、コミュニケーション面での改善やモニタリ
ングの手法として Web カメラを活用することに対しては、一律で否定的であった。 
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表 5-5 対象範囲の拡大とそのために必要な施策 
 対象範囲の拡大について 必要な施策 
開発系 
A 氏 
（開発） 
・事業内容からすると情報セキュリテ
ィの確保が最優先であるため、管理
業務以外での使用はあまり考えてい
ない 
・（実施するとすれば）請負先の理解
が必須 
C 氏 
（開発） 
・開発だけの人材であればかなり効果
は大きい 
・休日対応への要望は多い 
・任せられる人と任せられない人がい
る 
・作業の進捗の確認 
E 氏 
（開発） 
・受託先での作業が可能であれば使い
たいという社員はいる 
・チームで作業しているため、一人が
テレワークで作業すると効率が悪い
・作業時間の管理 
・コミュニケーションの問題 
・自宅作業では Web カメラの使用は難
しい 
G 氏 
（開発） 
・保守関係の業務であれば拡大するメ
リットはある 
・部下からの要望も出ている 
・就業時間の調整・管理 
・Web カメラの利用は検討に値するが
利用者が納得しないのではないか 
H 氏 
（開発） 
・必要な係長やリーダーには許可した
方が良い 
・労働時間の管理 
K 氏 
（開発） 
・社外勤務者の事務処理やメール確認
用に適用範囲を拡大する必要がある
・客先での情報セキュリティの確保 
M 氏 
（開発） 
・管理職以外がテレワークを利用した
いシーンは限定的だと思われるた
め、利用権限を拡大する必要はない
・各自への情報セキュリティ教育 
営業系 
B 氏 
（営業） 
・効率面ではテレワークで作業できる
方が良い 
・時間管理面での整備 
D 氏 
（営業） 
・管理職以外も使えた方が便利だが、
労務時間の把握が困難 
・ネットワークの負荷が増える可能性
がある 
・テレワーク利用時の給与体系の確立
・作業内容のチェック（ただし、Web
カメラの活用には否定的） 
 
I 氏 
（営業） 
・勤務時間内での使用に限定すれば、
現状での必要性は低い 
・社外での労働状況を把握する仕組み
が必要 
プロジェクト管理系 
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F 氏 
（PJ） 
・客先常駐の社員が増えているため、
テレワーク利用の要望も増えている
・作業している時間での管理や評価は
難しい 
・テレワーク利用時における管理や評
価の制度 
・Web カメラの利用は技術的には可能
だが、抵抗がある 
J 氏 
（PJ） 
・単独でできる作業についてはテレワ
ーク対象とすることも可能 
・報酬やキャリアパスについての考慮
が必要 
L 氏 
（PJ） 
・就業時間内での作業に限定すべき ・自宅での作業は就労と見なす仕組み
N 氏 
（PJ） 
・管理職以外が利用する場合は一定の
条件下で認めるのが良い 
・勤務時間の取り扱い等のルール確立
O 氏 
（PJ） 
・１ヶ月のうち数日程度はテレワーク
による作業を認めても良い 
・就業規則の変更 
 
5.3.5. 情報セキュリティ担当者の見解 
 情報セキュリティ担当者からは、「情報セキュリティ部門という立場からすると、できる
だけ情報は外で使わない方が良い。それでも、情報を持ち出すよりは外からアクセスして
活用する方が良く、現在のテレワークは携帯電話による ID とテレワーカー用の ID、かつ社
内システムに入るときのドメインの ID と認証が 3 つあり、画面の転送だけということなの
で、情報セキュリティという面では非常に強固になっている」という見解が示された。た
だし、「家で活用する分には全然支障はないが、公共の場で使うということは情報セキュリ
ティリスクが伴うため、やはりある程度モラル的な部分も含めて運用ルールを定めて教育
しなければならない」との意見も併せて示された。この点は、前述の調査による社員の情
報セキュリティ態度とも整合的である。 
一方で、育児休暇や介護休暇においてテレワークのシステムを使って業務を継続するこ
とについては、情報セキュリティ面での問題はないとしており、テレワークの対象範囲拡
大の阻害要因とならないことが示された。 
 客先での利用については、「情報セキュリティが万全であるという認知度が高ければ導入
も可能なのかもしれないが、お客さんもそういうリスクは冒したくないと非常にナーバス
になっている部分があるので、基本的に難しいのではないか」とのことであった。「緩和し
てもいいのではないかというのは確かにそうだけれども、では、事故が起こったときにそ
のリスクは誰が見てくれるのかという話をされると、誰も何も言えなくなってしまう」と
のコメントもあり、情報セキュリティ担当としては、自社に留まらない利用についてはゼ
ロリスクに近いものを求めざるを得ない心境を指摘している。 
 
5.3.6. テレワーク推進担当者の見解 
 テレワーク推進担当者の立場からは、「登録されている約 220 アカウントのうち積極的に
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使用している人は約 90 名で、残りのアカウントは緊急時用ではないか」という見解が示さ
れた。これは同社のテレワークが基本的に管理職に限定されていることとも関係している
と思われる。管理職以外への拡大については、「全社アンケートなどを見ていると、テレワ
ークに対する要望は実は多い。ただ、三六協定80に違反しないためにテレワークをやってい
るのではないかと見られるリスクがあるため、業務上必要な理由（営業でデモを行う等）
がない限りは基本的にブロックしている」として、労働法規上の問題が大きいことを理由
に当面は考えられていない。 
そのため、同社のテレワークは「便利だから使うけれども、業務全部を置きかえようと
は思っていない」というスタンスで、あくまで通常業務の補完として捉えられている。こ
のような補完的なテレワークの利用については、「うちのようなタイプの軽いテレワークか
ら始めて、あくまでも長くだらだら仕事をするためではなくて、情報を持ち出さずにチェ
ック用に使う、そうしたスタイルから入ると導入はしやすいのではないか」と評価してい
る。実際に人事制度面や情報セキュリティ面から導入を渋っている企業は多いため、同社
と同様に補完的なスタイルでのテレワークの導入は理解を得られやすいものだと考えられ
る。 
 
5.3.7. 東日本大震災時における対応  
 東日本大震災時の対応として、テレワーク推進担当者からは「交通機関の規制により出
社できない社員が発生したが、テレワークのシステムを利用して業務を継続した管理職も
おり、十分に効果があったと考えている」という回答があった。一方で、情報セキュリテ
ィ担当者からは「セキュリティ部門としての対応は特になかった」という回答が得られた。
普段からテレワークのシステムを活用している企業にとっては、通常時の利用の延長とし
て非常時の事業継続への切り替えがスムーズに行えたものと考えられる。 
 インタビュー調査対象者 7 名の対応については表 5-6 の通りである。こちらもあくまで限
定的な事例ではあるが、交通機関の停止や顧客先事務所の閉鎖時の事業継続、節電対策に
おける休日対応の手段としてテレワークが活用されたことが示唆される。 
 
表 5-6 東日本大震災時における対応 
 東日本大震災時における対応 
A 氏 
（開発） 
・節電のために土日の休日を他の曜日に移動する社員が出た影響で、管理職が
土日にテレワークを利用して、急遽の事務処理を行うようなケースがあった
B 氏 
（営業） 
・交通機関（電車）が止まってしまったため、自宅からテレワークにより業務
を遂行した 
                                                  
80 三六協定とは、労働基準法第 36 条の規定から、時間外労働や休日労働に関して結ばれる労使
協定のことである。三六協定の届け出をせずに時間外労働や休日労働を行わせた場合には労働基
準法違反となるため、労働時間の厳密な管理が必要となる。 
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C 氏 
（開発） 
・自宅から職場までは頑張れば歩ける距離だったため、震災に絡んだテレワー
クの利用はなかった 
D 氏 
（営業） 
・一部の顧客が休日勤務平日休みに、シフト勤務したことにより土日のメール
等が増え、利用頻度が若干増えた 
・ただ、利用頻度の増加量は「特筆すべき」というほどでもなく、ほぼ、平時
と変わらない結果になったと思う 
E 氏 
（開発） 
・顧客先事務所が数日間閉鎖することになり、顧客先にて作業している社員（管
理職）が 2 日程度在宅勤務となったため、テレワークを活用した。 
F 氏 
（PJ） 
・会社事務所と自宅が徒歩圏内ということもあり、今回の震災に伴って新たな
活用事例はなかった 
G 氏 
（開発） 
・出勤に支障をきたすケースについては、事務所近辺の社員寮に寝泊りすると
いう対応が取られたため、テレワークの利用はなかった 
 
5.4. まとめ 
 本章では、従来のテレワーク促進策や先行研究で挙げられていたテレワークの問題点が
どの程度実感されているか、もしくは、システムや制度の面からどの程度克服されている
かについて利用者の視点から調査を行った。各仮説については、インタビュー調査及びア
ンケート調査による検証から、以下のような結論が得られた。 
 
仮説 1：現在の狭義テレワーカーの定義は必ずしも労働者の実態に即していない 
「1 週間当たり 8 時間以上」という現在の狭義テレワーカーの定義では、本研究の調査結果
から得られた「休日や深夜の不要不急の出勤を未然に防げている点」や、「管理職の利用に
より意思決定が迅速化する点」を反映できておらず、テレワークの効果を過小評価してい
る可能性がある。 
 
仮説 2：情報セキュリティへの過剰な意識がテレワーク促進の阻害要因となっている 
自宅以外の場所や客先でのテレワーク実施については、情報セキュリティの意識が阻害要
因となっていることが確認できた。特に、客先での実施については、潜在的な需要がある
ものと考えられる。 
 
仮説 3：労務管理への過剰な意識がテレワーク促進の阻害要因となっている 
管理職に限定した利用では問題が見られなかった点、管理職以外に拡大していく上で労務
管理の問題が挙げられた点から、利用者視点においても阻害要因となっていることが確認
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できた81。 
 
情報セキュリティ面については、個人レベルでも強く意識されており、会社のシステム
に依存せずに、利用場所を制限するなどの配慮がなされていることが確認できた。この点
は、情報セキュリティ部門の努力の成果であると言えるが、本来的なテレワークのメリッ
トを損なってしまっているという見方もできる。また、個別企業での情報セキュリティ向
上の努力だけでは、客先でのテレワーク利用などの問題が解決できないことが示された。
もちろん、当事者間でコミュニケーションを図ることは必要であるが、共有された情報セ
キュリティレベルでの運用方法が確立されれば、テレワーク実施の範囲拡大につながるも
のと考えられる。 
 労務管理の問題については、表 5-3 の課題として労務管理に関する話が挙がらなかった点
や表 5-5 において現在の対象範囲に対する懸念が表明されなかった点からも明らかなよう
に、管理職に限定した利用ではほとんど問題が生じないことが確認された。しかし、管理
職以外に対象範囲を拡大することは意義としては認められたものの、表 5-5 の必要な施策が
示すように、コミュニケーション上の問題や作業内容のチェックなど、時間の把握に留ま
らない管理体制が不可欠であるとの認識であった。加えて、開発系の業務において、チー
ム作業であることが強調されたことは、トップダウンで制度だけが導入されたところでう
まくいかないことを示唆している。 
 テレワークのデメリットとして掲げられた上記 2 点については、利用者視点でも異なっ
たかたちでの課題と認識されている。一方で、「1 週間当たり 8 時間以上」という現在の狭
義テレワーカーの定義に限定されない形態でテレワークが活用されていることは、本研究
を通して発見された利用者視点での利点であった。特に、補完的なテレワークの導入であ
っても、不要な休日や深夜の出勤を未然に防げている点、管理職の意思決定の迅速化によ
る波及効果が大きい点については、実際のテレワークの使用時間に比して、大きくワーク・
ライフ・バランスの向上や業務の効率化につながるものと期待される。 
 本研究はあくまで一企業のテレワークの利用実態に迫ったものであり、ここでの結論を
もって一般化することは困難である。しかし、「テレワーク人口倍増アクションプラン」以
降のテレワーク促進策を考えるに当たっては、利用者視点から利点と課題を整理すること
は有益であるものと考えられる。 
 本章では、管理職に限定したテレワークでは、労務管理の問題がほぼ生じないことが明
らかになった。これは先行研究でもあまり言及されていない点である。他にも、業務補完
的なテレワークであってもワーク・ライフ・バランスの向上が期待できること、客先での
テレワーク利用には大きな困難があることなど新たな知見が得られた。その中でも、管理
                                                  
81 本研究における調査は管理職が対象であるため、あくまで管理職視点での検証結果であるこ
とに留意が必要である。ただし、実際にテレワークを促進するに当たっては管理職の視点での評
価が重要になると考えられる。 
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職以外の利用に関して、「コミュニケーション上の問題や作業内容のチェックなど、時間の
把握に留まらない管理体制が不可欠である」という認識を持っていることが示されたのは、
テレワークの導入・実施における大きな阻害要因として理解できる。 
 第 6 章では、第 4 章と第 5 章での定性的な手法によって得られた知見、特に、時間の把
握に留まらない管理が希求されている点を踏まえて、コーディネーション・ゲームとグロ
ーバル・ゲームという 2 つのゲーム理論におけるフレームワークを用いることにより、テ
レワークの導入・実施の阻害要因について理論的な分析を行う。 
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第 6 章 ゲーム理論を用いた企業テレワークの分析 
 
6.1 企業テレワークの阻害要因と情報通信技術による対応 
 第 4 章及び第 5 章では、企業側（大企業及び中小企業）、労働者側の視点についてそれぞ
れ取り上げた。これらの事例では、表 2-11 で示されたものと同様の阻害要因が認識されて
おり、情報通信技術（情報通信ツール）がその解決に貢献していた。表 6-1 では阻害要因と
情報通信技術（情報通信ツール）との対応についてまとめている。 
まず、情報セキュリティの問題については、シンクライアント及びリモートアクセスシ
ステムの利用と複数の認証システムを組み合わせることにより対応が可能である。もちろ
ん、完全に紛失等のリスクを無くすことは不可能だが、情報漏洩のみの問題に限れば技術
による対応は十分な水準を実現している。次に、社員の労務管理の問題については、シス
テムの利用時間によって労働時間を把握することができる。きちんと管理さえしていれば、
テレワーカーの働き過ぎはむしろより容易に発見ができるはずである。ただし、アルファ
システムズ社の事例で挙がった意見のように、単に時間を記録すれば良いというわけでな
く、きちんと作業しているかまで把握すべきと考えるならば、技術のみでの解決はやや困
難となる。しかし、作業の内容までを含めるならば、それは労務管理ではなく、むしろ業
績管理の問題となる。 
業績管理の問題については、情報通信技術（情報通信ツール）によって明確に対応でき
ることはほとんどないと言える。なぜなら、テレワークをどのように位置づけ、活用する
かによって、その評価は大きく変わってしまうからである。そのため、ここでは非技術的
な要因が多くを占めることと考えられる。この点については、以降に改めて検討する。コ
ミュニケーションの問題については、Web カメラや Web 会議システム、チャットツールな
どの利用によって対応することが可能である。しかし、Web カメラや Web 会議システムを
積極的に利用したいという声は少なく、「部分テレワーク(週に 1 日程度のテレワーク)」や
「独立して進められる業務を実施」という現実的な対応がなされている。部分テレワーク
では、テレワークと親和性の高い業務を選定することが可能であり、テレワークのマイナ
ス要因（コミュニケーション不全、孤立感等）も生じにくい。また、管理職がテレワーク
を利用することで、部下の社員の指示待ちの時間を減らしているというアルファシステム
ズ社の事例のようなコミュニケーション上のプラスの効果も勘案されるべきだろう。その
他の問題としては、「テレワークに適した業務は少ない」、「会社にとってテレワークはコス
ト負担が大きい」といったものが挙げられるが、前者は部分テレワークの実施を妨げるも
のではないし、後者は既存の端末を利用できるリモートアクセスのツール等の安価に導入
が可能なシステムの登場により対応がなされている。 
 このように個別の阻害要因と情報通信技術（情報通信ツール）による対応状況を概観し
てみると、その多くの要因が技術によって解決可能な問題であることがわかる。一方で、
非技術的な要因が多くを占めるものとして、社員の業績管理の問題が挙げられた。本章で
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は、そのような業績管理における阻害要因について、コーディネーション・ゲームとグロ
ーバル・ゲームという 2 つのゲームを用いて考察する。 
 
表 6-1 企業テレワークの阻害要因と情報通信技術による対応 
主な阻害要因 主な指摘 情報通信技術による対応 
情報セキュリティ 
の問題 
・テレワークでは情報漏洩が起きや
すい 
・シンクライアント及びリモー
トアクセスシステムの利用 
・複数の認証システム 
社員の労務管理 
の問題 
・テレワーカーの労務管理が難しい
・テレワーカーが働きすぎてしまう
・システムによる労働時間の管
理 
社員の業績管理 
の問題 
・テレワーカーの仕事の生産性が低
下する 
・テレワーカーの業績の評価が難し
い 
・テレワーカーがサボってしまう 
・特になし 
コミュニケーショ
ンの問題 
・テレワークはチームワークに支障
がある 
・テレワークはコミュニケーション
に支障がある 
・テレワークは上司・部下間の指
示・命令に支障が生じる 
・テレワーカーが孤独感・孤立感に
苛まれる 
・テレワークは情報共有が難しい 
・Web カメラや Web 会議シス
テム、チャットツールなどの
利用 
 
その他の問題 ・テレワークに適した業務は少ない
・会社にとってテレワークはコスト
負担が大きい 
・既存の端末を利用できるリモ
ートアクセスのツール等 
出典 総務省「テレワークの動向と生産性に関する調査研究報告書」より著者作成 
 
6.2 企業テレワークのゲームとコーディネーション問題 
 以下では、企業テレワークのゲームについて考えてみる82。一般的に、テレワークのよう
な柔軟な労働体系は労働者の利益に資するものである。また、テレワークを実施する労働
者が増えるほど、その利益も増えると考えられる。このとき、プレイヤーA とプレイヤーB
からなる単純な 2×2 の戦略系ゲームでは、表 6-2 のような利得の配分となり、両方のプレ
イヤーにとってテレワークを実施することが最適戦略となるため、（実施する、実施する）
                                                  
82 なお、利得表の読み方や個々のゲーム関する解説は補論に掲載している。 
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という均衡が導かれる。 
しかし、硬直的な労働環境の下では、テレワークの実施が当該の労働者の不利益となっ
てしまう懸念がある。自分だけテレワークを実施することがマイナスの評価となってしま
う場合には、利得は表 6-3 のように変化し、（実施する、実施する）=良い均衡と（実施しな
い、実施しない） =悪い均衡という 2 つの均衡が導かれる。 
 
  表 6-2 柔軟な労働環境のケース    表 6-3 硬直的な労働環境のケース 
 
 例えば、第 4 章で取り上げた在宅ワークは表 6-2 のモデルに該当する。個々のテレワーカ
ーは独立に技術の恩恵を受けられるし、業務を複数のテレワーカーで分担することによっ
て個々人の負担やリスクを軽減することができる（そのため、両者の利得は上がる）。また、
管理職のみを対象としたテレワークの事例もこちらのモデルに近いものと考えられる。一
方で、従来型の硬直的な労働環境では、表 6-3 が示すように、一部の社員だけがテレワーク
を実施したとしても独立に技術の恩恵を受けることはできず、業績評価においてマイナス
の影響が出ることが予想される83。ただし、多くの社員がテレワークを実施するようになれ
ば、テレワーク実施のデメリットは相対的に小さくなり、技術の恩恵を受けられるように
なる。 
表 6-3 はゲーム理論において、コーディネーション・ゲームという名称で理解されている
84。コーディネーション・ゲームには、複数のナッシュ均衡が存在するときそのどれを選ぶ
べきかという非決定性の問題が存在する。このような非決定性の問題の解決策の 1 つとし
て挙げられるのが、グローバル・ゲームである85。グローバル・ゲームは、Carlson and van 
Damme（1993）が提唱した複数均衡問題を解決するためのモデルであり、銀行取り付けや
                                                  
83 表 6-3 のゲームでは、プレイヤーA がテレワークを実施しても、プレイヤーB がテレワークを
実施しない場合には、プレイヤーA の利得がマイナスとなってしまうため。 
84 プレイヤー間でコーディネーションの失敗が起こると損失が発生してしまうため、プレイヤ
ー間で行動の調整が行われるというゲームの構造を有している。 
85 他には、均衡選択理論におけるパレート支配基準とリスク支配基準やプレイヤー間のコミュ
ニケーションなどがある。詳細は川越（2010）を参照。 
B
A
テレワークを
実施する
テレワークを
実施しない
テレワークを
実施する （10, 10） （5, 0）
テレワークを
実施しない （0, 5） （0, 0）
B
A
テレワークを
実施する
テレワークを
実施しない
テレワークを
実施する （10, 10） （-2, 0）
テレワークを
実施しない （0,  -2） （0, 0）
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通貨危機といった現象の分析に活用されている86。本論文では、企業テレワークにおける課
題が複数均衡問題に近似しているとの観点から援用した。 
 
6.3. グローバル・ゲームの設定 
 以下では、宇井（2009）及び小島・松原（2011）を元に議論を展開する87。企業テレワー
クのゲームを表 6-4 のように設定し、αと βはそれぞれプレイヤーA とプレイヤーB の私的
情報であるとする。私的情報とは「自分の利得構造は知っているが、相手の利得構造は観
測できない」ということであり、両プレイヤーの知識に不確実性が存在することを示して
いる。ただし、両プレイヤーともに相手の利得構造についてまったく無知というわけでは
なく、互いに α と β が決まる確率的構造は知っている。α と β の組み合わせは、次の 16 通
りの組がそれぞれ等しい確率（1/16）で生じるものとする88。ここで示されている利得は基
数的なものではなく、序数的なものである。すなわち、数字の値自体には意味がなく、大
小関係のみが意味を持つ。つまり、プレイヤーA とプレイヤーB がテレワークの実施によっ
て得られる利得は、-0.2 から 1.2 の値を取り、上限（1.2）と下限（-0.2）以外は相手の利得
は、自分の利得からややプラスかややマイナスにずれた値を示すということである。 
 
(α, β) = (1.2, 1.2), (1 1.2), (1.2, 1), (1, 0.8), (0.8, 1), (0.8, 0.6), (0.6, 0.8), (0.6, 0.4), (0.4, 0.6), (0.4, 
0.2), (0.2, 0.4), (0.2, 0), (0, 0.2), (0, -0.2), (-0.2, 0), (-0.2, -0.2) 
 
表 6-4 企業テレワークのゲーム（１） 
 
 
 このゲームの設定を企業テレワークの文脈に当てはめると次のようなストーリーになる。
些か単純化しすぎたストーリーではあるが、上司の理解や業績の評価が大きな阻害要因と
して挙げられている現状においては、妥当性を有しているものと考えられる。 
                                                  
86 Goldstein and Pauzner （2005）は銀行取り付けのメカニズムをグローバル・ゲームで分析して
いる。竹田（2007）は通貨危機の伝染のモデルをグローバル・ゲームで分析し、実験経済学の手
法で検証している。 
87 小島・松原（2011）pp.158-171 
88 ここでは恣意的にαとβの組み合わせが提示されているが、宇井（2009）では一様分布や正
規分布でも同様の結果が導かれることが証明されている。 
B
A
テレワークを
実施する
テレワークを
実施しない
テレワークを
実施する （α, β） （α-1, 0）
テレワークを
実施しない （0, β-1） （0, 0）
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社員 A と社員 B はテレワークを実施する権限を有している。両方が同時にテレワークを
実施した場合には、それぞれ柔軟な勤務体系から得られる利得 αと βを獲得する。しかし、
一方がテレワークを実施し、一方が実施しない場合には、実施した社員は上司からの評価
が下がってしまう（-1 の利得）。両方が実施しない場合には、利得は 0 となる。なお、社員
A は α の情報は知っているが、β の情報については十分な知識を有していない。ただし、α
よりもややプラスかややマイナスのどちらかの値を 0.5 の確率で取ることは把握している。
社員 B も同様である。 
 
例えば、(α, β) = (1.2, 1.2) の組み合わせでは表 6-5 が、(α, β) = (0.8, 0.6) の組み合わせでは
表 6-6 が導かれる。表 6-5 と表 6-6 はそれぞれ表 6-2 と表 6-3 に対応している。すなわち、
表 6-2 と表 6-3 は表 6-4 によって実現されるゲームの一部であると言える。 
 
  表 6-5 (α, β) = (1.2, 1.2) の組み合わせ    表 6-6 (α, β) = (0.8, 0.6) の組み合わせ 
 
 さて、ここで改めて αと βの位置づけを確認しておきたい。αと βはそれぞれテレワーク
の実施からプレイヤーA とプレイヤーB が獲得する利得であるが、これは技術水準によって
変化することが予想される。なぜなら、テレワークの実施によって得られる利得は、技術
水準が高くなるに従い、高くなるものと考えられるからである89。また、βが αよりもやや
プラス（+0.2）かややマイナス（-0.2）の値を取るのは、プレイヤーA が観測した技術水準
下での α（テレワーク実施時の利得）に対して、プレイヤーB がより適応しているか、適応
できていないかを示していると解釈できる。つまり、プレイヤーB のテレワーク実施時の利
得は、テレワークに適応している場合にはプレイヤーA よりもやや高い値を取り、適応でき
ていない場合にはやや低い値を取るということである。 
 以下では技術水準が段階的に上がっていくことを仮定し、順番にゲームを解いていく。 
 
6.4. グローバル・ゲームの解法 
                                                  
89 例えば、テレワークによって扱える業務が増えることや、テレワーク実施時のストレス（操
作性の悪さ等）が改善されることが、利得の上昇として捉えられる。 
B
A
テレワークを
実施する
テレワークを
実施しない
テレワークを
実施する （1.2, 1.2） （0.2, 0）
テレワークを
実施しない （0, 0.2） （0, 0）
B
A
テレワークを
実施する
テレワークを
実施しない
テレワークを
実施する （0.8, 0.6） （-0.2, 0）
テレワークを
実施しない （0, -0.4） （0, 0）
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 まず、α＝－0.2 のときのゲームを考える。αが負の値を取るということは、テレワークが
何らメリットを生み出さない状況である。特に技術が未成熟な状況では、テレワーク実施
のメリットそのものが存在しないものと考えられる。α＝－0.2 のときの β の値は－0.2 か 0
が考えられる。しかし、プレイヤーA にとっては「実施しない」という戦略が支配戦略とな
る。これは β＝－0.2 のときもまったく同じである。 
 次に、α＝0 のときのゲームを考える。このとき、プレイヤーB は β＝－0.2 か β＝0.2 を観
測している。その条件付き確率はそれぞれ 0.5 である。ただし、β＝－0.2 が観測された場合
には、プレイヤーB は「実施しない」が支配戦略となるため、「実施する」を選ぶ確率は 0.5
を下回ることとなる。つまり、技術水準が上がることにより、テレワーク実施の際の利得
がテレワークを実施しないケースと同程度まで上がったとしても、「実施する」という選択
肢は選ばれないことがここでは示唆されている。 
 
■α＝0 のとき 
（プレイヤーA のテレワーク実施による期待利得） 
0×p ＋(-1)×(1-p) = p - 1 < -0.5 
（プレイヤーA のテレワーク未実施による期待利得） 
0×p ＋0×(1-p) = 0 
 
表 6-7 α＝－0.2 のときのゲーム             表 6-8 α＝0 のときのゲーム 
 
 続いて、α＝0.2 となるゲームを考えると、α＝0 のケースと同様に、「実施しない」という
戦略が支配戦略となることがわかる。なぜなら、β＝0 の際に「実施しない」が支配戦略と
なるため、p < 0.5 となるからである。また、α＝0.4 となるゲームでも、テレワーク実施の
期待利得が負の値を取るため、「実施しない」という戦略が支配戦略となる。 
 
■α＝0.2 のとき 
（プレイヤーA のテレワーク実施による期待利得） 
0.2×p ＋(-0.8)×(1-p) = p - 0.8 < -0.3 
（プレイヤーA のテレワーク未実施による期待利得） 
0×p ＋0×(1-p) = 0 
B
A
テレワークを
実施する
テレワークを
実施しない
テレワークを
実施する （-0.2, β） （-1.2, 0）
テレワークを
実施しない （0, β-1） （0, 0）
B
A
テレワークを
実施する
テレワークを
実施しない
テレワークを
実施する （0, β） （-1, 0）
テレワークを
実施しない （0, β-1） （0, 0）
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■α＝0.4 のとき 
（プレイヤーA のテレワーク実施による期待利得） 
0.4×p ＋(-0.6)×(1-p) = p - 0.6 < -0.1 
（プレイヤーA のテレワーク未実施による期待利得） 
0×p ＋0×(1-p) = 0 
 
表 6-9 α＝0.2 のときのゲーム            表 6-10 α＝0.4 のときのゲーム 
 
 一方で、α＝0.6 となるゲームでは、期待利得が負とならないため、「実施しない」という
戦略の強支配はここで終了する。なお、一般的なグローバル・ゲームでは、この手順と同
様に α＝1 のゲームから段階的に推測を重ねることで、α＝0.6 のゲームまでは「実施する」
という戦略の強支配が存在することが知られている。このような均衡が切り替わる点をス
イッチング・シグナル90と呼ぶ。 
 
■α＝0.6 のとき 
（プレイヤーA のテレワーク実施による期待利得） 
0.6×p ＋(-0.4)×(1-p) = p - 0.4 < 0.1 
（プレイヤーA のテレワーク未実施による期待利得） 
0×p ＋0×(1-p) = 0 
 
表 6-11 α＝0.6 のときのゲーム 
                                                  
90 Morris and Shin（1998）は、通貨危機のモデルにおいて、投機家がスイッチング・シグナルを
基準として意思決定を行うことを証明している。 
B
A
テレワークを
実施する
テレワークを
実施しない
テレワークを
実施する （0.2, β） （-0.8, 0）
テレワークを
実施しない （0, β-1） （0, 0）
B
A
テレワークを
実施する
テレワークを
実施しない
テレワークを
実施する （0.4, β） （-0.6, 0）
テレワークを
実施しない （0, β-1） （0, 0）
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6.5. スイッチング・シグナルと阻害要因 
 テレワークのゲームでは、α＝0.6 がスイッチング・シグナルとなったが、表 6-12 のよう
に X を設定すると、X の値によってスイッチング・シグナルの値が変わることがわかる。
例えば、X が 0.6 の値を取るときには スイッチング・シグナルは 0.2 となり、X が 1.4 の
値を取るときには スイッチング・シグナルは 0.8 となる。このとき、X はテレワークの阻
害要因として定義できる。Xの値とスイッチング・シグナルとの対応は図6-1の通りである。 
 このような阻害要因の水準（X）によるスイッチング・シグナルの違いは、同じ技術水準
（α＝0.6）を観測している場合でも、求められる均衡が異なることを証明している。在宅ワ
ーク型やモバイルワーク型と在宅勤務型におけるテレワーク導入の態度の違いは表 6-12 の
モデルで理解できる例の 1 つである。つまり、同程度の技術水準であっても、阻害要因の
水準（X）が低い形態のテレワーク（在宅ワーク型やモバイルワーク型）ではテレワークが
実施され、阻害要因の水準（X）が高い形態のテレワーク（在宅勤務型）では実施されない
という均衡が導かれる。第 5 章のアルファシステムズ社の事例では、阻害要因の水準（X）
の差によるスイッチング・シグナルの違いが管理職と管理職以外の社員で別の均衡を導い
ていると解釈できる。 
 
表 6-12 企業テレワークのゲーム（２） 
 
 
B
A
テレワークを
実施する
テレワークを
実施しない
テレワークを
実施する （0.6, β） （-0.4, 0）
テレワークを
実施しない （0, β-1） （0, 0）
B
A
テレワークを
実施する
テレワークを
実施しない
テレワークを
実施する （α, β） （α-X, 0）
テレワークを
実施しない （0, β-X） （0, 0）
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図 6-1 阻害要因の水準（X）によるスイッチング・シグナル 
 
6.6. まとめ 
 グローバル・ゲームをテレワークの現状に適用することにより得られる含意は以下の 2
点である。 
 
・段階的に技術水準が上がっていくことを仮定すると、スイッチング・シグナルの手前ま
では「実施しない」という戦略が強支配され、現状よりパレート効率的な均衡があった
としても達成されない 
・阻害要因の水準によってスイッチング・シグナルは変化するため、同じ技術水準を観測
していたとしても、異なる均衡が求められる 
 
 本章の冒頭において、テレワークの阻害要因とされるものの多くについて技術による対
応が可能になっていることを指摘しているが、非技術的な要因が多くを占める問題につい
ては技術水準の向上で対応することは難しく、むしろ阻害要因の水準（X）の低下を図るべ
きだと考えられる。残された代表的な阻害要因として、社員の業績管理の問題が挙げられ
るが、この問題は日本の雇用慣行と密接に関係している。 
青木（2003）は水平的ヒエラルキー（文脈的情報共有）と集権化された人事管理が J-企業
（様式化された日本企業）を一貫した組織全体とするための制度的補完物となっているこ
とを指摘し、情報通信技術の発展によって暗黙知的な文脈的情報共有の比較優位は失われ
つつあっても、制度的補完性によって伝統的人事管理の同時的変化なしには容易に J-企業の
組織アーキテクチャが変更できないことを示唆している9192。神戸（2004）も、日本型人事
システムでは終身雇用制と年功序列制が相互補完性を有しているため、単に業績給を導入
                                                  
91 青木（2003）pp.289-290 
92 デジタル時代においては、このような J-企業の組織アーキテクチャが相対的競争力の低下を
導いていると結論付けている。 
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してもうまくいかないことを指摘している93。テレワークの阻害要因として業績管理が挙げ
られる背景には、業績給と同種の問題が潜んでいるものと考えられる。濱口（2009）は、
日本型雇用システムの特徴である年功賃金制度について「職務に対応した賃金ではなく、
企業へのメンバーシップに基づいた報酬である」とし、当該業務においてどれだけの成果
を上げたかという客観的な要素よりも、職務に対する意欲、努力といった主観的な要素が
査定の重要な要素となっていることを指摘している94。仮に、査定においてこのような企業
のメンバーとしての忠誠心が求められるのであれば、柔軟な労働環境は逆効果になる可能
性すらある。一方で、スピンクス（1998）、スピンクス・落合（2004）では在宅勤務の導入
を妨げているのは企業の「食わず嫌い」や「制度の趣旨を軽んじる組織的体質」であると
し、部分在宅勤務であれば指摘されている日本の労働環境の特徴の多くは深刻な問題にな
り得ないとしている95。佐藤彰男（2008）は「職務範囲の不明確さ」と「情意考課による人
材評価」の 2 点が在宅勤務制の阻害要因であることを指摘し、スピンクス（1998）の見方
に賛意を示しつつ、「誤解や幻想であっても、それが信じられている限り、人を動かす力の
強さは、客観的な事実と何の変わりもない」としている9697。グローバル・ゲームの結果か
ら得られた「スイッチング・シグナルの手前までは現状よりパレート効率的な均衡があっ
たとしても達成されない」という知見は、この点を補強するものである。また、阻害要因
の水準が高くなるほどスイッチング・シグナルが高くなることは、「予言の自己実現」98を
意味している。 
ミルグロム＝ロバーツ（1990）は、多くの技術が互いに補完的な関係にあるときには、1
つの技術の柔軟性を高めるためには同時に他の技術の柔軟性を高める必要があることに言
及している。これは制度においても同様のことが言える。第 2 章で詳しく述べたように、
テレワークの定義には労働環境の柔軟性に関する意味合いが含まれているが、そもそも柔
軟な労働環境下で適切に業績を評価する仕組みがないのであれば、通常業務の代替として
柔軟な労働環境を選択するインセンティブは大幅に低くなる。もちろん、すべての企業が
そのような不明瞭な業績評価をしているわけではないだろうが、第 5 章の事例で挙げられ
たように、同様の仕事量であってもテレワークでは管理できておらず、出社している場合
には管理できているとするようなイメージが根強く残っている場合には、テレワークの導
入・実施は困難になってしまう。 
下崎（2001）は個人主義を基盤として展開される「パーソナル化」人事システムが日本
人の心理とミスマッチを生む懸念を示している。若林・杉山（2009）は「ICT の発展と通信
                                                  
93 神戸（2004）pp.280-286 
94 濱口（2009）pp.8-14 
95 スピンクス（1998）pp.50-55 
96 佐藤彰男（2008）pp.50-61 
97 なお、佐藤（2008）は同時に、「社員のワーク・ライフ・バランスの実現や、それに基づく
長期的な人材確保が、多くの営利企業の目に魅力的と映るか」懐疑的な見方を示している。 
98 ある状況が起こりそうだと考えた人々の行為そのものによって（本来起こらなかったはずの）
ある状況が実現してしまうこと。 
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コストの低下、柔軟な雇用制度とともに普及した裁量労働制と成果主義による人事管理・
評価など、テレワークの素地が整いつつある」としつつ、「信頼関係やフェース・トゥ・フ
ェースのコミュニケーションを重視する日本の企業文化の影響は依然として強く、欧米の
ようなテレワークの一般化は難しいかもしれない」と指摘している99。また、こうした点を
踏まえて、安達（2010）は企業の経営施策の一つとして在宅勤務型テレワークが推進され
ることにより、普及しやすくなることを指摘している。 
このような日本的雇用慣行を遠因とする非技術的な要因への対応が、ミクロの視点にお
ける課題に対しては重要であり、導入・実施にあたってのボトルネックとなっているとい
うことが、本章における結論である。なお、第 7 章では、マクロの視点における課題とし
て、テレワークの活用による障害者の就業機会拡大を企図して創設された在宅就業障害者
支援制度に着目し、検討する。 
 
 
  
                                                  
99 若林・杉山（2009）は情報セキュリティの問題において、技術的には対応手段が確立されて
いても、取引先との信頼関係によって消極的になるとの懸念が示されており、本研究によって得
られた結果と一致する。 
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第 7 章 在宅就業障害者支援制度から考えるテレワークと障害者雇用 
 
7.1. はじめに 
情報通信技術の発展に伴い、障害者雇用の分野でもテレワーク等による雇用促進が期待
されている。テレワークの活用における障害者雇用が着目される背景には、依然として通
勤負荷が障害者雇用の阻害要因として大きな位置を占めていることが挙げられる。2011 年 3
月に独立行政法人高齢・障害者雇用支援機構障害者職業総合センターが発表した「障害者
の通勤と就業環境に関する研究」では、通勤負荷軽減のためにタクシー通勤や職住近接、
時差通勤、家族による送迎といった努力がなされていることがインタビュー調査を通じて
明らかにされている。加えて、これらの努力は重度障害者や身体障害者に必ずしも限定さ
れていない。また、通勤負担による体調不良から在宅勤務に切り替え、フルタイム勤務が
可能となったケースなども報告されている。もちろん同報告書はあくまで限定的な事例を
紹介しているだけであるが、「重度障害者等通勤対策助成金100」といった制度が存在するこ
とからも、テレワークの導入による在宅就業の実現は企業側・障害者側の双方にメリット
があり、社会的な意義が高いものと考えられる。 
一方で、現実の障害者雇用率に目を向けると、実雇用率101は平成 17 年度から上昇のトレ
ンドにあるものの（図 7-1）、厚生労働省の調査（「平成 22 年 障害者雇用状況の集計結果」）
102によると、平成 22 年 6 月 1 日時点での障害者の実雇用率は 1.68%（対前年比 0.05 ポイン
ト上昇）と法定雇用率103の 1.8%に及ばず、法定雇用率達成企業の割合も 47.0%（対前年比
0.15 ポイント上昇）と依然として未達成の企業が半分を超える状況である。特に、従業員
が 299 人以下の中小企業では実雇用率が 1.42%と低迷しており、1,000 人以上規模の大企業
が 1.90％と法定雇用率を達成していることとは対照的な結果となっている。しかし、大企
業においても法定雇用率達成企業の割合は 55.6%と決して高いわけではなく、半数近くの企
業が未達成となっているのが現状である。ただし、法定雇用率未達成企業 38,088 社のうち、
不足数が 0.5 人または１人である企業（1 人不足企業）が 64.6％、障害者を１人も雇用して
いない企業（0 人雇用企業）が 63.9％と、6 割以上の企業においては 1 人の障害者を雇用す
                                                  
100 「重度障害者等通勤対策助成金のごあんない」 
<http://www.jeed.or.jp/disability/employer/subsidy/sub01_commutation.html> (2011/10/20 最終アク
セス) 
101 実雇用率は、基本的に（障害者である常時雇用労働者数）÷（企業全体の常時雇用労働者数）
によって求められる。ただし重度障害者は 2 人分、短時間労働者は 0.5 人分としてカウントされ
る。 
102 厚生労働省「平成 22 年 障害者雇用状況の集計結果（平成 22 年 6 月 1 日現在）」 
<http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r9852000000v2v6-img/2r9852000000v2wn.pdf> (2011/10/20 最
終アクセス) 
103 法定雇用率は、「障害者の雇用の促進等に関する法律」に基づき義務付けられている障害者
雇用率で、一般の民間企業（常用労働者数 56 人以上規模の企業）では 1.8%となっている。未達
成の企業には罰金の支払い義務が生じるが、多くの企業が障害者を雇用せず、罰金の支払いで済
ませていることが問題視されている。 
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ることに高いハードルが存在することが示唆されている。 
 
 
図 7-1 障害者の実雇用率と法定雇用率達成企業の割合 
出典：厚生労働省「平成 22 年 障害者雇用状況の集計結果（平成 22 年 6 月 1 日現在）」 
 
 こうした法定雇用率の未達成、法定雇用率達成企業の割合の低迷を受けて、様々な障害
者雇用促進政策が講じられている。本章では、障害者雇用分野におけるテレワーク活用の
制度として創設された在宅就業障害者支援制度に着目し、その課題について論じることを
目的とする。 
 
7.2. 在宅就業障害者支援制度の概要及び仮説 
 2006 年の障害者雇用促進法104の改正の際に、自営型のテレワークを活用した「在宅就業
障害者支援制度」が創設された。制度の概要は図 7-2 に示しているが、在宅就業の障害者に
業務を発注した企業に対し、条件を満たせば支援金が支払われるという制度である。企業
が直接発注するケースと、在宅就業障害者の支援を行う在宅就業支援団体が間に入って発
注するケースの 2 通りがあるが、多くの場合後者が選択される。ただし、企業が直接発注
した場合であっても、雇用という形態がとられているわけではないため、企業の実雇用率
には反映されない。 
 
                                                  
104 「障害者の雇用の促進等に関する法律」 
< http://law.e-gov.go.jp/htmldata/S35/S35HO123.html > (2011/10/20 最終アクセス) 
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図 7-2 在宅就業障害者支援制度の概要 
出典 「在宅就業障害者に対する支援」を参考に筆者作成 
 
在宅就業支援団体は厚生労働大臣による登録105が必要となっており、現在全国で 16 団体
が登録されている106。しかし、制度開始から 3 年が経過しても在宅就業支援団体は増えて
おらず、一部の団体に至っては登録を更新していない。また、表 2-12 で示したように、当
該制度の利用は制度開始から 3 年間で 13 件と伸び悩んでいる。 
 このように在宅就業障害者支援制度は、障害者雇用分野におけるテレワークの活用とい
った当初の期待に応えられないでいる。しかし、当該制度にフォーカスした先行研究はほ
とんど存在せず、「社会福祉法人東京コロニー」と「特定非営利活動法人バーチャルメディ
ア工房ぎふ」において在宅就業をテーマとした報告書が発行されている程度である。そこ
で本研究では、当該制度低迷の理由として以下の 3 つの仮説を設定し、当該制度の担い手
である在宅就業支援団体へのインタビュー調査を通じて、検証を行うこととする。 
 
仮説 1：企業の実雇用率に反映されない 
図 7-1 で示されたとおり、企業の実雇用率が低迷している状況においては、実雇用率に反映
                                                  
105 在宅就業団体への登録に際しては、以下の 4 点を満たす必要がある。 
・在宅就業障害者に対して、就業機会の確保・提供のほか、職業講習、就職支援等の援助を行っ
ている法人であること 
・常時 10 人以上の在宅就業障害者に対して継続的に支援を行うこと 
・障害者の在宅就業に関して知識及び経験を有する３人以上の者を置くこと（うち１人は専任の
管理者とすること） 
・在宅就業支援を行うために必要な施設及び設備を有すること 
106 在宅就業支援団体の登録状況については、以下より確認できる。 
「障害者の在宅就業支援ホームページ」<http://www.challenge.jeed.or.jp/ > (2011/10/20 最終アク
セス) 
特例調整金・特例報奨金の支給
企業
在宅就業支援団体
在宅就業障害者
発注
発注
発注 支援
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されない当該制度の活用につながらないことが考えられる。逆に、みなし雇用制度107のよ
うな形態で企業の実雇用率に反映されるのであれば、活用が進むのではないだろうか。 
 
仮説 2：在宅就業支援団体に対するメリットが見受けられない 
在宅就業障害者には仕事の受注が増えるメリットがあり、発注側の企業にとっては特例調
整金・特例報奨金といった金銭的なメリットがあるが、間に入る在宅就業支援団体へのメ
リットが存在しない。明示的なメリットがないままに受発注が増えてしまうことは、事務
作業の増大などによって在宅就業支援団体のデメリットに転じてしまう恐れがあるため、
当該制度活用のモチベーションを低下させているのではないか。 
 
仮説 3：特例調整金支給の条件が厳しい 
特例調整金支給の条件は年間発注総額 105 万円以上と決して低くない。佐藤彰男（2008）
が在宅ワーカーに実施した調査では、対象の 174 名の一ヶ月間の平均賃金は 6 万 7711 円で
あり、この数字を単純に一年換算にしても 81 万 2532 円と基準の 105 万円には 20 万円以上
も及ばない。このことからも大部分の在宅ワーカーがこの基準に達しないことが読み取れ
る108。そのため、そもそも当該制度に申請できる層が限られているのではないだろうか。 
 
 一方で、代替仮説としては、そもそも障害者にとって在宅勤務が魅力的ではなく職場に
通うことに意義を見出している、もしくは、そもそも在宅勤務を実施できるような環境に
ある障害者の絶対数が多くないといったことが考えられる。前者は Hochschild（1997）が専
門職の女性社員が必ずしもパートタイム勤務や在宅ワーク（テレワーク）といったものを
選択しないことから提起した論点であり、後者は佐藤彰男（2006）が従来の障害者雇用に
関する調査から導出した論点である109。 
 3 章では、これらの問題意識を元に、在宅就業支援団体にインタビュー調査を行った結果
について取り上げる。 
 
7.3. インタビュー調査概要 
筆者は在宅就業支援団体 6 団体に 1 時間から 2 時間程度のインタビュー調査を行った。
                                                  
107 みなし雇用制度とは、本制度を利用して在宅就業障害者に業務を発注した企業に対して、一
定額以上の発注をした場合に実雇用率に算定するというものである。みなし雇用制度が適用され
れば、1 人不足企業において「雇用」と「納付金の支払い」に加えて、「みなし雇用制度による
業務発注」という選択肢を与えることができる。それにより、障害者雇用のノウハウがない企業
や施設面の問題から障害者を雇用することが困難な企業においても法定雇用率の達成を期待す
ることができるようになる。一方で、安易なみなし雇用制度の適用に対しては、本来あるべき雇
用を減らしてしまうのではないかという懸念が存在する。ノーマライゼーションの観点からも、
業務発注によって法定雇用率が達成される状況が望ましいかについては議論が残る。 
108 佐藤彰男（2008）p.128 
109 佐藤彰男（2006）pp.60-69 
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インタビュー対象の選定にあたっては、在宅就業支援団体 16 団体のうち関東圏の団体と関
東圏以外の団体が 3 団体ずつとなるようにした。交通網の発展の違いや文化の違いを考慮
したことが主な理由である。加えて、登録されている在宅就業支援団体 16 団体（2009 年 8
月 21 日現在）の内訳は「特定非営利活動法人：7」、「社会福祉法人：7」、「株式会社：2」
となっているため、インタビュー対象の割合も一致するように調整した。なお、株式会社
研進を除いては、主な業務に情報通信技術の活用が関係している。インタビューは 2010 年
3 月に関東圏の団体を対象に実施し、9、10 月に関東圏以外の団体にも拡大して実施した。
日程と対象は表 7-2 の通りである。 
なお、インタビュー調査は半構造化インタビューの形態で実施した。半構造化インタビ
ューとは、事前に大まかな質問を準備した上でインタビューにより細部を掘り下げていく
質的調査手法であり、本研究では在宅就業支援団体の個別の状況から共通点や差異を導く
ために採用した。主な質問項目として、「団体の概要及び在宅就業支援団体への登録の経緯」、
「みなし雇用制度に関する意見」、「在宅就業支援団体のメリット・デメリット」、「障害者
雇用促進政策全般に対する問題意識」の 4 つを設定した。 
仮説の採否については、「みなし雇用制度」導入への賛成（仮説 1）、「在宅就業支援団体
のメリット」の否定（仮説 2）、「在宅就業支援団体のデメリット」として特例調整金支給の
条件が挙がる（仮説 3）という 3 点において、概ね一致が見られるかという点を採択／棄却
の判断基準とした。このような基準の設定は恣意性を完全に排除できない懸念があるが、
いずれの論点も仮説と整合的であり、制度の利用低迷の原因として因果関係が成り立つも
のである。逆に、一致した見解が得られない場合には、背後により複雑な要因があるもの
と考えられるため、本調査を通じて新たな仮説を見出す必要があると言える110。 
 
表 7-2：インタビュー調査の日程と対象 
団体名 主な業務 所在地 実施日 
株式会社研進 自動車部品組立加工 神奈川県 2010 年 3 月 9 日 
特定非営利活動法人 
トライアングル西千葉 
・テープ起こし 
・マッサージ・針・灸 
千葉県 2010 年 3 月 19 日 
社会福祉法人東京コロニー 
 
Webコンテンツの企画、
制作及び運営 
東京都 2010 年 3 月 26 日 
特定非営利活動法人 
福祉のまちづくり市民ネット
ワーク 
・ホームページ作成及
び更新 
・名刺作成 
静岡県 2010 年 9 月 28 日 
特定非営利活動法人 
バーチャルメディア工房ぎふ 
・電算入力・記録作成 
・各種印刷物の製作 
岐阜県 2010 年 10 月 21 日 
                                                  
110 定性データ分析における手法としては、Glaser & Strauss（1996）や佐藤郁哉（2006）などが
あるが、本研究では仮説と論理整合的な回答が得られるかという点のみに着目した。 
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大阪市職業リハビリテーショ
ンセンター 
・Web サイト制作業務 
・DTP 業務 
大阪府 2010 年 10 月 22 日 
 
以下、インタビュー調査により得られた知見を 4 つの論点で整理する。なお、インタビ
ュー結果の詳細については、付録 D として掲載している。 
 
7.4. インタビュー調査の論点整理 
 
7.4.1. 在宅就業支援団体への登録の経緯 
 在宅就業支援団体への登録の経緯については、「同様の活動を行っていた」、「就労支援の
一環」という 2 つの理由に大別された。前者は、もともとの活動において企業と障害者と
の間に入りコーディネーションの役割を果たしていたことから、制度の趣旨と合致してい
たことが決め手となっている。後者については、IT の講習会等を行っていた団体が、就職
が困難であった障害者の一時的なつなぎとして在宅就業事業を開始したケースが多い。 
 制度の発足当初（2006 年 5 月 26 日）から登録していたのは、「トライアングル西千葉」
「社会福祉法人東京コロニー」、「バーチャルメディア工房ぎふ」の 3 団体であり、「重度障
害者在宅就業推進事業」の委託先団体であることが共通している。また、「研進」について
は、2007 年 5 月に福祉施設や小規模作業所が制度の対象となったことを受けて登録に至っ
ている。 
 
表 7-3：在宅就業支援団体への登録の経緯 
団体名 登録の経緯 登録日 
株式会社研進 ・同様の活動を行っていたため 2008 年 4 月 1 日 
特定非営利活動法人 
トライアングル西千葉 
・就労支援の一環として 2006 年 5 月 26 日 
社会福祉法人東京コロニー 
 
・同様の活動を行っていたため 
・就労支援の一環として 
2006 年 5 月 26 日 
特定非営利活動法人 
福祉のまちづくり市民ネット
ワーク 
・就労支援の一環として 2007 年 12 月 3 日 
特定非営利活動法人 
バーチャルメディア工房ぎふ 
・同様の活動を行っていたため 
・就労支援の一環として 
2006 年 5 月 26 日 
大阪市職業リハビリテーショ
ンセンター 
・同様の活動を行っていたため 
・就労支援の一環として 
2006 年 7 月 14 日 
 
7.4.2. みなし雇用制度に関する意見 
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 みなし雇用制度に関しては、概ね賛成の様相を呈していたが、「在宅就業障害者支援制度
の枠内に留めるべきか」、「発注と雇用のどちらを優先すべきか」という点で意見が分かれ
た。前者については、みなし雇用制度の適用自体を問題視していたわけではないが、在宅
就業障害者支援制度に留まらず、障害者雇用促進政策全般の見直しを強調する意見であっ
た。後者では、主に発注面におけるみなし雇用制度のメリットは認めつつも、雇用を促進
する立場から「第一に雇用があるべき」という声が聞かれた。一方で、みなし雇用制度か
ら企業との接点が生まれることによって実雇用においてもプラスの影響があるという意見
もあった。また、特に重度障害者に対する配慮を求める意見も複数あった。 
 現状では、「正規雇用」と「在宅勤務」の選択肢しかない中で、「正規雇用」、「支援付き
雇用」、「在宅勤務（みなし雇用）」と障害の程度に合わせて段階的に選択できるようになる
ことが一つの理想形であると考えられる。そこに至るまでに越えるべきハードルは多いが、
未だに半数以上の企業が法定雇用率を達成できていない現状を鑑みるに、まずはどんなか
たちであれ法定雇用率を順守するという空気を醸成することが肝要である。その上で、弊
害が生じるようであれば、重度障害者への一定程度の発注を義務化するなど、その都度対
応していくことが一つのアプローチとして考えられる。 
 
表 7-4：みなし雇用制度に関する意見 
団体名 意見 
株式会社研進 ・積極的に導入すべき 
・まずは発注を増やすことが重要である 
特定非営利活動法人 
トライアングル西千葉 
・中小企業の法定雇用率達成企業の割合が改善される可能
性がある 
・企業側にノウハウがないことが課題である 
社会福祉法人東京コロニー 
 
・在宅に限らず福祉施設などに発注したものをみなし雇用
として算定すべき 
・みなし雇用制度の前に支援付き雇用を目指すべき 
特定非営利活動法人 
福祉のまちづくり市民ネット
ワーク 
・雇用にあたっての不確実性を減らすことで、実雇用にプ
ラスの影響を期待できる 
・在宅でしか仕事ができない人に対しては自立するための
別の仕組みが必要である 
特定非営利活動法人 
バーチャルメディア工房ぎふ 
・選択肢の一つとしてあり得るが、その際には重度障害者
が対象に含まれるような配慮が必要である 
・戦力を安定して確保できるかが団体側の課題になる 
大阪市職業リハビリテーショ
ンセンター 
・障害の有無に関わらず雇用されることが重要である 
・企業が雇用できないところをフォローできれば、雇用率
や助成金といった面でインセンティブを与えても良い 
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7.4.3. 在宅就業支援団体のメリット・デメリット 
 在宅就業支援団体のメリットについては、一切肯定的な意見は聞かれなかった。このこ
とは、在宅就業支援団体が増えていないことや、更新時に登録を解消する団体が存在して
いることからも整合的である。それでも在宅就業支援団体として登録している理由につい
ては、制度に携わりながら少しでも制度を良くしていくためという意見が多かった。 
それに対して、デメリットとしては「事務作業の煩雑さ」と「適用条件の厳しさ」が主
に挙げられていた。特に、「事務作業の煩雑さ」については在宅就業支援団体に限らず、企
業側にとっても負担となっていることが言及されており、制度が活用されない一因となっ
ていることがわかる。本来的な制度の意図としては、企業へのインセンティブを与えるこ
とにより受注を増やし、講習やトレーニングによって中間団体が回収するモデルであった
と考えられるものの、企業側にとっても適用のハードルが高く、むしろ煩雑な書類作業が
ディスインセンティブになっているのが現状である。 
 最終的には本制度に何を期待するかに拠るが、モデル事業のように相談活動や人材育成、
企業及び社会への啓発活動という部分を評価の対象に加えるなどして、少なくとも福祉施
設と同程度の支援はあっても違和感がないように考えられる。いずれにしても、在宅就業
支援団体の施設において車椅子専用のトイレがないなどという状況は改められなければな
らないだろう。 
 
表 7-5：在宅就業支援団体のメリット・デメリット 
団体名 メリット デメリット 
株式会社研進 ・ない ・事務が煩雑過ぎて、見返りも少
ない 
・在宅で 105 万円というのは企業
側にとってもハードルが高い 
特定非営利活動法人 
トライアングル西千葉 
・正直ない ・手間隙と金額が見合っていない
社会福祉法人東京コロニー 
 
・何のメリットもない ・在宅就業支援団体に負担がかか
っている 
特定非営利活動法人 
福祉のまちづくり市民ネット
ワーク 
・メリットが感じられ
てない 
・細かい書類の作成が負担となっ
ている 
特定非営利活動法人 
バーチャルメディア工房ぎふ 
・期待していたほどメ
リットはない 
・100 万円以上の年間の仕事とい
うのはほとんどない 
・手続きだけで大量の書類を提出
しなければならない 
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大阪市職業リハビリテーショ
ンセンター 
・ない ・年間発注総額が 105 万円以上と
なっており、書類作業もかなり
煩雑になっている 
 
7.4.4. 障害者雇用促進政策全般に対する問題意識 
 挙げられた問題意識は多岐にわたるが、在宅就業障害者支援制度に関するところでは、
問い合わせの対応における困難さが散見された。「在宅就業支援団体」という名称を掲げて
いても福祉施設での就労に特化しているため通常の在宅勤務の対応ができない団体や、そ
もそも在宅就業可能な業務が少ないために新規のニーズに対応できない団体、3 障害の区分
が不明瞭なために専門外の問い合わせに対応ができない団体など、事情はそれぞれであっ
たが、在宅就業支援団体のデメリットにもなりかねない点であり、制度の名称変更などを
含めて各団体の対応可能な範囲をはっきりとさせることが必要だろう。なお、テープ起こ
しやデザイン、翻訳等の一定程度の作業が個人で完結する業務は在宅就業との親和性が高
いものの発注の絶対量が少ないことが指摘されており、年間発注総額の見直しやハート購
入制度のような仕組みが拡大することにより改善が期待される。 
 また、雇用と福祉就労の賃金格差についても指摘がなされていた。就労継続支援 B 型で
は平均賃金が 1 万～2 万円ととても自立できるような額ではなく、このことが雇用という形
態を重視させる一助になっていると考えられる。あるべき制度の姿として、障害者年金と
作業工賃を合わせて 15 万円～20 万円程度の収入を挙げる団体が多く、この金額を達成でき
るような制度設計が望まれる。どのような施策を行うにしても財源は必要となるが、法定
雇用率未達成企業の罰金（障害者雇用納付金111）の使途が不明瞭であるという指摘もあっ
た。 
 
表 7-6：障害者雇用促進政策全般に対する問題意識 
団体名 問題意識 
株式会社研進 ・在宅就業の人に対する制度と施設利用の人に対する制度
を作り分けしてもいいのではないか 
・在宅就業支援団体に登録しているため相談の電話がくる
が、在宅の就業支援はできない。 
特定非営利活動法人 
トライアングル西千葉 
・障害者年金と作業工賃を合わせて自立できるような経済
的な補償が必要である 
・身分保障という観点からどういう形態での雇用形態が望
ましいのかを検討すべき 
社会福祉法人東京コロニー ・福祉就労が労働から切り離されていて、働いているのに
                                                  
111 法定雇用率（1.8%）未達成の事業主は、法定雇用障害者数に不足する障害者数に応じて 1 人
につき月額 50,000 円の障害者雇用納付金を納付しなければならないこととされている。 
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 労働者とみなされないという現状がある 
・テレワークを活用するのであれば、福祉就労の施設で施
設外支援というルートを作ることも考えられる 
特定非営利活動法人 
福祉のまちづくり市民ネット
ワーク 
・法定雇用率未達成企業の罰金の用途が不明瞭であるの
で、内訳まで公表することが必要ではないか 
特定非営利活動法人 
バーチャルメディア工房ぎふ 
・在宅就業支援団体を含め、企業の相談窓口が複雑になっ
ている 
・専門外の相談や問い合わせが増えており、対応できない
大阪市職業リハビリテーショ
ンセンター 
・在宅の仕事をしたいという問い合わせがあるが、仕事が
回ってこないためなかなかニーズに対応できない 
 
7.5. 仮説の検討及び考察 
 本研究における仮説（在宅就業障害者支援制度利用の低迷の問題点）は、インタビュー
調査を通じて以下のように検証された。 
 
仮説 1：企業の実雇用率に反映されない 
 みなし雇用制度が導入され、企業の実雇用率に反映されれば当該制度の活用は進むもの
と考えられるという点で意見は一致していた112。ただし、単純な賛成意見だけでなく、重
度障害者の仕事を奪ってしまう懸念と十分なフォローの必要性も示された。 
 
仮説 2：在宅就業支援団体に対するメリットが見受けられない 
「在宅就業支援団体のメリット」については、対象のすべての団体において肯定意見は
聞かれなかった。企業へのインセンティブを与えることにより受注を増やし、IT 講習やト
レーニングによって在宅就業支援団体の利益を誘導するモデルであったと考えられるもの
の、現状では、在宅就業支援団体に対するデメリットのほうが大きく認識されていた。 
 
仮説 3：特例調整金支給の条件が厳しい 
「適用条件の厳しさ」は明確に制度のデメリットとして挙げられていた。また、「適用条
件の厳しさ」だけでなく、事務作業の煩雑さも制度利用のディスインセンティブとして挙
げられていた。 
 
 上記より、仮説と論理整合的な結果が得られたため、本研究の 3 つの仮説はいずれも採
択できる。 
                                                  
112 ただし、実際にみなし雇用制度の導入によってどの程度活用が進むかについては不明瞭であ
り、費用と便益の観点からの検証が必要とされる。 
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なお、代替仮説として挙げられた、「そもそも障害者にとって在宅勤務が魅力的ではなく
職場に通うことに意義を見出している」という点に対しては、雇用と福祉就労の賃金格差
の問題から雇用という形態を重視する姿勢は見られたものの、在宅勤務への需要は依然と
して存在しており、発注を増やすような取り組みが希求されていることが反論として挙げ
られた。また、「そもそも在宅勤務を実施できるような環境にある障害者の絶対数が多くな
い」という点には、IT 講習やトレーニングによって在宅勤務が可能となった障害者に対し
ても十分な仕事の斡旋が困難であることが反例として示された。ただし、今回の調査は在
宅就業支援団体の担当者に対して実施したものであり、障害者自身の選好を踏まえていな
いため、厳密に代替仮説を棄却することができない点には留意が必要である。しかし、当
初の仮説に否定的な結果が得られなかったことから代替仮説の採択には至らないと判断し
た。 
 現行の制度は 2006 年の障害者雇用促進法の改正の際に創設されたものであるが、その理
念は平成 14 年に策定された障害者基本計画に見ることができる。ここでは「在宅就業を行
う障害者等に仕事を発注した企業に対して、特例調整金等を支給する制度を創設する」と
いうことがはっきりと明記されている。しかし、当時から制度の対象や運営主体が明確に
なっていたわけではなく、実際の在宅就業支援団体の一部は「重度障害者在宅就業推進事
業」や「重度障害者在宅就労促進特別事業（バーチャル工房支援事業）」と重複することと
なった。このことが、対象の不明瞭さやメリットの乏しさ等の現時点における問題につな
がっているものと考えられる113。 
 
7.6. 企業の障害者雇用と「社会的ジレンマ」 
 そもそも、企業への障害者雇用の義務付けは、「社会的ジレンマ」の問題への対応として
捉えることができる114。「社会的ジレンマ」とは、個人の合理的な意思決定と社会的に望ま
しい状態が乖離する状況のことであり、環境問題やごみ問題、交通問題などが具体的な事
例として挙げられる。もっとも著名な例は、Hardin（1968）が提唱した「共有地の悲劇」と
いう事例であり、各々の羊飼いが自己の利益最大化を求めて余分に羊を飼うことによって
共有地が荒れ果ててしまい、適切な管理下での利益を下回ってしまうことが示されている。
このようなストーリーを障害者雇用の事例に当てはめると以下のようになる。 
 
                                                  
113 例えば、「重度障害者在宅就業推進事業」と「重度障害者在宅就労促進特別事業（バーチャ
ル工房支援事業）」では対象は重度障害者に限定されるが、「在宅就業障害者支援制度」ではそ
のような制限はなされていない。また、「重度障害者在宅就業推進事業」と「重度障害者在宅就
労促進特別事業（バーチャル工房支援事業）」では支援団体に対する金銭的な補助がメリットと
して認識されていたが、「在宅就業障害者支援制度」には支援団体に対する直接の金銭的な支援
はない。 
114 なお、利得表の読み方や個々のゲーム関する解説は補論に掲載している。 
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各企業が障害者を雇用するならば障害者の生活は安定し、追加の社会保障費用を必要とし
ない。一方で、各企業が障害者を雇用しないのであれば、障害者の生活が不安定となるた
め、追加の社会保障費用が必要となる。 
 
一見すると追加の社会保障費用が企業の利得に影響を与えることはないように思われる
が、現実には社会保障費用の増大は企業への税負担の増加というかたちで顕在化する。仮
に、企業への負担増が見送られたとしても、国民負担の増大は避けられず、消費者の可処
分所得低下の結果として企業の利得に負の影響を与えることが予想される。このような状
況下では、個々の企業にとって積極的に障害者を雇用するインセンティブは存在しないも
のの、個々の企業が合理的な判断の下に障害者を雇用しないため追加の社会保障費用が必
要となり、結果として個々の企業が雇用した場合よりも利得を下げてしまうこととなる。 
Dawes（1980）は、「社会的ジレンマ」を「N 人囚人のジレンマ」として定義している。「N
人囚人のジレンマ」では、各々のプレイヤーは「協力」と「非協力」のいずれかを選択す
る。そして、プレイヤーの利得は「協力」を選んだプレイヤーが N 人中何人いるかによっ
て決定される。ただし、「非協力」を選んだプレイヤーの利得は「協力」を選んだプレイヤ
ーの利得を必ず上回る。こうした条件が成り立つ場合には、全員が「非協力」を選択し、
各プレイヤーの利得は全員が「協力」を選んだ場合を下回ってしまう。「2 人囚人のジレン
マ」では、（無限回の）繰り返しがある場合には、「応報戦略」を用いることによって両方
のプレイヤーが「協力」を選択することが証明されている115。しかし、「N 人囚人のジレン
マ」においては、「応報戦略」は必ずしも有効に機能せず、逆効果となる可能性すらある116。
山岸（1991）は、「三人以上の集団における社会的ジレンマ、とくにある程度以上のサイズ
の集団においては、選択的誘因（協力に対する報酬ないし非協力に対する罰）を用いるな
どの方法によって非協力の誘惑をなくすか、自己利益追求以外の社会的動機や社会規範と
いった、社会的ジレンマ状況そのものにとっては外的な要因の助けを借りる必要がある」
としている117。 
Olson（1965）は、合理的行為者モデルを用いて、集団の規模が大きくなるに従い、集団
の目標が実現されにくくなることを提起している。これは「オルソン問題」もしくは、「フ
リーライダー（ただ乗り）問題」として知られている。木村（1991）は「オルソン問題」
を批判的に再検討し、「競合的で供給量が貢献者数に比例する集合財で、一人あたりの費用
が一定の場合」において、「オルソン問題」が成り立つことを示している118119。企業への障
                                                  
115 有限回の繰り返しの場合には、途中まで「協力」を選択し、最後の回において「非協力」を
選択することがプレイヤーの最適戦略となる。 
116 山岸（1989）によって指摘されている。 
117 山岸（1991）p.234 
118 木村（1991）p.195 
119 オルソン問題については、木村（2002）によってより詳細に検討されている。 
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害者雇用の義務付けはまさにこの条件を満たしており、「オルソン問題」が発生する余地が
あることがわかる120。 
 上記の説明をまとめると、次のようになる。企業における障害者雇用は、「社会的ジレン
マ（N 人囚人のジレンマ）」の構造を有しており、それゆえ法定雇用率による義務付けが正
当化される121。ただし、現行の法定雇用率制度は事実上の違法状態が長らく続いており、
選択的誘因にはなり得ていない。また、「オルソン問題」が示すように、集団の規模（対象
の企業数）が大きくなるに従い、フリーライダー（ただ乗り）の増加が予想され、集団の
目標（法定雇用率の達成）が実現されにくくなる。これは、半分超の企業が法定雇用率を
達成できていない現状と概ね一致するものである。 
 
7.7. ルール・ゲームから見たテレワークによる障害者雇用の効果 
 武藤（2005b）は、よりメタな視点から社会的ジレンマを捉えるため、2 人のプレイヤー
がルールから「逸脱しない」と「逸脱する」という 2 つの戦略を持つルール・ゲームを表
7-7 のように設定し、以下の 3 つの公理を挙げている。 
 
表 7-7 ルール・ゲーム 
 
  公理 1：x > w  （互いに逸脱するよりは、互いに逸脱しない方が良い） 
公理 2：x > y, z>w （相手には逸脱しないでほしい） 
公理 3：w > y  （相手が逸脱するのであれば、自分も逸脱する） 
 
 武藤（2005b）は、以上の 3 つの公理を満たすゲームについて、両プレイヤーが対称な場
合、以下の 2 つのゲームのどちらかに集約されることを指摘している。x > z > w > y の場合
                                                  
120 障害者を雇用する企業の数によって企業全体が負担する社会保障費用（税金）が変化するた
め、競合性を有していると言える。また、障害者の法定雇用率が定められているため、一企業あ
たりの費用は一定であると仮定できる。 
121 現状の法定雇用率が必ずしも強制力を有していないことから、選択的誘因の面よりも、社会
規範の面が強いものと考えられる。なお、罰金（障害者雇用調整金）を大幅に引き上げることで
「社会的ジレンマ」の解消自体は可能であるが、企業経営への負の影響、障害者の雇用環境への
不安等の問題が新たに生じてしまうことになる。 
B
A
逸脱しない 逸脱する
逸脱しない （x, x） （ｙ, ｚ）
逸脱する （z, ｙ） （w, w）
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には表 7-8 となり、z > x > w > y の場合には表 7-9 となる。表 7-8 は「信頼ゲーム」、表 7-9
は「囚人のジレンマ」と呼ばれるゲームである。 
 
   表 7-8 信頼ゲーム122         表 7-9 囚人の（社会的）ジレンマ 
 
 両ゲームの違いは、x と z のどちらのパラメータが大きいか、すなわち、相手が逸脱しな
い場合に、「逸脱しない」と「逸脱する」のどちらの利得が高くなるかという点である。こ
れは、障害者雇用の文脈においては、「法定雇用率未達成による罰金＋評判の低下」と「障
害者雇用における追加の（人的・施設的）コスト」の比較とも捉えることができる123。テ
レワークの活用がｘ障害者の就業促進に与える効果は主に「障害者雇用における追加の（人
的・施設的）コスト」を減少させるところにあり、ルール・ゲームからのメタな視点では、
「囚人の（社会的）ジレンマ」から「信頼ゲーム」への転換という意味を持つのである。
なお、ルール・ゲームにおける利得の変化の要因と課題等については、表 7-10 の通りとな
る。 
 
表 7-10 ルール・ゲームにおける利得の変化の要因と課題  
具体的な対応 ルール・ゲーム 
における効果 
課題等 
罰金の増額 ｗとｚの上方シフト ・企業の経営への悪影響 
・雇用環境の悪化の懸念 
評判の低下 ｗとｚの上方シフト ・実現性への疑問124 
雇用コストの削減 
（テレワークの採用） 
ｘとｙの上方シフト ・テレワークの実施における課題 
 
                                                  
122 信頼ゲームはコーディネーション・ゲームと同様のゲームの構造を有している。 
123 多くの企業がルールから逸脱しない場合には、ルールから逸脱するコスト（「法定雇用率未
達成による罰金＋評判の低下」）は高くなる。一方で、ルールから逸脱しないコスト（「障害者
雇用における追加の（人的・施設的）コスト」）が高い場合には、ルールからの逸脱の誘因が大
きくなる。 
124 長江（2005）は大阪労働局が障害者雇用状況を公表した企業を対象にイベントスタディ法を
用いて分析し、障害者法定雇用率を達成した企業の株式市場収益率は下落し, 逆に未達成企業で
上昇したと結論付けている。 
B
A
逸脱しない 逸脱する
逸脱しない （4, 4） （1, 3）
逸脱する （3, 1） （2, 2）
B
A
逸脱しない 逸脱する
逸脱しない （3, 3） （1, 4）
逸脱する （4, 1） （2, 2）
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 山岸（1991）はコンピューターシミュレーションの結果から、非協力者（逸脱者）に対
する相互サンクション（機械的連帯にもとづくある程度の抑止的刑罰）が「限界質量」125を
越えるだけ存在すれば、「N 人信頼ゲーム」における相互協力の達成が可能であることを示
している126。このような傾向は「社会的ジレンマ（N 人囚人のジレンマ）」では見られない
ものである。このことは、テレワークの促進による雇用コストの削減が、メタな視点での
ゲーム構造の変化をもたらし、抑止的刑罰の有効性を高めるものであることを示している。 
 現行の在宅就業障害者支援制度は、障害者の法定雇用率とは直接の関係がなく、それゆ
えに制度利用のインセンティブが極端に不足している。また、企業が直接障害者を雇用す
るケースにおいても、第 6 章で見たように依然としてボトルネックとなる阻害要因が強く
残っている。しかし、障害者雇用分野における企業テレワークが潜在的に抱える可能性は
大きなものであり、当該制度の利用を通して法定雇用率達成企業を増やすことができれば、
雇用コストの削減による「囚人の（社会的）ジレンマ」から「信頼ゲーム」への転換、及
び、法定雇用率達成企業の増加による「限界質量」の突破という 2 つの効果が期待される。
その結果、各企業のルールからの逸脱を防ぐことができる。 
 なお、みなし雇用制度導入における企業行動の変化は表 7-11 に示している。発注の増加
や法定雇用率達成企業の増加が、雇用の減少分を補うことができるかが制度を評価する上
でのポイントとなる。 
 
表 7-11 みなし雇用制度導入における企業行動の変化 
企業における選好 現行制度 みなし雇用制度 結果 
雇用＞発注＞罰金 雇用 雇用 変わらず、法定雇用率達成 
雇用＞罰金＞発注 雇用 雇用 変わらず、法定雇用率達成 
発注＞雇用＞罰金 雇用 発注 法定雇用率達成（ただし、雇用減少）
発注＞罰金＞雇用 罰金 発注 法定雇用率達成（発注増加） 
罰金＞発注＞雇用 罰金 罰金 法定雇用率未達成 
罰金＞雇用＞発注 罰金 罰金 法定雇用率未達成 
 
7.8. まとめ 
 本章では、長期に亘るテレワークの推進にも関わらず、法定雇用率達成企業の割合が半
数を割っていることや在宅就業障害者支援制度の利用が低迷していることから、期待され
る効果と実態に乖離があることを問題意識として、在宅就業障害者支援団体を対象とした
インタビュー調査を実施した。その結果、仮説として掲げた「企業の実雇用率に反映され
                                                  
125 第 6 章におけるスイッチング・シグナルと同様に、2 つの均衡のどちらに収束するかを決定
づける要因である。武藤（2005a）はこの点を分水嶺（critical mass）と呼んでいる。 
126 山岸（1991）pp.253-254 
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ない」、「在宅就業支援団体に対するメリットが見受けられない」、「特例調整金支給の条件
が厳しい」といった 3 つの課題と概ね整合的な回答が得られた。そのため、現行制度を単
体として継続的に活用していくためには、上記の 3 点に配慮した施策が必要になると言え
る。 
 また、本章では、企業への障害者雇用の義務付けを「社会的ジレンマ」の問題として再
定義し、「集団の規模（対象の企業数）が大きくなるに従い、集団の目標（法定雇用率の達
成）が実現されにくくなる」という「オルソン問題」の構造を有していることを指摘した。
加えて、テレワークの効果がメタな視点では、「囚人の（社会的）ジレンマ」から「信頼ゲ
ーム」への転換という意味を持ち、在宅就業障害者支援制度にみなし雇用制度を適用すれ
ば、「ゲーム構造の転換」及び「限界質量の突破」という 2 つの付随的な効果が得られる可
能性があることについて言及した。 
 在宅就業障害者支援制度の利用低迷はすでに共有された問題意識であり、多くの点で在
宅就業支援団体の意見の一致が見られていたことからも、今後制度見直しの議論が高まっ
ていくことが予想される。在宅就業支援団体の多くが IT の講習会等を行っていたように、
情報通信技術の発展は障害者の就労支援に大きく貢献できるものである。本章で検証した
結果から、在宅就業障害者支援制度のインセンティブを正しく設定することで、テレワー
クが障害者雇用分野においても大きな力を発揮することが期待される。 
 
 
  
81 
 
第 8 章 本研究の結論 
 
8.1. 本研究の総括 
 本研究では、主として企業テレワークを調査対象とした。その理由として、多くの効果
が期待されながら、テレワーク人口が伸び悩んでいること、特に、効果が高いとされてい
る在宅勤務型のテレワークが微減傾向を示していること、障害者の就労拡大を企図した制
度の利用が低迷していることが挙げられる。先行研究では、個々の効果や阻害要因への言
及はあったものの、「導入・実施のボトルネックとなっている阻害要因」や「テレワークの
効果を期待して制定された制度の利用低迷の原因」については十分に明らかにされていな
かった。そのため、本研究では企業テレワークの課題として、ミクロな視点から前者を、
マクロな視点から後者を取り上げた。以下、各章の内容について簡単にまとめを与える。 
 第 1 章では、本研究の目的、本研究における新規性・独自性、本論文の構成を提示した。
情報通信技術の発展が私たちの生活を豊かに、快適なものにしていることは事実であるが、
こと労働分野においてはその波及効果が限定的であり、依然として多くの課題が存在して
いる。「未来型労働」として期待されたテレワークについて、ミクロとマクロのそれぞれか
ら課題を研究し、今後の促進策につなげていくことが本研究における主たる目的である。 
第 2 章は「テレワーク概論」として、テレワークがさまざまな働き方を包含した概念で
あることに触れ、先行研究を踏まえて本研究における定義・分類について整理した。加え
て、「テレワーク人口倍増アクションプラン」によって提起されている 8 つの意義・効果を
軸に、テレワークの類型別に期待される効果が異なること、社会的背景や技術の発展の度
合いに応じてテレワークが段階的な普及をしてきたことをまとめた。多くの効果が期待さ
れ、産官学を挙げて推進されながらも、「e-Japan 戦略Ⅱ」で掲げた「2010 年までに日本の
就業者人口の 2 割をテレワーカーとする」という目標が達成されなかったことから、導入・
実施にあたっての阻害要因が強固に存在することが示唆された。また、障害者雇用分野に
おいても、テレワークの活用を企図した制度の利用が低迷していることから、期待される
効果と実態が乖離しているものと考えられた。 
第 3 章では、テレワークの先行研究についてレビューを行い、上述の 8 つの意義・効果
に一定の根拠が存在することを示した。また、企業テレワークの導入・実施における課題
に関する先行研究を取り上げ、「情報セキュリティ」、「業績管理（労務管理）」、「コミュニ
ケーション」の 3 つの問題に着目した。障害者雇用分野においては、期待される効果と現
状が乖離していることについて言及されたものの、具体的な要因については明らかにされ
ていなかった。発注奨励の仕組みの必要性についても提起されていたが、実際に創設され
た制度の検討はなされていなかった。そのため、当該制度について取り上げることとした。 
第 4 章では、先進的にテレワークに取り組んでいる大企業において情報通信ツールが活
用されていることを背景に、中小企業と在宅ワーカーを対象とした調査から、「情報セキュ
リティ」と「コミュニケーション」面における情報通信ツールの活用状況について検討し
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た。その結果、必ずしも大規模な設備投資が必要とされているわけではなく、「情報セキュ
リティ」と「コミュニケーション」の課題が阻害要因のボトルネックとなっている可能性
は低いことが示された。 
第 5 章では、利用者を対象としたインタビュー調査及び記述式アンケート調査から、「テ
レワーク実施内容と実施頻度」、「テレワーク実施の効果と課題」、「情報セキュリティ意識
と情報セキュリティ確保の努力」、「対象範囲の拡大とそのために必要な施策」の 4 つの観
点についてまとめ、利点と課題をそれぞれ検討した。「情報セキュリティ」の課題について
は技術的な対応がなされていたが、「業績管理（労務管理）」については依然大きな問題と
して残っていた。また、利点については、「1 週間当たり 8 時間以上」という現在の狭義テ
レワーカーの定義に限定されない形態でテレワークが活用され得ることが示された。 
第 6 章では、第 4 章と第 5 章の調査から得られた知見を踏まえて、非技術的な要因であ
る「業績管理（労務管理）」の問題がテレワークの導入・実施の制約となるケースについて、
ゲーム理論におけるコーディネーション・ゲームとグローバル・ゲームという 2 つのゲー
ムを用いて説明した。コーディネーション・ゲームからは「良い均衡」と「悪い均衡」の 2
つの均衡が存在すること、グローバル・ゲームからは技術の発展が理想的（パレート最適）
な均衡を生み出したとしても、非技術的な阻害要因の水準が高い場合には、その均衡が選
ばれないことを示した。このような非技術的な阻害要因の水準の高さは、日本の雇用慣行
と密接に関係していると考えられる。 
第 7 章では、テレワークを活用した障害者の就労促進を意図して制定された「在宅就業
障害者支援制度」に着目し、当初の期待に反して制度が活用されない現状を問題意識とし
て、制度を担う「在宅就業支援団体」にインタビュー調査を実施した。結果から、「企業の
実雇用率に反映されない」、「在宅就業支援団体に対するメリットが見受けられない」、「特
例調整金支給の条件が厳しい」といった制度上の問題点が阻害要因となっていることが明
らかになった。また、企業への障害者雇用義務付けを「社会的ジレンマ」の問題として再
定義し、「在宅就業障害者支援制度」にみなし雇用制度を適用することで、大きな効果が得
られる可能性について指摘した。 
 
8.2. 本研究の結論 
 本研究から得られた知見は、以下の 3 点にまとめられる。 
 
・従来の先行研究によって指摘されているテレワークの阻害要因の多くは、技術の発展に
より現実的な対応が可能となっている。特に、情報セキュリティの問題については多く
の企業の懸念事項となっているが、大規模なシステム投資をせずとも、情報通信ツール
の活用により情報流出のリスクのほとんどを回避できる。 
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・情報通信技術の発展によって享受できる効果が高くても、非技術的な阻害要因によって、
理想的（パレート最適）な均衡が妨げられる。具体的なボトルネックとなっている阻害
要因として、日本的雇用慣行に裏打ちされた「業績管理」の問題が挙げられた。 
・障害者雇用分野の事例では、既存の制度の枠内において十分なインセンティブが提供さ
れていないことが、テレワーク推進によって障害者の就業機会拡大につながらない要因
だと考えられる。一方で、既存の制度を応用することで、大きな効果が期待されること
も同時に示された。 
 
 これらの知見を総合すると、現状の企業テレワークにおける課題は、ミクロな視点から
もマクロな視点からも「制度と技術の補完関係の重要性」という論点に帰着できる。これ
は一見何ら新規性がない結論のように考えられるが、個別の技術的に可能な阻害要因に対
応できたとしても、非技術的な制約がボトルネックとなることは、多くの阻害要因を同列
に論じてきた従来の先行研究とは異なる観点である。また、グローバル・ゲームの理論的
分析から、スイッチング・シグナルによって「良い均衡」と「悪い均衡」がそれぞれ導か
れることは、比較的見込まれる効果の少ないモバイルワーク型のテレワークが技術の発展
とともに自然に広がっており、一方で、見込まれる効果の多い在宅型のテレワークの導入・
実施が停滞している現状をうまく説明している。マクロな視点からのテレワークの課題に
ついては従来あまり指摘されて来なかったが、障害者の就業機会拡大が期待された「在宅
就業障害者支援制度」については、多くのインセンティブを欠いており、「発注される仕事
の量が少ない、仕事の単価が低い、その結果として在宅就業での収入が少ない」という課
題を克服できるものではなかった。このようなマクロな視点からのテレワーク推進におけ
るインセンティブの欠如は、障害者雇用の事例だけでなく、出生率の低迷、（特に男性の）
育児休暇取得率の低迷等にも見られるものである。 
 企業テレワークの課題に対して、ミクロの視点では「日本的雇用慣行」への対応が必要
であるということ、マクロの視点では「周辺制度のインセンティブの設定」が必要である
ということが本研究における結論である。 
 
表 8-1 本研究の結論 
 ミクロ視点 マクロ視点 
課題 個別企業における導入の停滞 障害者の就業機会拡大への影響力 
内容 阻害要因の検討による、ボトルネック
の特定 
「在宅就業障害者支援制度」を対象とした
制度の検討 
結果 「日本的雇用慣行」が最大のボトルネ
ックである可能性 
当該制度におけるインセンティブの欠如 
対策 「日本的雇用慣行」への対応 みなし雇用制度適用等のインセンティブ
の設定 
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8.3. 「テレワーク人口倍増アクションプラン」以降のテレワーク促進策 
 本研究で検討してきた課題は、主としてテレワーク人口倍増アクションプランの発表以
降の第四次テレワークブームの期間に当てはまるものである。表 2-7 で示したように、政府
における数値目標を掲げた施策は、「2010 年段階でのテレワーク人口を日本の就業人口の 2
割とする」とした「e-Japan 戦略Ⅱ」及び「テレワーク人口倍増アクションプラン」から、
「2015 年までに在宅型テレワーカーを倍増し、700 万人とする」という「i-Japan 戦略 2015」
に既に移行している。たしかに、在宅勤務型のテレワークは現在主流となっているモバイ
ルワーク型のテレワークに比して期待される効果が大きいものである。しかし、「2010 年段
階でのテレワーク人口を日本の就業人口の 2 割とする」という目標は達成されておらず、
その反省も現状では不十分である。本研究では、ミクロとマクロの両方の視点から企業テ
レワークの課題について検討したが、こうした課題の解決に取り組まないまま、新たに目
標の数値や対象だけ変えたとしても、同じ失敗を繰り返す公算が高い。 
 本研究では、最後に今後のテレワーク促進策として、2 つのアプローチを提案したい。 
 1 つ目は、本研究で明らかにされたような課題を克服するために、テレワーク人口そのも
のを目標値としないというアプローチである。このようなアプローチの根底には、テレワ
ークはあくまで問題解決のためのツールであり、テレワーク自体の推進を目標値として掲
げるよりも、むしろ、具体的な政策目標に対する数値目標を掲げて、その達成のためにテ
レワークを活用する方が有用だという考えがある。 
 従来のテレワーク促進策は、まずテレワークに期待される効果があり、そのためにテレ
ワークを推進し、政策課題を達成するという流れであった（図 8-1）。しかし、第 2 章及び
第 3 章で触れたようにテレワークによって期待される効果はテレワークの類型や外的環境
によって大いに左右される。そのような場合には、テレワークの効果が政策課題の達成に
直結されない。第 7 章における「在宅就業障害者支援制度」が多くのインセンティブを欠
いていたため利用が低迷し、結果として政策目的（障害者の就業機会拡大）を達成できな
かったのもこの例に該当するだろう。 
 
 
図 8-1 従来型のテレワーク促進モデル 
テレワーク
の効果
テレワーク
の推進
政策課題の
達成
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 そのため、図 8-2 のように、まず政策課題を具体化した上で、その目的を達成するための
手段の一つとしてテレワークを位置付け、他の手段と並列的にテレワークを扱うことによ
ってミクロ及びマクロの課題に対応し、テレワークに期待される効果から政策課題を達成
するというモデルを提唱したい。テレワークの導入・実施に成功している企業が導入・実
施の目的を具体化・明確化していることは従来の先行研究からも指摘されているが、政府
におけるテレワーク促進策においても、同じことが言えるだろう。まずテレワークの活用
によって達成したい事項についての数値目標を定め、周辺の制度との補完関係を考えると
いうアプローチがテレワークの効果を得る上でも近道ではないだろうか。 
 
 
図 8-2 本研究で提唱するテレワーク促進モデル 
 
 2 つ目は、現状の課題を所与のものとした上で、テレワークの活用を考えるというアプロ
ーチである。第 5 章において、利用者視点での利点として、補完的なテレワークであって
もワーク・ライフ・バランスの向上や業務の効率化が期待できることが示されたが、日本
的雇用慣行の存在を前提としたとしても、テレワークの効果を得ることはできる。特に、
モバイルワーク型のテレワークの採用が早くから行われていたことを勘案すると、企業に
十分なメリットを提示できるのであれば、比較的導入・実施は容易であると考えられる。 
 現在では、新型インフルエンザの流行や東日本大震災直後の交通網の混乱、夏の節電等
を経験して、BCP 目的でのテレワークが改めて注目されている。こうしたリスクマネジメ
ントの手段の一つとしてテレワークを導入することにより、付随的な効果も期待すること
ができる。ただし、このような目的でのテレワークの導入は、「1 週間あたり 8 時間以上」
という狭義テレワーカー（テレワーク人口）の定義には必ずしも反映されないため、「在宅
型テレワーカーを倍増し、700 万人とする」といった単純な数値目標ではなく、潜在的な
効果を測るような指標が求められる。 
 本研究では、主に現在の企業テレワークの課題についてフォーカスしたため、この 2 つ
のアプローチのどちらが効果的か、もしくは、実現可能かといった問いには満足のいく回
答を示すことはできない。しかし、ミクロ・マクロ両面の課題は依然として残っており、
政策課題の
具体化
手段の検討
（テレワーク）
政策課題の
達成
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テレワーク推進の目標の数値や対象だけ変えたとしても、目覚ましい効果を期待できない
ことは重ねて指摘しておきたい。 
 
8.4. 本研究における課題及び今後の研究 
 本研究における課題として、一部の企業や団体を対象にしたインタビュー調査及び記述
式アンケート調査から帰納的に課題を抽出し、議論を展開していることが挙げられる。先
行研究で採用している手法に準じているとは言え、やはり一部事例から得られた知見を一
般化することには困難が生じるだろう。特に、マクロの視点では、障害者雇用及び在宅就
業障害者支援制度といった単一の事例しか挙げられていないため、頑健性には課題がある。
また、在宅就業支援団体の担当者を対象とした調査のため、実際にテレワークを活用する
障害者や業務を発注する企業の見解とはずれが生じてしまう懸念があることも指摘してお
きたい。ただし、本研究では先行研究においてあまり取り上げてこられなかった対象にフ
ォーカスしており、その点では得られた研究結果は意義深いものであると考える。 
 第 2 章及び第 3 章で挙げたように、テレワークによって期待される効果は依然として大
きいものである。本研究においては、そのような効果が最大限に発揮される前提としての
「技術と制度の補完関係」の存在に言及したが、今後はそうした効果を発揮するために必
要とされる条件や最後に提起した今後の促進策への 2 つのアプローチについて仔細に検討
していきたい。 
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補論 ゲーム理論による分析について 
 本研究で採用したゲーム理論による分析について、以下補足的な説明を行う。なお、こ
こで用いる説明に際しては、武藤（2001）及び岡田（2008）を参考にした。 
 
戦略形ゲームにおける利得表の読み方 
 ゲーム理論の用語における「プレイヤー」とは、意思決定を行う主体を意味する。プレ
イヤーは必ずしも人間である必要はなく、企業や国家がプレイヤーとなるゲームも存在す
る。プレイヤーが行うことのできる意思決定を「戦略」と呼び、その結果得られる利益や
効用が「利得」である。利得は金銭的なものに限られず、評判や満足度を総体的に見たも
のである。「戦略形ゲーム」はプレイヤーが同時に意思決定を行うことを仮定しており、プ
レイヤーが順番に意思決定を行う場合には「展開形ゲーム」となる。本研究では、「戦略形
ゲーム」のみを取り上げている。 
 まず、2×2 の戦略形ゲームについて説明する。表 1 では、プレイヤーが 2 人（プレイヤー
A とプレイヤーB）いて、それぞれ戦略を 2 つ（戦略 X と戦略 Y）持っているゲームを示し
ている。縦の列がプレイヤーA の戦略、横の行がプレイヤーB の戦略となる。各々の戦略の
組み合わせから、得られる利得がセルに記載されている。セルの中の前の数字（アルファ
ベット）がプレイヤーA の利得であり、後ろの数字（アルファベット）がプレイヤーB の利
得である。このような戦略と利得の組み合わせを表したものが、利得表である。 
プレイヤーの利得は相手の戦略に依存しており、お互いが戦略 X を選択すれば利得はと
もに a に、お互いが戦略 Y を選択すれば利得はともに d となる。一方が戦略 X を選択し、
一方が戦略 Y を選択した場合には、戦略 X を選んだプレイヤーの利得は b となり、戦略 Y
を選んだプレイヤーの利得は c となる。 
なお、ここではプレイヤーA とプレイヤーB が同質（戦略及び利得が同一）であることを
仮定しているが、必ずしもプレイヤーが同質となるわけではない。ただし、本研究におい
て取り上げるゲームはすべてプレイヤーが同質のものであるため、以降の説明でもプレイ
ヤーが同質であることを前提とする。 
 
表 1 戦略形ゲームの利得表 
 
  
B
A X Y
X （a, a） （b, c）
Y （c, b） （d, d）
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コーディネーション・ゲーム 
 第 6 章で取り上げた表 6-2 と表 6-3 のゲームでは、柔軟な労働環境のケースと硬直的な労
働環境のケースを比較した。両ゲームの違いについて改めて解説する。 
 
  表 6-2 柔軟な労働環境のケース    表 6-3 硬直的な労働環境のケース 
  
 表 6-2 のゲームでは、プレイヤーA とプレイヤーB はともにテレワークを実施した場合に
それぞれ 10 の利得を得ることができる。また、相手がテレワークを実施せず、自分だけが
実施した場合には 5 の利得を得る。テレワークを実施しない場合には、相手の戦略に関わ
らず自分の利得は 0 となる。このような状況では、プレイヤーA もプレイヤーB も常に「テ
レワークを実施する」が最適戦略となる。その結果、（実施する、実施する）という戦略の
組み合わせがナッシュ均衡127となり、お互いに 10 の利得を得る。 
 それに対して表 6-3 のゲームでは、お互いに同じ戦略を選択した際の利得は変わらないも
のの、相手がテレワークを実施せず、自分だけが実施した場合の利得が 5 から-2 に変化し
ている。この利得の変化によって、相手がテレワークを実施しない場合には、自分も実施
しないことが最適戦略となる。そのため、（実施する、実施する）と（実施しない、実施し
ない）という 2 つの戦略の組み合わせがナッシュ均衡となる。本文中では、前者のより利
得が高い均衡を「良い均衡」、後者のより利得が低い均衡を「悪い均衡」と呼んだ。このよ
うに相手の戦略に合わせることが最適戦略となるゲームがコーディネーション・ゲームで
ある。第 6 章 3 節以降では、グローバル・ゲームを用いてコーディネーション・ゲームに
おける複数均衡がどのようなメカニズムを経て決定されるかを検討した。 
なお、「相手の戦略に関わらず、自分にとって最適な戦略が変わらない」状態のとき、そ
こで選ばれる最適な戦略を支配戦略と呼ぶ。表 6-2 のゲームにおける均衡はプレイヤーA と
プレイヤーB の支配戦略の組み合わせであり、表 6-3 のゲームには支配戦略は存在しない。
支配戦略の組み合わせは必ずナッシュ均衡となる。 
  
                                                  
127 ナッシュ均衡とは、「相手の戦略が変わらない限り、自分の戦略を変える必要がない」とい
う状態のことである。 
B
A
テレワークを
実施する
テレワークを
実施しない
テレワークを
実施する （10, 10） （5, 0）
テレワークを
実施しない （0, 5） （0, 0）
B
A
テレワークを
実施する
テレワークを
実施しない
テレワークを
実施する （10, 10） （-2, 0）
テレワークを
実施しない （0,  -2） （0, 0）
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囚人のジレンマ 
 第 7 章で取り上げた囚人のジレンマは、表 1 において、各プレイヤーの利得が以下の条
件を満たすゲームである。 
 
<条件 1> c > a > d > b 
<条件 2> a > ( b + c ) / 2 
 
 一般的な囚人のジレンマのストーリーは、2 人の容疑者（容疑者 A と容疑者 B）それぞれ
に「黙秘する」と「自白する」という 2 つの選択肢があり、自分の選択だけでなく相手の
選択によって懲役が表 2 のように変わってしまうというものである。これは<条件 1>及び<
条件 2>を満たすゲームである。 
このとき、容疑者 A は容疑者 B が黙秘する（協力）か自白する（非協力）かに関わらず、
自白する（非協力）が支配戦略となる。容疑者 B も同様である。その結果、（自白、自白）
という戦略の組み合わせがナッシュ均衡となる。支配戦略の組み合わせという意味では表
6-2 のゲームと違いがないように思われるが、両プレイヤーにとって求められた均衡が理想
的（パレート最適）なものであるかが差異となる。支配戦略の組み合わせによって求めら
れたナッシュ均衡がパレート最適にならないことが囚人のジレンマの最大の特徴である。 
 
表 2 囚人のジレンマ 
 
 
 なお、囚人のジレンマは（無限回の）繰り返しゲーム128では、「相手が裏切らない限り自
分も裏切らない」という「応報戦略」を採用することで、協力関係を維持できることが知
られている。<条件 2>はそのためのものである。証明については、岡田章『ゲーム理論』第
6 章を参照されたい129。 
  
                                                  
128 同じゲームを繰り返していく状況のこと。 
129 岡田（1996）pp.205-237 
B
A
黙秘
（協力）
自白
（非協力）
黙秘
（協力） （-2, -2） （-15, -1）
自白
（非協力） （-1, -15） （-10,-10）
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社会的ジレンマ 
 社会的ジレンマは多人数（N≦3）の囚人のジレンマのモデルとして定義できる。逆に言
えば、プレイヤーが 2 人のケースの社会的ジレンマが囚人のジレンマである。社会的ジレ
ンマでは、囚人のジレンマと同様に、プレイヤーは「協力」と「非協力」のいずれかの戦
略を選択することができる。Dawes（1980）の定義によれば、社会的ジレンマは以下の 2 つ
の条件を満たすとされる。 
 
<条件 3> D(m) > C(m+1) 
<条件 4> D(0) < C(N) 
 
C は「協力」を D は「非協力」を示し、m は「協力」を選択しているプレイヤーの数（0mN）
である。C(m)と D(m)は、それぞれ m 人が協力しているときに「協力」を選択したプレイヤ
ーと「非協力」を選択したプレイヤーが得る利得を示している。このとき、<条件 3>は「『協
力』を選択したプレイヤーが何人いたとしても、『非協力』を選択した方が個々のプレイヤ
ーの利得は高くなること」を意味する。<条件 4>は「プレイヤー全員が『非協力』を選択す
るよりも、プレイヤー全員が『協力』を選択した方が個々のプレイヤーの利得は高くなる
こと」を意味する。このような関係を図にしたものが図 1 である。 
 
 
図 1 社会的ジレンマにおける利得構造 
出典 藤井（2003）p.16 
 
  
協力者数（m）
N-1人1人0人
協力者の利得
（C(m+1)）
非協力者の利得
（D(m)）
N人
C(N)
D(0)
利得
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N 人信頼ゲーム 
 第 7 章で取り上げた信頼ゲーム（表 7-8）は、表 6-3 のコーディネーション・ゲ
ームと同じゲーム構造を有している。両者に本質的な違いはないが、相手（ルー
ル）を信頼するかどうかが重要になるのか信頼ゲームの特徴である。2×2 の信頼ゲ
ームでは、（逸脱しない、逸脱しない）と（逸脱する、逸脱する）の 2 つの組み合
わせがナッシュ均衡となる。 
 
表 7-8 信頼ゲーム 
 
 
 多人数（N≦3）の信頼ゲームでは、ある基準点（限界質量）まで「逸脱しない
（信頼する）」とするプレイヤーがいれば「逸脱しない（信頼する）」という均衡
が導かれ、基準点に達しなければ「逸脱する（信頼しない）」という均衡が導かれ
る。証明については、武藤（2005a）を、実証的な検討については山岸（1991）130を
参照されたい。 
 
 
  
                                                  
130 山岸（1991）pp.253-254 
B
A
逸脱しない 逸脱する
逸脱しない （4, 4） （1, 3）
逸脱する （3, 1） （2, 2）
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付録 A：インタビュー要約（第 4 章） 
 
訪問日時 インタビュー対象（業態） 本拠地 社員数 
2009 年 9 月 12 日 A 社 グループ管理部 
（ブログ、SNS 開発、監視業務等）
東京都 180 名程度 
テレワークを行う際のクライアントは、基本的に会社から貸与されている。テレワーク
を行う場合には申請が必要で、貸与されているクライアントに付与されている識別番号と、
社内のデータベースに保存されている個人の IDとパスワードによる認証を行った上でVPN
を使用してアクセスしている。個人情報を伴ったデータのダウンロードについては、各人
のモラルに委ねている。特別の技術的なバリアーはないが、個人情報を流出した際のこと
を考慮し、なるべくダウンロードはさせないようにしている。また、個人情報を含む Excel
などのファイルをローカル環境には残させないようにしている。 
 社内 SNS は社員間のコミュニケーションを高めることを目的に利用している。テレワー
クを実施しているとどうしても人と人との顔を合わせてのコミュニケーションが減るので、
そこを補うためことを意図している。ただ、業務のコンテンツだけだとアクセスしないよ
うになってしまうので、社報を掲載するなどの工夫をしている。 
 高スペックで単価が高い大規模なシステムは一般的には受け入れられにくいと考えてい
る。例えば、シンクライアントの導入もコスト的には難しい。会社全体として、社員が会
社でも自宅でもどこでも働きやすいように考えた結果、今のようなシステムが構築されて
いる。意識的にテレワークを導入しているわけではないし、テレワークを実施する際もパ
ソコンと一般のネットワークを使用するといったごくシンプルなスタイルで行っている。 
現在、クラウドコンピューティングなどの環境の変化や、ワークスタイルの変化に合わせ
てテレワークに使用する端末や認証方法を柔軟に変更できるように検討している。 
 
訪問日時 インタビュー対象（業態） 本拠地 社員数 
2009 年 9 月 24 日 株式会社アルファシステムズ 
経営企画本部技術推進部 
（ソフト受託開発関連） 
東京都 2000 名超 
 クライアントについては、CD/USB を用いた Linux ベースの OS を使用している。これ
によって、どこでアクセスしているかを把握すること、MAC アドレスを識別することが可
能となる。そのため、自宅で用いるデスクトップのみを認証するようにすれば、仕事場所
を制限することができる。また、会社から貸与しているパソコンにも同様の仕組みを適用
することができる。テレワークで使用するクライアントそのものは、個人の所有するクラ
イアントになっている。上記の方法を用いることにより情報セキュリティ上の問題は解決
できる。 
テレワーク実施時のネットワークについては、通常の ADSL 以上の回線があれば良いと
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考えている。個人で契約しているネットワーク環境を利用するため、その分の費用を会社
に補助してほしいという声が出る可能性もあるが、社員のほとんどが技術者であり、もと
もと社員個人の ICT の設備は整っているため、そういった要望は出てこないものと考えて
いる。 
業務用ポータルサイトは現在使用しているが、テレビ会議システムや社内 SNS について
は設けていない。 
 
訪問日時 インタビュー対象（業態） 本拠地 社員数 
2009 年 9 月 29 日 B 社 人事部 
（システム開発） 
東京都 2500 名程度 
顧客の一社一社に合わせてシステムを作る会社であることがテレワークを導入していな
い最大の理由である。顧客企業の個人情報やシステムの仕組みが外部に漏れてはいけない
ため、社外で仕事をすることや、外部のネットワークに接続して仕事をすること自体が顧
客から好まれない。ただし、提案営業やプロジェクトそのものを立ち上げる段階の仕事で
あれば、社外での作業も不可能ではないと考える。 
開発部門の人間は、２割程度が当社の社内にいて、残りの８割は顧客企業の社内に場所
を借りてプロジェクトチーム単位で仕事をしている。携帯電話や USB メモリといった記憶
媒体は持ち込み禁止になっている場合が多い。情報管理に関しては徹底して行われている
ため、システム開発の現場では現実的にテレワークの実施は難しいのではないか。 
 業務支援システムは導入しており、上司のスケジュールの確認や休暇申請などを行うこ
とができる。社外からも利用できるが、閲覧できるのは掲示板やスケジュール程度しかな
いため、家で仕事ができるわけではない。個人所有のクライアントは社内には持ち込めず、
社内の備品は一台一台管理番号がついており、許可証がないと持ち出すことができない。
申請をすればワイヤレスネットワーク接続の PC も貸与できるが、システムとネットワーク
の両方に ID とパスワードを入力する必要がある。また、事業所が札幌、名古屋、大阪、福
岡にあるため、事業所間でテレビ会議システムが導入されている。社員の交流を図るため
のツール（社内 SNS や社内ポータル、社内 Wiki 等）の導入を現在検討中である。 
 
訪問日時 インタビュー対象（業態） 本拠地 社員数 
2009 年 10 月２日 ヴィンキュラム ジャパン株式会社 
人事・サービスグループ 
（情報処理） 
大阪府 500 名程度 
 テレワークは、新型インフルエンザ流行の時期に自宅待機の社員が発生した場合の危機
管理として試行した経緯があり、これまでの社内的なインフラを活用したものとなってい
る。具体的には、シンクライアントと e-mobile のデータ通信カードを貸与し、社内のデー
タにワンタイムパスワードを用いてリモートアクセスする方式を採用している。これはテ
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レワーク以外でも、社内の会議室等で使用している仕組みと同じである。情報セキュリテ
ィ面でもデータ消去等に余計な神経や手間を費やす必要がないため、シンクライアントの
利用で業務の効率が下がるとは考えていない。シンクライアントを採用している限りは、
重大な情報漏えいの可能性は極めて低くなると考えているため、どこからアクセスするか
については特別の制限はない。ソフトも含めて標準的なツールで全社的に業務を進める中
で、既存のツールがそのままテレワークにも応用できるという流れで進めている。 
 テレワーク用の SNS については、業務効率の観点から全社的にはよしとしないが、部署
によっては、社外で業務を行う社員が多い場合等に独自に利用している例がある。 
 
訪問日時 インタビュー対象（業態） 本拠地 社員数 
2009 年 10 月 6 日 C 社 人事企画部 
（マーケティングリサーチ） 
東京都 900 名程度 
１人１台パソコンを貸与しており、リモートアクセスのシステムも導入している。技術
的には、メタフレームを採用しており、個人情報を含むような重要なデータはローカルの
環境には残さずに会社のサーバに保存するルールをとっている。他にも、HDD を暗号化す
るなど情報セキュリティには配慮している。 
 このようにハード面ではテレワークを実施できる環境は揃っているが、マネジメント、
就業管理などのソフト面での課題から在宅勤務の本格的な導入には踏み切っていない。た
だし、社員からの要望や人材確保の必要性から、段階的な導入を検討している。一方で、
外出先で仕事を行うモバイル型のリモートアクセス環境についてはすでに構築されている
が、かなりセキュアな環境でシステムが構築されているので、社内にいるのと同じように
仕事ができるわけではない。 
 自宅リモートアクセス環境を利用する際には、貸与している PC か一定の条件をクリアす
れば自宅の PC でも可能にすることを考えている。ネットワークは VPN で接続するのが前
提であり、回線は個人所有のものを使用する。回線の料金を会社側で負担することは想定
していない。 
 情報通信ツールについては、PHS、グループウェア、社内 Wiki などが利用されている。
グループウェアには掲示板やチャットといった機能があり、情報共有や社内クラブのコミ
ュニケーションツールとして利用されている。テレビ会議システムも導入されているが、
あくまで打ち合わせ目的のものであり、在宅勤務時の監視目的の利用は考えていない。 
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付録 B：テレワーク実施者へのアンケート（第 4 章） 
 
以下の設問について、（ ）内の内容について留意しつつ、回答してください。 
回答欄をすべて埋める必要はありませんが、記入例を参考になるべく詳細に記入してくだ
さい。 
 
 
記入例） 
Q２：あなたがテレワークを開始した経緯、テレワーク歴とそれまでの職歴について教えて
ください。（テレワーク以外の仕事の経験があれば、比較しての感想等） 
 
 
Q12：現在の仕事について満足している点/不満な点について理由を添えて教えてください。 
（融通が利くところが多い、仕事が安定して獲得できない等） 
 
 
現在の仕事については概ね満足しています。時間の融通が利くので、育児をしながらで
も空いている時間を工面して仕事ができることが一番有難い点です。ただ、慣れるまで
は時間の調整をすることが難しく、締め切りぎりぎりになってから焦ることがよくあり
ました。不満な点については、仕事が入らない時期によっては待機要員となってしまう
ことです。そのため、収入が安定しない月もあります。また、先方の都合で仕事の内容
が大幅に変わってしまい、結果的にスケジュールがタイトになってしまうことがありま
す。それでも締め切りを守らなくてはならず、そういったプレッシャーがあるところは
マイナスだと思います。 
テレワークを開始したきっかけは、育児のためです。テレワーク暦は３年になります。
前の仕事は銀行員でした。出産を機に銀行を退職したものの、子供が保育園に通うよう
になってから昼間の時間を使うことができるようになり、パートタイマーとして働くよ
うになりました。しかし、思ったよりも立ち仕事の肉体的疲労が大きく、在宅でもでき
る業務を探していたところ運よく現在の仕事を見つけました。比較しての感想としては、
銀行員の仕事はとにかく時間的な拘束が長く残業も多かったので、育児との両立は困難
だと言えます。その点、育児をしながらでもできるテレワークという働き方が合ってい
たように思います。 
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Q１：あなたの家族構成及び住環境について詳しく教えてください。 
（家族構成、家の間取り、（子供がいれば）子供の年齢、就学状況、現住所、等） 
 
Q２：あなたがテレワークを開始した経緯、テレワーク歴とそれまでの職歴について教えて
ください。（テレワーク以外の仕事の経験があれば、比較しての感想等） 
 
Q３：在宅勤務を行っている環境及びそのメリット・デメリットについて教えてください。 
（在宅勤務を行う環境、メリット（落ち着く、目が届く）、デメリット（落ち着かない、場
所がない）等） 
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Q４：現在使用している機材について教えてください。 
（スペック、ネットワーク速度、料金負担等） 
 
Q５：在宅勤務の環境を改善するために必要だと思われるものがあれば教えてください。 
（シンクライアント、カメラ、専用の部屋等） 
 
Q６：一連の仕事の流れについて詳しく教えてください。 
（仕事の発注、作業時間、報告方法、確認方法等） 
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Q７：仕事の流れの上で、無駄だと思われること/必要だと思われることについて教えてく
ださい。 
（【無駄】詳細な報告、厳密な作業時間の測定、【必要】時間の管理、相談する手段等） 
 
Q８：仕事中に来客や宅急便の配達などがあった場合の対応について理由を添えて教えてく
ださい。（無視する、宅急便であれば対応する、短い時間であれば対応する等） 
 
Q９：完全に自由な勤務形態（期限のみ設定）とある程度管理されている勤務形態（就業時
間の報告あり）のどちらがより仕事の効率が上がると思うか理由を添えて教えてください。 
（自由の方が集中してやりたいときにできる、時間が決まっているほうが集中できる等） 
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Q10：在宅勤務で行う仕事について、勤務する場所の指定が必要だと思うか理由を添えて教
えてください。 
（どこでもできるほうが効率的である、セキュリティの観点から持ち出すべきではない等） 
 
Q11：現在の賃金水準に満足していますか。また、どのくらいの賃金水準が妥当だと思うか、
理由を添えて教えてください。 
（時間の融通が利くため賃金水準には満足している、最低時給 1500 円は欲しい等） 
 
Q12：現在の仕事について満足している点/不満な点について理由を添えて教えてください。 
（融通が利くところが多い、仕事が安定して獲得できない等） 
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付録 C：テレワーク実施者へのアンケート（第 5 章） 
 
以下の設問について、【】内の内容について留意しつつ、回答してください。 
回答欄をすべて埋める必要はありませんが、記入例を参考になるべく詳細に記入するよう
にお願いします。 
 
 
記入例） 
Q2：テレワークの実施頻度と実施場所、実施する業務について教えてください。 
【週 1 日程度自宅で資料作成、毎日常駐先で社内システムの利用等】 
 
 
Q5：テレワークを実施する際に気をつけていることがあれば、教えてください。 
【公共の場では利用しない、席から長時間離れない等】 
 
 
テレワークは自宅以外の場所では実施していません。回線が安定していることももちろ
んありますが、セキュリティ面での問題が一番の理由です。よほどのことがない限りは
自宅では盗難や紛失の恐れがないため、安心して使用することができます。これが公共
の場であればなかなか難しいところがあると思います。ただ、自宅でも子どもが起きて
いる時間帯は使用しないなどの配慮はしています。 
そのような理由から深夜帯に利用することが多いので、必要最低限の作業だけ行って、
あまり長時間利用しないように気をつけています。一度だけ明け方近くまで仕事をして
しまったことがあり、翌日に疲れを残してとても後悔しました。 
 
基本的には、週末のどちらかに必要な資料を作成する場合にのみテレワークを実施して
います。そのため、頻度としては週 1 日 2，3 時間程度です。また、プロジェクトによ
っては一定期間客先に常駐することになるため、許可が下りればテレワークを実施して
います。その際には、社内システムやメールの確認を主に行っています。客先では、ほ
ぼ毎日テレワークのシステムにアクセスしていますが、作業時間は一回当たり 30 分程
度です。まれに出張先から自宅に直帰した場合などに使用することもありますが、年間
でも 2，3 回程度でそんなに多くはありません。このときは、不在時のメールの確認と
翌日提出する報告資料の作成がメインの目的となります。 
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Q1：現在の業務内容とテレワークを実施する際の目的について教えてください。 
【テレワークの目的：移動時間の削減、緊急時の対応、自宅での作業等】 
 
Q2：テレワークの実施頻度と実施場所、実施する業務について教えてください。 
【週 1 日程度自宅で資料作成、毎日常駐先で社内システムの利用等】 
 
Q3：Q2 で挙げた業務はテレワークが実施できない場合には、どのように対応しますか。 
【休日に出社する、翌朝早く出社して対応する等】 
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Q4：普段行う業務のうち、テレワークで対応できないものにはどんな業務がありますか。 
【機密情報を扱うもの、システム開発、打ち合わせ等】 
 
Q5：テレワークを実施する際に気をつけていることがあれば教えてください。 
【公共の場では利用しない、席から長時間離れない等】 
 
Q6：テレワーク実施時において改善してほしい点、要望などがあれば教えてください。 
【申請の手続きが煩雑、システムの起動が遅い、使用環境が限定される等】 
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Q7：テレワークの適用範囲を管理職以外にも拡大する場合には、どのような施策が必要だと
考えられますが。また、その必要性は感じますか。 
【社会での労働状況を把握する仕組み、人事評価基準の変更、セキュリティの確保等】 
 
Q8：テレワーク実施に妥当なセキュリティレベルはどの程度だと考えられますか。  
【自宅のみ実施、1 人になれる空間で実施、特に制限の必要なし等】 
 
Q9：その他テレワークの実施に関連して何か意見があれば自由に記入してください。 
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ご意見をお伺いするのはこれで終わりですが、分析に必要なため、あなたご自身やあなた
のご家族のことについてお尋ねします。ここでの調査結果は、研究以外の理由では使用せ
ず、個人を特定いたしません。 
 
Ｆ１ あなたの満年齢及び性別をお答えください。 
満年齢 [      ] 歳 
性別 [      ]  
 
 
Ｆ２ あなたの部署名および役職名をお答えください。 
部署名 [           ] 
役職名 [           ] 
 
 
Ｆ３ 現在、あなたの住まいに同居している人をすべてお答えください。（子供がいる場合
は、末子が何歳であるか記入してください） 
 
 
 
 
アンケートは以上で終わりです。ご協力ありがとうございました。 
 
  
 
 
 
 
 
フェイスシート 
110 
 
付録 D：インタビュー要約（第 7 章） 
 
団体名 主な業務 所在地 実施日 
株式会社研進 自動車部品組立加工 神奈川県 2010 年 3 月 9 日 
 
団体の概要及び在宅就業支援団体への登録の経緯 
 「株式会社研進」は、「社会福祉法人進和学園」の営業窓口会社として 1974 年に設立さ
れた。主な業務は、本田技研工業株式会社が発注する自動車部品組立加工だが、多角化の
一環としてパン・クッキーや陶芸等の自主製品の製造・販売等も行っている。「進和学園」
では、現在、就労継続支援事業 A 型131（雇用型・福祉工場）・同 B 型132（非雇用型・授産施
設）・就労移行支援事業等を行っており、2007年3月には品質マネジメントシステム「ISO9001」
認証を、知的障害部門として日本で初めて取得している133。 
 現在の在宅就業障害者支援制度が生まれるずっと前より、企業と障害者との間に入って
の調整活動を続けていたため、在宅就業支援団体への登録は自然な流れであった。しかし、
当初、福祉施設は同制度の対象外となっていたため発足時には名前を連ねていなかった。
2007 年 5 月に福祉施設や小規模作業所が制度の対象となったことを受けて、2008 年 4 月に
登録した。 
 
みなし雇用制度に関する意見 
 以前からみなし雇用率のような制度の導入を行政に提案しているが、実際にはなかなか
聞き入れてもらえていない。障害者だからという理由で安易に福祉と労働を分けてしまっ
ている。企業にとって一番のインセンティブとなるのが雇用率であり、雇用率に算定でき
るような仕組みを発注で持っていかないと制度の利用は増えていかない。 
 企業に雇用されていれば最低賃金がある程度補償されて、労働者として扱われて、社会
的な健康保険や厚生年金などを受給する権利がある。一方で、授産施設で働いている就労
継続支援 B 型の人たちは、厚生年金などは当然もらえないし、賃金も 1 万～1 万 5000 円と
言われている。このような格差を解消するためには、能力に応じて働ける場所が求められ
ている。授産施設でもレベル分けをして工賃を段階的に引き上げていくことなどが考えら
れるが、そのためには行政が発注奨励をする仕組みが不可欠である。 
 
在宅就業支援団体のメリット・デメリット 
 今の制度では事務が煩雑過ぎてしまって、なおかつ見返りも少ない。やってもメリット
                                                  
131 障害者自立支援法に定められているサービスで、雇用契約に基づく就労の機会が提供される。 
132 障害者自立支援法に定められているサービスで、雇用契約に基づかない就労機会が提供され
る。B 型では最低賃金法の適用外となるため、作業工賃の低さが問題視されている。 
133「しんわルネッサンス」（福祉工場 30 名、社会就労センター70 名）において取得。 
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がないので、よほど財政的に余裕があって使命感があるところしかできない。在宅で 105
万円というのは企業側にとってもハードルが高く、今のままでは意味がない。多分、行政
側も変えたいとは思っているが、なかなか言い出せないのではないか。 
在宅就業支援団体への登録要件は厳しく、ある程度仕事の確保の目途がないとオーケー
が出ないようになっている。制度の使い勝手が良くなれば手が挙がるところも多くなって
くるだろうし、やはり一番効果的な対策は雇用率への算定ではないか。ただ、あまり誰で
も簡単になれてしまったら在宅就業支援団体としての価値がなくなってしまうので、ある
種のステータスになるような要素は必要である。 
 
障害者雇用促進政策全般に対する問題意識 
 現在の在宅就業障害者支援制度は、「在宅」という名称はついているけれど、実質的には
「在宅」ではない。その点で矛盾しているし、福祉施設や小規模作業所においてはインパ
クトが薄くなってしまう。在宅就業の人に対する制度と施設利用の人に対する制度を作り
分けしてもいいのではないか。在宅就業支援団体に登録しているため相談の電話がくるが、
「研進」では在宅の方の就業支援はできない。だから、せめて「就業支援団体（在宅）」、「就
業支援団体（施設）」のように表記を改める必要性を感じる。 
 
団体名 主な業務 所在地 実施日 
特定非営利活動法人 
トライアングル西千葉 
・テープ起こし 
・マッサージ・針・灸 
千葉県 2010 年 3 月 19 日 
 
団体の概要及び在宅就業支援団体への登録の経緯 
「特定非営利活動法人トライアングル西千葉」は視覚障害者への IT 講習会の開催を目的
に 2001 年に設立された団体である。当初は IT 講習会がメインであったが、講習会で学んだ
内容を活用する場がなかなか存在しなかったことから就労継続支援 B 型の就労生活支援セ
ンターとなった。その後、在宅就業へのニーズが高まったことを受けて、2006 年に在宅就
業支援団体への登録を行った。 
主な業務としては、視覚障害の支援に特化していることもあり、テープ起こしとあん摩
マッサージ指圧・針・灸が挙げられる134。 
 
みなし雇用制度に関する意見 
 在宅就業障害者支援制度の一番のネックとして、雇用率に反映されないことが挙げられ
る。いくら障害者の人たちに仕事を提供しても雇用率にはカウントされないため、企業と
                                                  
134 あん摩マッサージ指圧・針・灸では、契約した企業の従業員が治療院に訪問してサービスを
受けるという形態で在宅就業が行われている。メリットとして、企業の中に施設を作らなくて良
い点、自宅の近くでサービスを受けることができる点、休日でも利用可能な点などが挙げられる。 
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しては社会的貢献や企業イメージという点から、雇用率にカウントできる、通勤が可能な
従業員の雇用の方を優先させてしまう。現行制度で雇用率に反映させることができれば、
企業の見方も変わるかもしれない。 
 「トライアングル西千葉」では、受注している仕事は中小企業相手がほとんどなので、
みなし雇用率が適用された場合には、中小企業の法定雇用率達成企業の割合が改善される
可能性はある。ただし、発注側の企業においてもどこまでを在宅の仕事として出せるかと
いうノウハウがないため難しいところがある。特に、中小企業の場合には、仕事の幅が狭
い分、発注しにくいと考えられる。 
 
在宅就業支援団体のメリット・デメリット 
 在宅就業支援団体のメリットは正直ない。支援団体として関わる余地のある問題はある
が、ボランティアではないので、資金的な裏付けがないために踏み込めないところがある。
例えば、在宅で仕事をするためのスキルを身につける講習や受発注のコーディネーター的
な役割は、人や財源をどう捻出するかが課題になってしまう。それは支援団体としても一
番苦しいところである。現在 16 団体が在宅就業支援団体として登録されているが、メリッ
トがないために増えていない。最終的には信頼関係になってくるが、今はどうしても数が
少ないことから企業に不安を与えている部分もあると思う。 
 企業への特例調整金、特例報奨金に関しても、金額が低いため十分なインセンティブと
なっていない。そのため、手間隙と金額が見合っていないと考える企業もかなり多いはず
である。 
 
その他現行制度に対する問題点 
 就労継続支援 B 型に限らず、いわゆる昔で言う作業所というところの平均賃金が千葉県
内で 1 万 2000 円、全国平均でもそんなに変わらないはずだが、これはとても自立して生活
できる水準ではない。障害年金135と作業工賃を合わせて自立できるような経済的な補償が
当面の目標としてある。工賃を上げるためには効率の良い仕事をどう確保していくかが重
要となるが、企業から仕事をもらっている場合にはどうしても景気に左右されてしまう。 
 障害者雇用促進法の中で法定雇用率 1.8％というパーセンテージを謳うだけではなく、身
分保障という観点からどういう形態での雇用形態が望ましいのかをもう少し突っ込む必要
がある。 
 
団体名 主な業務 所在地 実施日 
社会福祉法人東京コロニー 
 
Webコンテンツの企画、
制作及び運営 
東京都 2010 年 3 月 26 日 
 
                                                  
135 障害年金は公的年金の 1 つであり、障害等級に応じた年金額を受給できる。 
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団体の概要及び在宅就業支援団体への登録の経緯 
 「社会福祉法人東京コロニー」は 1951 年に設立された団体で、2009 年 3 月現在では 364
名の障害者が在籍している。福祉工場や授産施設、各種障害サービス事業等多岐にわたっ
て活動を行っており、2000 年 4 月からは SOHO による在宅就労支援事業「es-team（エス・
チーム）」をスタートさせている。そのため、在宅就業支援団体にも 2006 年 5 月の制度開
始時より登録している。2010 年 3 月には『重度障害者の在宅就業において、福祉施策利用
も視野に入れた就労支援のあり方に関する調査研究』の報告書を発行し、在宅就業障害者
支援制度の課題について指摘している。 
 
みなし雇用制度に関する意見 
 在宅に限らず福祉施設などに発注したものをみなし雇用として算定すべきだというのは
昔から散々提案してきたことであるし、もちろん本制度の開始の際にも提案している。そ
うしない理由として、雇用の聖域を守るという意識があるのではないか。 
雇用率を満たすだけならみなし雇用でも良いかもしれないが、やはり人が一緒に働くイ
ンクルージョンというものを一番に考えなければいけない。どうしても通常の雇用が難し
いのであれば、マンパワーや賃金補填などの支援付き雇用を目指すべきで、それがきちん
と制度化されれば現在の福祉就労の人の多くを雇用というステージに上げられるし、自然
に雇用率は上がるはずである。だから、発注すればいいとか、サテライトオフィスをつく
ればいいとか、そういう発想は二番目に来るものだと思う。 
 
在宅就業支援団体のメリット・デメリット 
 国が制度を作る前からずっと同じような活動はやってきており、何のメリットもないが
更新もしている。やり続けていかないと言うことも言えないので、やり続けながら少しで
も制度を良い方向に変えていけるように考えている。 
 現状では、在宅就業支援団体に負担がかかっているため、実質的に他の仕事から人件費
を補うようなかたちになっている。少なくとも、福祉施設と同等の社会の下支えは必要で
はないか。受注をするうまい仕組みをつくって、そこから 1、2 割を引いてうまく回ってい
くというのが理想ではあるが、難しいところがある。例えば、稼ぎ頭で時間も生産性もす
ごくできる人がいたとしても、やはりそういう人は就職できてしまう。そうなると、結果
的には働く時間も短く、障害的には重篤で、難しい人だけが残るようになる。そのような
重度の障害を持った人たちの支援だけを中心に考えるならば、まず社会の下支え、公費の
投入がなければやっていけない。 
 
障害者雇用促進政策全般に対する問題意識 
 在宅就業障害者支援制度は大きな福祉の制度の中のごく一部分なので、ここだけではあ
まり全体像が見えない。根本的な問題として、いわゆる福祉就労が労働から切り離されて
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いて、働いているのに労働者とみなされないという ILO からも訴えられているような現状
がある。そのため、在宅就業障害者支援制度の問題点だけを殊更に取り上げても仕方がな
い面がある。 
テレワークを活用するのであれば、福祉就労の施設で施設外支援というルートを作るこ
とも考えられる。現在はおまけのような扱いになっているが、それを正式な制度にするこ
とで、従来は施設の利用条件に当てはまらなかった人も、在宅という就業形態で働くこと
ができるようになる。 
 
団体名 主な業務 所在地 実施日 
特定非営利活動法人 
福祉のまちづくり市民ネット
ワーク 
・ホームページ作成及
び更新 
・名刺作成 
静岡県 2010 年 9 月 28 日 
 
団体の概要及び在宅就業支援団体への登録の経緯 
 「特定非営利活動法人福祉のまちづくり市民ネットワーク」は「高齢社会に備えた福祉
のまちづくり」の実現を目的に 1996 年に設立された団体である136。会員の半数以上が障害
者であり、そのノウハウをまちづくりに反映させることを特色としている。静岡文化芸術
大学や浜松市、地元企業とも連携しており、産官学民のネットワークを重視した活動を実
施している。5 つの部会に分かれている中で、在宅就業支援事業は主に「グループワーク浜
松」が担当している137。 
 「グループワーク浜松」では、就労前職業訓練の「3 ヶ月研修」と就職活動支援を事業と
して実施しているが、「3 ヶ月研修」修了後も就職できない人を対象に在宅での就労支援事
業も行っている。このような活動が在宅就業障害者支援制度の趣旨とマッチしていたこと
から、在宅就業支援団体に登録するに至った。 
 
みなし雇用制度に関する意見 
 みなし雇用制度の適用に関しては、就職に先立って障害者の方の働き具合を確かめるこ
とができるという観点から肯定的な立場である。これは就職活動支援の経験から、被雇用
者側の理解不足が長期雇用の妨げになっている事例を受けてのことである。実際に、「グル
ープワーク浜松」では障害の程度や実施可能な業務/不可能な業務を明確にする履歴書作成
                                                  
136 当初は「福祉マップづくり実行委員会」として発足し、1999 年に「福祉のまちづくり市民ネ
ットワーク」に改称した。法人格は 2002 年 4 月に取得している。 
137 他にも、高齢者や障害者の外出を支援するための情報源である福祉マップを制作する「福祉
マップ制作部会」、市民参加のまちづくりを推進する「まちづくり推進部会」、ユニバーサルデ
ザイン機器の研究開発を行う「UD 研究開発部会」、企業等から無償で提供された中古パソコン
をリサイクルして、超低価格で障害者に提供する「PC リサイクルセンター」がある。なお、「PC
リサイクルセンター」は当初の目的を達成したことから、2009 年度で事業が終了している。 
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の指導を行っており、雇用にあたっての不確実性を減らすことに努力している。希望的観
測ではあるが、みなし雇用制度の適用がこうした不確実性の削減に貢献することができれ
ば、実雇用の面においてもプラスの影響が生じることが期待できる。 
 一方で、就職が可能な人についてはあくまで就職を優先しつつも、在宅でしか仕事がで
きない人に対しては自立するための別の仕組みが必要である。生活できるぐらいの補助と
して、障害者年金+月 5 万円（20 時間勤務）をスタートの目標として掲げている。 
 
在宅就業支援団体のメリット・デメリット 
 在宅就業支援団体が当初は 18 団体あったものが 16 団体になって、静岡県でも 2 つあっ
たものが 1 つになったことからも、メリットが感じられてないことが示唆されている。む
しろ、登録をやめる際にも手続きが煩雑なことから、手間ばかりかかってそれに対する人
件費の方が無駄になっているという判断があると考えられる。仕事を得るために一般企業
に訪問する時間もない中で、細かい書類の作成が負担となっていることに対しては疑問が
ある。 
また、「グループワーク浜松」の施設は車椅子専用のトイレがなく、交通の便が悪い、急
な階段があるなど重度障害者の方には不向きな環境になっているが、在宅就業支援団体に
は施設面での不備などに対する具体的な支援といったものはない。 
 
障害者雇用促進政策全般に対する問題意識 
 企業というのは、はっきり言えば障害者を雇いたくないし、罰金で済ませる方がよっぽ
ど楽で後腐れもないからそうしている。しかし、その 5 万円の罰金がどう使われているか
ということすら不明瞭である。それが本当に就労団体とか就労支援のために使われている
のかきちんと内訳まで公表することが必要ではないか。 
 
団体名 主な業務 所在地 実施日 
特定非営利活動法人 
バーチャルメディア工房ぎふ 
・電算入力・記録作成 
・各種印刷物の製作 
岐阜県 2010 年 10 月 21 日 
 
団体の概要及び在宅就業支援団体への登録の経緯 
「特定非営利活動法人バーチャルメディア工房ぎふ」は、「IT を活用した在宅就業」支援
を目的に 1998 年に設立された団体である。岐阜県では早い時期からハート購入制度（「障
がい者雇用努力企業等からの物品等調達制度」）138を実施しており、重度障害者の社会参加
促進に対する意識が高かったことが設立の背景として挙げられる。 
2000 年には「情報機器の活用による重度障害者の社会参加・就業支援連携モデル事業」
の支援機関の認定を、2002 年には「重度障害者在宅就労推進事業」の支援機関の認定を受
                                                  
138 障害者雇用率が 4%以上である等の条件を満たした企業から優先的に業務を発注する制度。 
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け、2004 年に法人格を取得した。そのような流れもあり、在宅就業支援団体にはスタート
時から登録している。 
 
みなし雇用制度に関する意見 
障害者の方は、生活の中で必要な介助であったり、通勤であったりということがクリア
できないと現在の型にはまった雇用スタイルで働くことは難しい。ただ、働く意欲が全く
ないわけではないため、もう少し柔軟に働くことができる制度が求められている。在宅就
業と雇用促進を両方求めるのであれば、法定雇用率と在宅就業というものをはっきりリン
クさせて、在宅就業障害者を雇用する企業に何らかのメリットが享受されるような仕組み
にならなければいけない。みなし雇用制度は選択肢の一つとしてあり得るが、その際には
重度障害者が対象に含まれるような配慮が必要である。 
 仮に、みなし雇用制度を適用した場合には、力をつけて中心的に動いてくれるようにな
った障害者の方が就職をしてしまい、仕事の運用の面で支障が出てくることが現実問題と
して起きてくる。組織が安定していれば直接雇用するような形態も考えられなくはないが、
ずっと同じ仕事に縛りつけてしまうことで力を伸ばせないというジレンマがある。 
 
在宅就業支援団体のメリット・デメリット 
 制度のスタートの段階から在宅就業支援団体となっているが、期待していたほどメリッ
トはなかった。3 年更新ということで更新はしたが、100 万円以上の年間の仕事というのは
ほとんどないため、未だに該当する業務は一件もない。モデル事業（在宅就労促進事業）
では、在宅就業の支援だけではなく、相談活動や人材育成、企業及び社会への啓発活動と
いう部分をすべて含んで、スタッフに対する支援ということで事業費がついていた。現行
制度よりもモデル事業の制度の方が現状に即しているように思われる。 
 規模の大小はあるにしても、草の根的に障害者の就業支援活動を行っている団体が全国
にある中で、制度に応募しないというのは魅力がないことを示しているのではないか。実
際に、手続きだけで大量の書類を提出しなければならないのはデメリットである。 
 
障害者雇用促進政策全般に対する問題意識 
 在宅就業支援団体を含め、企業の相談窓口が複雑になっている。岐阜県では、国の労働
局の出先機関、県庁の雇用部門、高齢・障害者雇用支援機構（前雇用促進協会）直轄の職
業センターなどがあるため、どうしてもたらい回しになってしまう面がある。 
また、障害者自立支援法の改正により、3 障害が一緒になってしまったため、専門外の相
談や問い合わせが増えている。障害を区別するわけではないが、就労支援に関しては個別
に対応すべきではないか。 
 
団体名 主な業務 所在地 実施日 
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大阪市職業リハビリテーショ
ンセンター 
・Web サイト制作業務 
・DTP 業務 
大阪府 2010 年 10 月 22 日 
 
団体の概要及び在宅就業支援団体への登録の経緯 
 「大阪市職業リハビリテーションセンター」は「大阪障害者職業能力開発校」の特別委
託訓練施設として、障害者の職業指導及び就業支援を行う団体である。V-SIEN（Osaka City 
Vocational Rehabilitation and Self-Independence Encouragement Network）の一組織でもあるため、
大阪市職業指導センターと大阪市障害者就業・生活支援センターと連携し、支援活動を行
っている。 
在宅就業支援団体となる前から、訓練生のニーズに応じて在宅就業の支援を行っており、
「バーチャル工房事業」にも 3 年間参加している。そのような前身の活動もあったことか
ら、2006 年 7 月より在宅就業支援団体に登録している。 
 
みなし雇用制度に関する意見 
 一番大事なのは障害の有無に関わらず雇用されることであり、それが最大のセーフティ
ネットになる。ただ、雇用されるには最低賃金を払うだけのものを求められるので、障害
者の方にとってはなかなか敷居が高い。しかし、作業所になると一気に賃金が 1 万、2 万と
なってしまう。だから、1 週間で 20 時間までがハーフカウントなので、20 時間以内ぐらい
でやって、1 万、2 万ではなくて、5 万から 10 万ぐらい稼げるような形ができたら、もっと
在宅就業というものにスポットが当たってくると思う。そうすると、ある程度まとまった
仕事を受けて、その人のやれる範囲で割り振っていくような仕組みというものが必要とな
ってくる。別に在宅就労支援団体だけがやらなくても良いが、企業が雇用できないところ
をフォローできれば、雇用率や助成金といった面でインセンティブを与えても良いのでは
ないか。 
 
在宅就業支援団体のメリット・デメリット 
 現状では、教育をするステージと雇用を仲介するステージと在宅の仕事を割り振るステ
ージがすべて 1 つの団体に期待されているので無理がある。在宅就業支援団体への直接的
なメリットよりは、企業にメリットがあることで在宅就業支援団体が活用されていくとい
うのが本来あるべき姿ではないか。 
そのためには、福祉的ノウハウだけでなく、企業的ノウハウも必要になってくる。例え
ば、障害者の方に割り振れるような仕事に関して企業側に助成することで、委託訓練など
できちんと中間団体に還元されるシステムなどが考えられる。現行の制度では、年間発注
総額が 105 万円以上となっており、書類作業もかなり煩雑になっている。在宅就業支援団
体側の手間だけでなく、企業側の手間にもなっている。 
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障害者雇用促進政策全般に対する問題意識 
 在宅就業支援団体になって、在宅の仕事をしたいという問い合わせがあるが、なかなか
対応できない。「バーチャル工房事業」の際には、デザイナーの人に外部講師で来てもらい
一緒にスキルアップしながら仕事を割り振るということもできたが、現状では難しい。仮
に、在宅勤務者として登録したとしても全然仕事が回ってこないので、どうすればそうい
ったニーズに応えられるか悩んでいる。 
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研究業績 
 
類 別   題名、  発表・発行掲載誌名、  発表・発行年月日、  連名者 
 
１ ． 論 文
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２．国際学
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